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研究要旨 

【研究目的】本研究は、医療における放射線業務従事者の被ばくを実効線量と眼の水晶

体の等価線量等に重点を置いて調査し、また医療施設の従事者被ばくの管理状況を調査

することによって被ばくの低減方策と管理のあり方を提案することを目的とした。【研

究方法】国内の医療施設を対象事業場として、主として X 線透視下手技、小線源治療、

核医学における放射線業務従事者の実効線量、水晶体・皮膚の等価線量等の被ばく線量

を調査し、さらに防護方法、測定方法を含む作業管理、作業環境管理、労働衛生教育等

について医療施設としての管理状況のアンケートを実施するために、それらの手法の確

立に取り組んだ。【研究結果・考察】医療における放射線業務従事者の被ばく線量の調

査、及び医療施設における管理状況についての調査の手法を立案・企画し、またパイロ

ットスタディとして実際に調査を行って手法を検証するとともにデータを蓄積するこ

とができた。多様な放射線手技における放射線業務従事者の被ばくとして X 線透視下の消

化器内視鏡手技における線量評価に取り組んだ。【結論】本研究は、医療施設における放射

線業務従事者の被ばく線量の調査及び被ばくの管理状況の調査を通じて、放射線業務従事

者の放射線防護を進めるにあたって必要な資料を作成し提案を示すことができると考えら

れた。 
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Ａ．研究目的 

 

 本研究は、医療における放射線業務従事者の被ばくを実効線量と眼の水晶体の等価線

量等に重点を置いて調査し、また医療施設の従事者被ばくの管理状況を調査して、被ば

くの低減方策と管理のあり方を提案することを目的とする。医療において放射線が用い

られて患者の診断・治療に大きな寄与をしているが、同時に医療は職業被ばくの大きい

分野のひとつであり、医師、看護師、診療放射線技師等の放射線業務従事者の線量低減

等の放射線防護は取り組むべき重要な課題である。従来からこの課題に医療施設、学協

会、行政が取り組んでいたが、最近、職業被ばくに関する眼の水晶体の等価線量限度に

ついて国際的に見直しが進んでおり、これに伴って放射線業務従事者の被ばく低減全般

について関心が高まっている。眼の水晶体の等価線量限度の見直しについては、国際放

射線防護委員会（ICRP）は 2011 年 4 月に「組織反応に関する声明」において、計画被

ばく状況における職業被ばくに関する水晶体の等価線量限度について、定められた 5年

間の平均で20 mSv/年、かついずれの1年においても50 mSv を超えないことを勧告し、

国際原子力機関（IAEA）の国際基本安全基準（BSS）にこの勧告の内容が取り入れられ

た。これを受けて、欧州の Council Directive 2013/59/EURATOM は、2018 年 2月まで

に加盟各国の国内法に新たな水晶体の等価線量限度を取り入れるよう求めた。このよう

な国際動向を背景に、国内では平成 30年（2018 年）３月の放射線審議会の意見具申で、

眼の水晶体の等価線量限度を５年間の平均で 20mSv/年かついずれの１年においても

50mSv を超えないことが適当であるとされた。またその後の厚生労働省の眼の水晶体の

被ばく限度の見直し等に関する検討会で電離放射線障害防止規則の改正が検討され、令

和 2 年（2020 年）4 月には法令改正の公布が見込まれている。このような流れの中で、

医療における放射線業務従事者の放射線防護を進めるため、国内の医療施設において被

ばく線量（実効線量と眼の水晶体等の等価線量）と被ばく低減の取り組みを調査するこ

とが喫緊の課題と考えられる。医療における放射線の利用は診断・治療の多岐に渡って

多様であり、中では X線透視下の手技において従事者の被ばく線量が大きいことがわか

っているが、X線透視下の手技自体も循環器領域、消化器領域、脳神経領域、放射線科

領域、整形外科領域などにおいて多様であり、このような中でそれぞれの手技に対応し

た防護策や測定・評価法を検討していくことが重要であると考えられる。さまざまな X

線透視下手技における業務従事者被ばくの実態を把握・整理して、適切な防護策を立て

ることは可能と考えられ、そのような実態を調査することの意義は大きい。また小線源

治療や核医学においても放射線業務従事者の被ばくがあり、それについても含めた調査

が必要である。本研究代表者は医療被ばく研究情報ネットワーク（J-RIME）の代表を2017

年 4月から務めており、患者、放射線業務従事者、公衆を含めて医療における放射線防

護の研究について実績を持つ。本研究では、その実績を生かして医療における放射線防

護の専門家と連携して検討を進める。2019 年度においては、予備的な検討として、全国
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の対象とする医療機関と協力して調査方法を企画し準備を行ったうえ、放射線業務従事

者の基礎的な線量調査、医療施設の管理状況のアンケートを実施している。その過程に

おいて、研究として有用なデータ解析を行うには、放射線業務従事者の線量だけを扱う

のでなく、それに紐付いた放射線業務従事者の属性や業務の内訳などのデータが必要で

あり、そのようなデータを取り扱うには個人情報の保護、研究倫理などの重要な課題を

解決すべきであることが明らかになった。そこで当初想定していた医療施設数を絞り込

み、必要な手続きを踏んだうえで、線量データと放射線業務従事者の属性や業務の内訳

などのデータを収集して解析を進めることとした。それに伴って研究代表者の施設の倫

理委員会で研究計画について承認を得た。また個別的な課題として、消化器領域の透視

下手技（内視鏡的逆行性胆道膵管造影、ERCP）における医師、看護師の水晶体の等価線

量を含めた詳細な被ばく線量調査を実施した。 

 

次の通りに研究代表者、研究分担者で課題を分担して進めた。なお、この総括研究報告

には各分担研究の内容を抄録しているが、詳細は各分担研究報告書をご参照願いたい。 

１．医療分野の放射線業務における被ばくの線量調査の手法に関する研究（細野研究代

表者） 

２．放射線業務における被ばく調査の対象医療施設設定に関する研究（三上研究分担者） 

３．医療機関における放射線業務従事者に対する放射線管理に関する調査研究（渡邉研

究分担者） 

４．内視鏡的逆行性胆管膵管造影検査における医療従事者の水晶体被ばくに関する研究

（竹中研究分担者） 

５．医療分野の放射線業務における被ばくの実態調査のための研究倫理デザインの作成

（古場研究分担者） 

 

また次の研究協力者に専門家として多大な協力をいただいた。 

神田 玲子 量子科学技術研究開発機構 量子医学・医療部門 放射線医学総合研究

 所 放射線防護情報統合センター センター長 

赤羽 恵一 量子科学技術研究開発機構 量子医学・医療部門 放射線医学総 

 合研究所  人材育成センター 研究総括 

鳥巣 健二 労働者健康安全機構 横浜労災病院 放射線部 部長 

山本 和幸 東海大学医学部付属病院 診療技術部 放射線技術科 診療放射

 線技師 

坂本 肇  順天堂大学 保健医療学部 診療放射線学科 先任准教授 

山田 崇裕 近畿大学原子力研究所 准教授 

坂口 健太 近畿大学病院 中央放射線部 主任 

栃尾 美和 近畿大学病院 看護部 主任 
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加藤 昌弘 産業技術総合研究所  分析計測標準研究部門 主任研究員 

黒澤 忠弘 産業技術総合研究所  分析計測標準研究部門 研究グループ長 

 

各分担研究の目的は次の通りである。 

Ａ−１．医療分野の放射線業務における被ばくの線量調査の手法に関する研究（細野研

究代表者） 

 医療分野の放射線業務における被ばくの線量調査の手法を確立し、予備的な調査を実

施すること。 

 

Ａ−２．放射線業務における被ばく調査の対象医療施設設定に関する研究（三上研究分

担者） 

 被ばく調査として広く全国の医療施設の協力を得られる研究計画を企画・立案するこ

と。 

 

Ａ−３．医療機関における放射線業務従事者に対する放射線管理に関する調査研究（渡

邉研究分担者） 

 従事者登録・管理、被ばく線量測定、研修、被ばく低減策など医療機関における放射

線業務の管理状況を明らかにすること。 

 

Ａ−４．内視鏡的逆行性胆管膵管造影検査における医療従事者の水晶体被ばくに関する

研究（竹中研究分担者） 

 内視鏡的逆行性胆管膵管造影検査における医療従事者の水晶体被ばくを明らかにす

ること。 

 

Ａ−５．医療分野の放射線業務における被ばくの実態調査のための研究倫理デザインの

作成（古場研究分担者） 

 被ばくの実態調査のための研究倫理デザインの作成および研究倫理審査のための研

究計画立案、及び予備的な調査の集計・解析を行うこと。 

 

 

Ｂ．研究方法 

 

 本研究においては、国内の医療施設を対象事業場として、主として X 線透視下手技、

小線源治療、核医学における放射線業務従事者の実効線量、水晶体の等価線量、皮膚の

等価線量等の被ばく線量を調査し、さらに防護方法、測定方法を含む作業管理、作業環

境管理、労働衛生教育等の医療施設としての管理状況のアンケートを実施して、そのデ
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ータを基に、科学的根拠に基づく実行可能な被ばく低減方策を提案するとともに、管理

のあり方について提案する。とりわけ、放射線業務従事者の眼の水晶体の等価線量限度

の見直しについては、国際放射線防護委員会（ICRP）の勧告、国際原子力機関（IAEA）

の国際基本安全基準（BSS）等の国際動向を受けて、国内では平成 30年（2018 年）３月

の放射線審議会の意見具申で、眼の水晶体の等価線量限度を５年間の平均で 20mSv/年

かついずれの１年においても 50mSv を超えないことが適当であるとされた。またその

後の厚生労働省の眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会で電離放射線障

害防止規則の改正が検討され、令和 2年（2020 年）4月には法令改正の公布が見込まれ

ている。そこで本研究においては従来からの手法による実効線量、水晶体の等価線量、

皮膚の等価線量等の評価に加え、課題のひとつとして、3mm 線量当量の測定に対応した

水晶体用線量計を用いて X 線透視下手技での放射線業務従事者の水晶体等価線量を測

定して、3mm 線量当量を用いた実測についても検討する。 

 放射線業務従事者の線量の調査にあたっては、設置地域や属性に偏りなく事業場が参

加し、さまざまの放射線診療に携わる放射線業務従事者がカバーされることが重要であ

るし、調査手法の標準化も不可欠である。そこで放射線医療関連の学協会が加盟する医

療被ばく研究情報ネットワーク（J-RIME）と連携して本研究を遂行することとした。こ

のための研究組織として、J-RIME 代表を務める細野が研究代表者を担当し、研究実績

のある研究分担者の三上、渡邉、竹中、古場とともに研究組織を形作り、医療施設や放

射線医療従事者・研究者の協力を得て課題に取り組んだ。細野研究代表者は 2016-2018

年度の厚労科学研究費補助金研究（地域医療基盤開発推進研究事業）で医療における放

射線業務従事者の水晶体等価線量を含めた線量評価の手法を検討した。三上研究分担者

は医療の放射線防護において国内で有数の実績を持つ医療施設の副院長を務めており、

今回の調査研究において対象施設のリクルートに多大な貢献をした。また被ばく線量に

ついて統計調査を実施するのでその分野の専門家である赤羽恵一が研究協力者として

研究組織に関わった。このように本研究を進めるにあたっての研究環境を充分に整えて、

2019 年度に研究を実施したものである。 

 2019 年度には、医療施設と協力して調査方法を企画し、放射線業務従事者の実効線

量、水晶体の等価線量、皮膚の等価線量等の被ばく線量のデータを収集し、また、防護

方法、測定方法を含む作業管理、作業環境管理、労働衛生教育等の医療施設としての管

理状況のアンケートを実施した。また、医療における放射線の利用は多様であり、X線

透視下の手技において従事者の被ばく線量が比較的に大きいが、そのような手技自体も

多様であり、このような中で防護策や測定・評価法を一律に定めることは困難であるこ

とが予想されるものの、さまざまな手技における被ばく線量を明らかにすることによっ

て適切な防護策を立てることは可能であると考えられた。そこで、2019 年度には消化

器領域の透視下手技（内視鏡的逆行性胆道膵管造影、ERCP）における医師、看護師の 3mm

線量当量の測定に対応した水晶体用線量計を用いての水晶体の等価線量を含めた詳細
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な被ばく線量調査も実施した。 

 

各分担研究の研究方法は次の通りである。 

Ｂ−１．医療分野の放射線業務における被ばくの線量調査の手法に関する研究（細野研

究代表者） 

 放射線業務従事者の線量調査の手法の企画・立案を行った。全国の医療施設の放射線

業務従事者を対象とし、労働安全衛生法電離則に基づいて測定・記録されている実効線

量および皮膚と眼の水晶体の等価線量を調査・集計し、介入を伴わない後方視的調査と

してデザインし、近畿大学医学部倫理委員会を受審した。 

 

Ｂ−２．放射線業務における被ばく調査の対象医療施設設定に関する研究（三上研究分

担者） 

 労働者健康安全機構に属する全国 31 の医療機関（労災病院、センター）の医師、看

護師、診療放射線技師等の放射線業務従事者を対象とし、労働安全衛生法電離則に基づ

いて測定・記録されている実効線量および皮膚と水晶体の等価線量を調査・集計する、

介入を伴わない観察研究として倫理的配慮を行って研究計画を立て、横浜労災病院倫理

委員会を受審した。 

 

Ｂ−３．医療機関における放射線業務従事者に対する放射線管理に関する調査研究（渡

邉研究分担者） 

 令和 2 年 1 月 15 日に全国の労災病院 31 施設をはじめとして、合計医療機関 49 施設

に放射線業務従事者の放射線管理に関する調査票を電子メールに添付して送信し､回答

ファイルを回答送信用電子メールアドレスに電子メールに添付送信する方式で回答を

得た｡調査期間は令和 2年 2月 1日から同年 3月 5日までである。 

 

Ｂ−４．内視鏡的逆行性胆管膵管造影検査における医療従事者の水晶体被ばくに関する

研究（竹中研究分担者） 

 当院で実施している ERCP 検査において医療従事者の水晶体ひばく線量を測定した。

X 線透視装置はオーバーチューブ型の CUREVISTA（日立）を使用し（ERCP 透視条件：

86kV,1.2mA,12.5frame/sec、ERCP 撮影条件：80kV,200mA,50msec）、X線管球に散乱線防

護カーテン（株式会社マエダ社製 0.125mmPb）を装着して、術者・助手・看護師・麻酔

担当医の 4名で検査を行なっている。被ばく防護メガネ(TORAY 社製 0.07mmPb)の左右内

外の 4か所に水晶体被ばく線量専用線量計（DOSIRIS(3mm 線量当量測定、千代田テクノ

ル社)）を装着して ERCP を行い、各立ち位置別の水晶体被ばく線量測定を行った。 

 

Ｂ−５．医療分野の放射線業務における被ばくの実態調査のための研究倫理デザインの
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作成（古場研究分担者） 

 主課題「医療分野の放射線業務における被ばくの実態と被ばく低減に関する調査」を

遂行するにあたり研究倫理デザインの作成し、研究倫理審査のための研究計画を作成す

る上、以下の項目について検討を行った。スタディデザイン、エンドポイント、研究対

象の選択基準、インフォームド・コンセント、目標数と実施期間、収集項目、研究デー

タの収集方法、研究データの解析方法、中止基準、被験者の個人情報等の保護に関する

措置、研究データの管理の方法、資料等の保存。また、この手法により収集したデータ

のうち今年度中に提出された 1施設の線量データについて解析を行った。 

 

 

Ｃ．研究結果 

 

 2019 年度は、医療における放射線業務従事者の被ばくを実効線量と皮膚・眼の水晶

体の等価線量に重点を置いた調査、また医療施設の従事者被ばくの管理状況の調査につ

いて立案・企画をした。放射線業務従事者の被ばくを実効線量と皮膚・眼の水晶体の等

価線量について調査するが、これは法令に基づいて医療施設において実測されているデ

ータを収集するものである。個人に紐付いたデータを扱う調査であるので近畿大学医学

部倫理委員会を受審して 2019 年 11 月 14 日に承認を得た。倫理委員会承認の要点とし

ては、1) 全国の医療施設において、法令に基づいて実測されている放射線業務従事者

の実効線量と皮膚・眼の水晶体の等価線量の算定値を収集・解析すること、2) 対象者

の線量収集に際して同意の取得はオプトアウトに基づいて実施する、3) 予め一定の対

象施設数、対象者数を設定することはせず、協力を応諾する医療施設・放射線業務従事

者を随時登録する、である。さらに、このような調査方法の立案に加えて、パイロット

スタディとして放射線業務従事者の線量調査を実施した。対象者の実効線量と皮膚・眼

の水晶体の等価線量を集計するためのエクセルシートを設計し動作を確認した。対象と

なる医療施設からのエクセルシートを含めたデータの回収にはファイルにパスワード

を設定して機密を保持した。回収したエクセルシートの集計を実施し、今年度中に提出

された 1施設の線量データ 122 人分について解析を行い、集計動作が機能することを確

かめた。  

 医療施設における放射線業務従事者の管理状況・被ばく低減方策のアンケートについ

ては、放射線業務従事者の管理状況・被ばく低減方策の実態を明らかにするため、労災

病院のネットワーク、J-RIME 等のネットワークを通じて、医療施設における職業被ば

くの管理状況、被ばく低減方策（防護板の使用、防護装具・防護眼鏡の着用等）の情報

を収集した。方法は医療施設を対象としたアンケートであり、渡邉研究分担者が中心に

なってアンケート項目を立案して回答入力のエクセルファイルとして取りまとめた。ま

た、実際に全国の労災病院についてアンケートを依頼し回答を受けた。これによってエ
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クセルファイルを用いたアンケート解析が機能することを確認することができるとと

もに、医療施設における管理状況を明らかにすることができた。 

 さらに、放射線手技は多様であり、それぞれに応じた放射線業務従事者の被ばく線量

の評価も重要である。そこで既に述べたような現行法令に基づいて管理されている射線

業務従事者の被ばく線量の算定値のみならず、多様な放射線手技における放射線業務従

事者の被ばく線量を詳細な測定器を用いて評価することも重要である。そこで ERCP 等

の消化器内視鏡領域の手技を対象として、必要な倫理審査を受審したうえで、放射線業

務従事者の水晶体等価線量を含めた被ばく線量を測定した。竹中研究分担者が担当し、

様々な位置に複数の医師を配置して実施されることを考慮して、第一術者・第二術者・

麻酔担当者・看護師等を対象に水晶体等価線量について防護眼鏡の柄の部分に専用の水

晶体等価線量計である DOSIRIS®を左右内外の計 4 か所に装着させて測定しデータを収

集し、結果を速報として日本消化器病学会誌に公表した。 

 

 

各分担研究の研究結果は次の通りである。 

Ｃ−１．医療分野の放射線業務における被ばくの線量調査の手法に関する研究（細野研

究代表者） 

 研究について倫理委員会を受審し承認を得たが、承認の要点としては、1) 全国の医

療施設において、法令に基づいて実測されている放射線業務従事者の実効線量と皮膚・

眼の水晶体の等価線量の算定値を収集・解析すること、2) 対象者の線量収集に際して

同意の取得はオプトアウトに基づいて実施する、3) 予め一定の対象施設数、対象者数

を設定することはせず、協力を応諾する医療施設・放射線業務従事者を随時登録する、

である。さらに、このような調査方法の立案に加えて、パイロットスタディとして放射

線業務従事者の線量調査を実施することができた。 

 

Ｃ−２．放射線業務における被ばく調査の対象医療施設設定に関する研究（三上研究分

担者） 

 全国の労災病院・センターにおいて、放射線業務従事者の被ばく線量のデータ収集に

向けた枠組みを構築することができた。 これは2020-2021 年度に被ばく線量の報告値

を収集するために協力を得られる医療施設を設定したことを示す。これに沿って全国の

労災病院・センターにおいて調査研究を実施できる手続きを進めた。 

 

Ｃ−３．医療機関における放射線業務従事者に対する放射線管理に関する調査研究（渡

邉研究分担者） 

 調査票を送信した医療機関は49、回答医療機関は31、医療機関としての回答率は63％

であった。職業被ばく管理について、放射線業務従事者の毎月の被ばく線量をチェック
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しているかの設問で「はい」が 31施設（100％）であった。比較的被ばく線量が高い従

事者に対して被ばく低減を図る措置を講じているかの設問では、「はい」が 26 施設

（84％）、「いいえ」が 5施設（16％）であった。この設問で「はい」と回答した施設に

複数回答可で被ばく低減措置を尋ねた結果、「本人に文書で注意喚起」が 5施設（19％）、

「本人に口頭で注意喚起」が 2施設（7.7％）（81％）、「所属長に文書で注意喚起」が 21

施設、「所属長に口頭で注意喚起」が 11施設で（52％）あった。職業被ばくの線量限度

を超える可能性のある従事者がいるかを尋ねた結果、具体的な人数を記入した回答（限

度を超える可能性のある従事者がいる、人数は 4～14 人）が 4 施設（13％）、「いない」

が 27 施設（87％）であった。職業被ばく限度を超えないための措置を講じているかを

尋ねた結果、「はい」が 26施設（84％）、「いいえ」が 5施設（16％）であった。この設

問で「はい」と回答した施設に複数回答可でその方策を尋ねた結果、「毎月の測定結果

の迅速確認」が 22施設（85％）、「注意喚起」が 19施設（73％）、「部署異動はしないが

被ばくが少ない業務に変更」が 3施設（12％）、「部署異動」が 1施設（4％）、「その他」

が 4施設（15％）であった。その他の 4施設の中で 3施設は教育（研修）の趣旨の回答

であった。 

 研修の実施率として、放射線診療や放射線診療の介助等を行う医師および看護師であ

る従事者がいる場合、該当者に対して、職業被ばくの放射線防護方法等に関する研修を

実施しているかを尋ねた結果、「該当なし」と無回答を除いた回答における平均実施率

は 60±5％で、最もが高かったのは「内視鏡担当看護師」で 68％（19/28）、最も低かっ

たのは「救命救急（科）医」で 53％（9/17）であった。医師の中で最も高かったのは「放

射線科（主に IVR）」で 67％（14/21）であった。また研修の受講率として、研修を「実

施している」と回答した医療機関に受講率を尋ねた結果、「分からない」と無回答を除

いた回答において 80％以上 100％を良好な受講率とすると、良好な受講率の平均回答率

とは 51±17％で、最も高かったのは「放射線科（IVR）」で 79％、最も低かったのは「整

形外科医」で 35％であった。受講率を高める方策として、研修を「実施している」と回

答した医療機関に従事者に対する研修の受講率を高める方策を尋ねた結果、「はい」が

15施設、「いいえ」が 15施設、無回答が 1施設であった。この設問で「はい」と回答し

た医療機関にその方策を複数回答可で尋ねた結果、「複数回開催」が 7施設、「e-Learning」

が 4施設、「資料講習」が 3施設、「伝達講習」が1施設、「その他」が 4施設であった。

「その他」の回答では録画講習が 2施設あった。 

 放射線測定器を着用していない従事者に対して放射線測定器の着用を促しているか

を尋ねた結果、「100%着用しているので該当事例なし」が 8 施設（26％）、「頻繁に促し

ている」 が 9施設（29％）、「時々促している」が 6施設（19％）、「まれに促している」

が 3施設（10％）、「促していな い」が 5施設（16％）であった。この設問で、「頻繁に

促している」と「時々促している」を回答した施設に促す方法を複 数回答可で尋ねた

結果、「研修」が 6 施設（40％）、「文書回覧（デジタル文書を含む）」が 1 施設（7％）、
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「院内会議」が 1施設（7％）、「放射線安全委員会等からの指導」が 2施設（13％）、「放

射線診療従事者 個々に指導」が 8施設（53％）、「技師長からの指導」が 3施設（20％）、

「部署担当技師からの指摘」が 7 施設（47％）あった。「院内掲示」と「上司や院長か

らの指導」の回答はなかった。また、「時々促している」、「まれに促している」および

「促していない」を回答した施設 に頻繁に促せない理由を複数回答可で尋ねた結果、

「医師には言いづらい」が6施設（43％）、「他部署の方には言いづらい」が8施設（57％）、

「上司には言いづらい」が 2 施設（14％）、「促す立場にない」 が 2 施設（14％）であ

った。「同僚には言いづらい」の回答は無かった。 

 作業環境について、Vascular-IVR を実施する X 線診療室には天井吊り型の防護板が

設置されているかを尋ねた結果、「すべて設置」が 19施設（61％）、「ほとんど設置」が

5施設（16％）、「一部設置」が 3施設（10％）、「設置していない」が 2施設（6％）、無

回答が 2施設（6％）であった。Vascular-IVR を行うすべての X線診療室には術者と IVR

行為の介助者が着用できるだけの防護眼鏡が配備されているかを尋ねた結果、「十分あ

る」が 9施設（29％）、「おおよそある」が 12 施設（39％）、「かなり足りない」が 6施

設（19％）、「まったくない」が 3施設（10％）、無回答が 1施設（3％）であっ た。X線

装置が設置された内視鏡室において防護眼鏡が配備されているかを尋ねた結果、「十 分

にある」が 6 施設（19％）、「十分ではないがある」が 15 施設（48％）、「一つもない」

が 4施設（13％）、無回答 が 6施設（19％）であった。 

 

Ｃ−４．内視鏡的逆行性胆管膵管造影検査における医療従事者の水晶体被ばくに関する 

研究（竹中研究分担者） 

 計測期間中の ERCP 件数は 126 例で、総透視時間は 2842.45 分であり、平均透視時間

(±S.D)は 14.88±10.79 分で、中央値は 12.02（1.08-58.67）分であった。総撮影枚数

は 2395 枚で、平均撮影枚数(±S.D)は 12.54±7.68 枚であり、中央値は 11枚であった。

各立ち位置別での部位別被ばく線量測定値(mSv)を得ることができ、最大線量測定値は

1か月間に術者左側外側の 1.5 mSv であった。 

 

Ｃ−５．医療分野の放射線業務における被ばくの実態調査のための研究倫理デザインの

作成（古場研究分担者） 

 研究分担者である横浜労災病院運動器センター副院長/センター長である三上氏の協

力の下、厚生労働省所管の労災病院をはじめその他本調査に応諾してくれる全国の医療

機関の放射線業務従事者を対象とし、労働安全衛生法電離則に基づいて測定・記録され

ている実効線量および皮膚と眼の水晶体の等価線量を調査・集計する、介入を伴わない

後方視的調査とした。  

 対象とした１施設の線量データの職種は医師・看護師・診療放射線技師の 3職種であ

り、薬剤師・医学物理士の 2職種はなく、職種による線量の把握は限定的である。１か
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月間の医師・診療放射線技師の平均実効線量はおよそ 0.1 mSv であり、似た分布の傾向

がみられる。看護師の平均実効線量は 0.03 mSvと医師・診療放射線技師と比べ低く、

最大実効線量も低かった。しかし、水晶体等価線量は医師の方がやや高く、平均約 0.3 

mSv であり、看護師・診療放射線技師は平均約 0.2 mSv であった。医師の職種細目では

「循環器内科」・「消化器内科」・「その他」が多く、「放射線科(IVR)」は 2 件、「放射線

科(核医学)」は 4件と少なく、職種細目ごとの傾向を見出すことは困難であった。医師

の「循環器内科」と「消化器科」を比較すると「循環器科」のほうが実効線量および水

晶体等価線量が高い傾向があった。看護師の職種細目は「内視鏡」と「その他」のみで

あり、「内視鏡」の実効線量は計測限界以下のデータのみであった。看護師の水晶体等

価線量の平均値は「内視鏡」より「その他」の方が若干高いが「その他」の詳細が不明

なため高い理由を推測することは難しい。 

 

 

Ｄ．考察 

  

 本研究では 2019 年度に、放射線業務従事者の線量データおよび放射線業務従事者の

属性や業務の内訳などのデータを収集、また医療施設の放射線業務従事者の管理状況の

アンケートを実施して、医療分野での職業被ばくの実態を分析し、被ばくの低減方策や

管理のあり方を明らかにするための手法を確立し、パイロットスタディを実施すること

により、データを収集することができた。これらの取組を基にして、2020 年度と 2021

年度には、全国の約 30 の労災病院をはじめとして協力を応諾する医療施設において、

放射線業務従事者の線量データおよび放射線業務従事者の属性や業務の内訳などのデ

ータを収集、及び医療施設の放射線業務従事者の管理状況のアンケートを実施する枠組

みが整った。さらに 2021 年度は 2020 年度と比較して経時的な線量変化、管理状況の推

移を明らかにする予定である。また今回の内視鏡的逆行性胆管膵管造影検査における医

療従事者の水晶体被ばくの検討で示されたように、さまざまな診療用放射線手技におい

て、放射線業務従事者の高い被ばくが生じている場合があり、詳細な線量評価と具体的

な防護策が必要である。 

 

各分担研究の考察は次の通りである。 

Ｄ−１．医療分野の放射線業務における被ばくの線量調査の手法に関する研究（細野研

究代表者） 

 本分担研究は、医療における放射線業務従事者の線量と施設における被ばく管理の状

況を明らかにし、それに基づいて被ばくの低減方策と管理のあり方を提案することを目

的として、まず放射線業務における被ばくの線量調査の手法を確立し、倫理委員会の承

認を得たうえで、それに基づいてパイロットスタディを実施したものである。2019 年
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度に実施した放射線業務従事者の線量の調査および施設における被ばく管理の状況に

ついては、それぞれ、古場研究分担者、渡邉研究分担者が分担研究報告書の中で詳細な

報告をしている。これらを実施するにあたり、横浜労災病院の副院長を務める三上研究

分担者の尽力により全国の労災病院・センターの協力を得ることができた。 

 

Ｄ−２．放射線業務における被ばく調査の対象医療施設設定に関する研究（三上研究分

担者） 

 地域特性、病院規模の異なる病院群から、多職種の放射線被ばく線量の報告値を収集

することは、本研究の推進に有益と考えられる。なお、「医療分野の放射線業務におけ

る被ばくの実態と被ばく低減に関する調査研究」の全体の中で、労災病院・センター以

外の医療施設で被ばく線量のデータを開始することができており、調査研究の成果が上

がりつつあるが、2020 年度-2021 年度に全国の労災病院・センターの協力を仰ぐことが

できるのは意義が大きいと考えられる。 

 

Ｄ−３．医療機関における放射線業務従事者に対する放射線管理に関する調査研究（渡

邉研究分担者） 

 医療施設における放射線管理に関わる問題をさらに詳細に調査、確認したうえで従事

者登録・管理、放射線測定器の配布・着用、線量のチェックと線量に基づく措置、放射

線防護方法等に関する効果的かつ合理的な研修、放射線診療の内容・件数および従事者

の被ばく線量（特に水晶体の等価線量）に応じた防護機材の配備ならびに X線装置の管

理や線量把握に関する指針を示すことが必要であると考えられる。 

 

Ｄ−４．内視鏡的逆行性胆管膵管造影検査における医療従事者の水晶体被ばくに関する

研究（竹中研究分担者） 

 防護メガネ外側の値は、防護メガネを着用しない場合の水晶体被ばく線量値に近似す

ると考えられ、今回の結果から推定される術者の左眼水晶体の年間被ばく線量は、同じ

術者がすべての件数を担当するならば単純計算で、16.8mSv（1.4mSv×12 ヶ月）となり、

散乱線の防護対策を行なっているにも関わらず、ICRP の勧告する 20mSv/年に近い結果

であった。散乱線防護カーテンの外側と内側の線量測定比較をした報告では、外側で

340.9𝜇Sv、内側で 42.6𝜇Sv と、防護カーテンがない状況では被ばく線量はおおよそ 8倍

にまで増加するという文献があり、本分担研究で、仮に散乱線防護カーテンがなければ、

術者の水晶体被ばく線量は今回の測定値の約 8 倍となり、おおよそ 2 ヶ月で上述の 20 

mSv/年をはるかに超える放射線被ばくを受けることが予想される。また、消化器内科医

は ERCP 以外にも、イレウス管留置など多くの透視下検査に従事することを考慮すると、

各施設においては、自施設の被ばく防護対策の確認、改善対応を行い、ERCP も含めた放

射線透視処置全般に関与する医療従事者は、自身の被ばく防護対策、特に装着されない
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ことが多い被ばく防護メガネの必要性を再確認して着用を徹底することが推奨される。 

 

Ｄ−５．医療分野の放射線業務における被ばくの実態調査のための研究倫理デザインの

作成（古場研究分担者） 

 主課題「医療分野の放射線業務における被ばくの実態と被ばく低減に関する調査」の

研究実施のための研究倫理デザインの作成および、研究倫理審査のための研究計画立案

を行った。また、上記の研究計画に基づき調査・集計された 1施設のみのデータを解析

し、研究計画立案が妥当であることを確認することができた。職種・職種細目および X

線透視下手技の手技回数等と実効線量・水晶体等価線量に有意な傾向を見出すことは困

難であったが、次年度以降、多くの施設のデータを統合して解析することにより有意な

傾向を得ることができると期待する。また、合わせて実施している「放射線業務従事者

の放射線管理に関する調査」の結果と施設ごとの線量値の統計量を統合して解析するこ

とにより、施設ごとの放射線管理の意識や取り組みと医療分野の放射線業務従事者の被

ばく線量の傾向を見出しだすことを目指す。 

 

 

Ｅ．結論 

 

 2019 年度は本研究を計画に従って進め、医療施設における放射線業務従事者の被ばく線

量の算定値による集計手法の整理し、被ばく線量の調査の準備を行い、倫理委員会の承認を

経て、被ばく線量の調査のパイロットスタディとしての実施、医療施設における放射線業務

従事者の管理状況・被ばく低減方策のアンケートによる実態の調査、多様な放射線手技にお

ける放射線業務従事者の被ばく線量の評価として X 線透視下の消化器内視鏡手技の検討に

取り組んだ。課題に分担して取り組み有機的に連携することによって確実に研究を遂行す

ることができた。本研究の中で、医療施設において放射線業務従事者の放射線防護を向上さ

せるための管理や研修などの改善点が把握できた。本研究を 2020 年度-2021 年度に継続し

て実施することにより、放射線業務従事者の放射線防護を進めるにあたって資料を作成し

提案を示すことができると考えられる。 

 

 

Ｆ．健康危険情報 

 

健康危険情報に関する特記事項はありません。 

 

 

Ｇ．研究発表 
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研究要旨 

 

 【研究目的】本分担研究は、医療分野の放射線業務従事者の線量調査の手法の企画・

立案を主たる目的として実施した。【研究方法】労働安全衛生法電離則に基づいて測定・

記録されている実効線量および皮膚と眼の水晶体の等価線量のデータの記録のなされ

方を検証し、これらの線量データを全国の医療施設の放射線業務従事者を対象として、

研究倫理を遵守して調査・集計する手法を検討した。【研究結果・考察】検討し立案し
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た手法に基づいて研究計画を作成し倫理委員会を受審して承認を得た。医療施設の協力

を得てパイロットスタディとして線量データを集計し手法が機能することを確認した。

【結論】全国の医療施設の放射線業務従事者の線量調査を実施するための手法を確立し

た。 

 

 

Ａ．研究目的 

 

 本分担研究は令和元年度労災疾病臨床研究事業費補助金研究「医療分野の放射線業務

における被ばくの実態と被ばく低減に関する調査研究」の一部である。この「医療分野

の放射線業務における被ばくの実態と被ばく低減に関する調査研究」においては、医療

における放射線業務従事者の被ばくを実効線量と眼の水晶体の等価線量等に重点を置

いて調査し、また医療施設の従事者被ばくの管理状況を調査して、被ばくの低減方策と

管理のあり方を提案することを目的とする。医療において放射線が用いられて患者の診

断・治療に大きな寄与をしているが、同時に医療は職業被ばくの大きい分野のひとつで

あり、医師、看護師、診療放射線技師等の放射線業務従事者の線量低減等の放射線防護

は取り組むべき重要な課題である。従来からこの課題に医療施設、学協会、行政が取り

組んでいたが、最近、職業被ばくに関する眼の水晶体の等価線量限度について国際的に

見直しが進んでおり、これに伴って放射線業務従事者の被ばく低減全般について関心が

高まっている。眼の水晶体の等価線量限度の見直しについては、国際放射線防護委員会

（ICRP）は 2011 年 4 月に「組織反応に関する声明」において、計画被ばく状況におけ

る職業被ばくに関する水晶体の等価線量限度について、定められた 5 年間の平均で 20 

mSv/年、かついずれの 1年においても 50 mSv を超えないことを勧告し、国際原子力機

関（IAEA）の国際基本安全基準（BSS）にこの勧告の内容が取り入れられた。これを受

けて、欧州の Council Directive 2013/59/EURATOM は、2018 年 2月までに加盟各国の

国内法に新たな水晶体の等価線量限度を取り入れるよう求めた。このような国際動向を

背景に、国内では平成 30年（2018 年）３月の放射線審議会の意見具申で、眼の水晶体

の等価線量限度を５年間の平均で 20mSv/年かついずれの１年においても 50mSv を超え

ないことが適当であるとされた。またその後の厚生労働省の眼の水晶体の被ばく限度の

見直し等に関する検討会で電離放射線障害防止規則の改正が検討され、令和 2年（2020

年）4月には法令改正の公布が見込まれている。このような流れの中で、医療における

放射線業務従事者の放射線防護を進めるため、国内の医療施設において被ばく線量（実

効線量と眼の水晶体等の等価線量）と被ばく低減の取り組みを調査することが喫緊の課

題と考えられる。医療における放射線の利用は診断・治療の多岐に渡って多様であり、

中では X 線透視下の手技において従事者の被ばく線量が大きいことがわかっているが、

X線透視下の手技自体も循環器領域、消化器領域、脳神経領域、放射線科領域、整形外
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科領域などにおいて多様であり、このような中でそれぞれの手技に対応した防護策や測

定・評価法を検討していくことが重要であると考えられる。さまざまな X線透視下手技

における業務従事者被ばくの実態を把握・整理して、適切な防護策を立てることは可能

と考えられ、そのような実態を調査することの意義は大きい。また小線源治療や核医学

においても放射線業務従事者の被ばくがあり、それについても含めた調査が必要である。

本研究代表者は医療被ばく研究情報ネットワーク（J-RIME）の代表を 2017 年 4 月から

務めており、患者、放射線業務従事者、公衆を含めて医療における放射線防護の研究に

ついて実績を持つ。本研究全体としては、その実績を生かして医療における放射線防護

の専門家と連携して検討を進める。2019 年度においては、予備的な検討として、全国の

対象とする医療機関と協力して調査方法を企画し準備を行ったうえ、放射線業務従事者

の基礎的な線量調査、医療施設の管理状況のアンケートを実施している。その過程にお

いて、研究として有用なデータ解析を行うには、放射線業務従事者の線量だけを扱うの

でなく、それに紐付いた放射線業務従事者の属性や業務の内訳などのデータが必要であ

り、そのようなデータを取り扱うには個人情報の保護、研究倫理などの重要な課題を解

決すべきであることが明らかになった。そこで当初想定していた医療施設数を絞り込み、

必要な手続きを踏んだうえで、線量データと放射線業務従事者の属性や業務の内訳など

のデータを収集して解析を進めることとした。それに伴って研究代表者の施設の倫理委

員会で研究計画について承認を得た。また個別的な課題として、消化器領域の透視下手

技（内視鏡的逆行性胆道膵管造影、ERCP）における医師、看護師の水晶体の等価線量を

含めた詳細な被ばく線量調査を実施した。 

 そのような「医療分野の放射線業務における被ばくの実態と被ばく低減に関する調査

研究」の全体の中において、本分担研究は、2019年度に放射線業務従事者の線量調査の

手法の企画・立案を主たる目的として実施された。またそれに基づいてパイロットスタ

ディとして実際に医療施設を対象として放射線業務従事者の線量調査を実施した。 

 

 

Ｂ．研究方法 

 

 令和元年度労災疾病臨床研究事業費補助金「医療分野の放射線業務における被ばくの

実態と被ばく低減に関する調査研究」の全体においては、国内の医療施設を対象事業場

として、主として X線透視下手技、小線源治療、核医学における放射線業務従事者の実

効線量、水晶体の等価線量、皮膚の等価線量等の被ばく線量を調査し、さらに防護方法、

測定方法を含む作業管理、作業環境管理、労働衛生教育等の医療施設としての管理状況

のアンケートを実施して、そのデータを基に、科学的根拠に基づく実行可能な被ばく低

減方策を提案するとともに、管理のあり方について提案する。とりわけ、放射線業務従

事者の眼の水晶体の等価線量限度の見直しについては、国際放射線防護委員会（ICRP）
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の勧告、国際原子力機関（IAEA）の国際基本安全基準（BSS）等の国際動向を受けて、

国内では平成 30年（2018 年）３月の放射線審議会の意見具申で、眼の水晶体の等価線

量限度を５年間の平均で 20mSv/年かついずれの１年においても 50mSv を超えないこと

が適当であるとされた。またその後の厚生労働省の眼の水晶体の被ばく限度の見直し等

に関する検討会で電離放射線障害防止規則の改正が検討され、令和 2年（2020 年）4月

には法令改正の公布が見込まれている。そこで本研究においては従来からの手法による

実効線量、水晶体の等価線量、皮膚の等価線量等の評価に加え、課題のひとつとして、

3mm線量当量の測定に対応した水晶体用線量計を用いてX線透視下手技での放射線業務

従事者の水晶体等価線量を測定して、3mm 線量当量導入の意義について検討する。 

 放射線業務従事者の線量の調査にあたっては、設置地域や属性に偏りなく事業場が参

加し、さまざまの放射線診療に携わる放射線業務従事者がカバーされることが重要であ

るし、調査手法の標準化も不可欠である。そこで放射線医療関連の学協会が加盟する医

療被ばく研究情報ネットワーク（J-RIME）と連携して本研究を遂行することとした。こ

のための研究組織として、J-RIME 代表を務める細野が研究代表者を担当し、研究実績

のある研究分担者の三上、渡邉、竹中、古場とともに研究組織を形作り、医療施設や放

射線医療従事者・研究者の協力を得て課題に取り組んだ。細野研究代表者は 2016-2018

年度の厚労科学研究費補助金研究（地域医療基盤開発推進研究事業）で医療における放

射線業務従事者の水晶体等価線量を含めた線量評価の手法を検討し、三上研究分担者は

医療の放射線防護において国内で有数の実績を持つ医療施設の副院長を務めている。ま

た被ばく線量について統計調査を実施するのでその分野の専門家である赤羽恵一が研

究協力者として研究組織に関わった。このように本研究を進めるにあたっての研究環境

を充分に整えて、2019 年度に研究を実施したものである。 

 2019 年度には、医療施設と協力して調査方法を企画し、放射線業務従事者の実効線

量、水晶体の等価線量、皮膚の等価線量等の被ばく線量のデータを収集し、また、防護

方法、測定方法を含む作業管理、作業環境管理、労働衛生教育等の医療施設としての管

理状況のアンケートを実施した。また、医療における放射線の利用は多様であり、X線

透視下の手技において従事者の被ばく線量が比較的に大きいが、そのような手技自体も

多様であり、このような中で防護策や測定・評価法を一律に定めることは困難であるこ

とが予想されるものの、さまざまな手技における被ばく線量を明らかにすることによっ

て適切な防護策を立てることは可能であると考えられた。そこで、2019 年度には消化

器領域の透視下手技（内視鏡的逆行性胆道膵管造影、ERCP）における医師、看護師の 3mm

線量当量の測定に対応した水晶体用線量計を用いての水晶体の等価線量を含めた詳細

な被ばく線量調査も実施した。 

 そのような中で、本分担研究「医療分野の放射線業務における被ばくの実態と被ばく

低減に関する調査研究」においては、2019 年度には放射線業務従事者の線量調査の手

法の企画・立案を主たる目的のひとつとして研究を進めたのでこれについて以下に記述
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する。なお、協力を応諾してくださる医療施設のリクルートをする過程で、まず全国の

労災病院に協力を依頼することとし、横浜労災病院の副院長を務める三上研究分担者の

貢献が極めて大きかった。 

 

デザイン： 

全国の医療施設の放射線業務従事者を対象とし、労働安全衛生法電離則に基づいて測

定・記録されている実効線量および皮膚と眼の水晶体の等価線量を調査・集計する、介

入を伴わない後方視的調査である。 

 

調査対象施設： 

全国の労災病院をはじめ協力を応諾してくださる医療施設 

 

研究実施期間： 

近畿大学医学部倫理委員会承認日（2019 年 11 月 14 日）から 2022 年 3 月 31 日まで、

対象とする施設の 1年ごとに 1～3ヶ月の調査項目のデータを後方視的に収集する。 

 

調査対象とする期間： 

2022 年 3月 31 日までに測定・記録されている線量、以前に測定・記録されている線量

も含む。今回、調査対象とする期間は以下の通り。 

2019 年 7-9 月、2020 年 7-9 月、2021 年 7-9 月 

 

調査項目： 

検査内容 

① 職種（医師、診療放射線技師、看護師、医学物理士、その他の放射線診療に従事す

る者） 

② 診療科 

③ 記録する算定値（1ヶ月あたりの数値） 

 個人被ばく線量計の報告値（実効線量、水晶体・皮膚・女子腹部線量などの等価線量） 

不均等被ばくの可能性があり、頭頸部用、リングバッジ等の不均等被ばくのための線量

計を用いている場合はそれらの値も対象とする。 

④ 放射線診療業務別の項目 

 ④－１）X線透視下手技 

  ・手技回数 

  可能であれば 

  ・手技合計時間 

  ・透視合計時間 
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  ・撮影合計時間 

  ・撮影合計枚数 

 ④－２）小線源治療 

  ・回数 

 ④－３）核医学 

  ・放射性医薬品投与回数 

 

対象者の同意の方法： 

近畿大学医学部倫理委員会承認によりオプトアウトを可とするが、各施設の所定の手続

きによる。 

 

 

Ｃ．研究結果 

 

 今回、研究代表者、研究分担者、研究協力者で取り組んだ令和元年度労災疾病臨床研

究事業費補助金「医療分野の放射線業務における被ばくの実態と被ばく低減に関する調

査研究」の全体において 2019 年度には、医療における放射線業務従事者の被ばくを実

効線量と皮膚・眼の水晶体の等価線量に重点を置いた調査、また医療施設の従事者被ば

くの管理状況の調査について企画・立案を中心とした。本分担研究においては、前者の

医療における放射線業務従事者の被ばくを実効線量と皮膚・眼の水晶体の等価線量に重

点を置き、とりわけその調査手法の立案・企画を主とした。実際に行ったパイロットス

タディにおける線量データについては、古場研究分担者の分担研究報告を参照されたい。

また、後者の療施設の従事者被ばくの管理状況の調査については渡邉研究分担者が中心

となって取り組んだので渡邉研究分担者の分担研究報告を参照されたい。 

 さて、本分担研究の放射線業務従事者の被ばくを実効線量と皮膚・眼の水晶体の等価

線量について調査するという主旨は、法令に基づいて医療施設において実測されている

データを収集するというものである。個人に紐付いたデータを扱う調査であるので近畿

大学医学部倫理委員会を受審して 2019 年 11 月 14 日に承認を得た。倫理委員会承認の

要点としては、1) 全国の医療施設において、法令に基づいて実測されている放射線業

務従事者の実効線量と皮膚・眼の水晶体の等価線量の算定値を収集・解析すること、2) 

対象者の線量収集に際して同意の取得はオプトアウトに基づいて実施する、3) 予め一

定の対象施設数、対象者数を設定することはせず、協力を応諾する医療施設・放射線業

務従事者を随時登録する、である。さらに、このような調査方法の立案に加えて、パイ

ロットスタディとして放射線業務従事者の線量調査を実施した。対象者の実効線量と皮

膚・眼の水晶体の等価線量を集計するためのエクセルシートを設計し動作を確認した。

対象となる医療施設からのエクセルシートを含めたデータの回収にはファイルにパス
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ワードを設定して機密を保持した。回収したエクセルシートの集計を実施し、今年度中

に提出された 1施設の線量データ 122 人分について解析を行い、集計動作が機能するこ

とを確かめた。 

 

 

Ｄ．考察 

 

 本分担研究は、医療における放射線業務従事者の線量と施設における被ばく管理の状

況を明らかにし、それに基づいて被ばくの低減方策と管理のあり方を提案することを目

的として、まず放射線業務における被ばくの線量調査の手法を確立し、倫理委員会の承

認を得たうえで、それに基づいてパイロットスタディを実施したものである。 

 2019 年度に実施した放射線業務従事者の線量の調査および施設における被ばく管理

の状況については、それぞれ、古場研究分担者、渡邉研究分担者が分担研究報告書の中

で詳細な報告をしている。 

 2019 年度の結果に基づいて、2020 年度と 2021 年度には、全国の約 30 の医療施設に

おいて、放射線業務従事者の線量データおよび放射線業務従事者の属性や業務の内訳な

どのデータを収集、また医療施設の放射線業務従事者の管理状況のアンケートを実施し

て、医療分野での職業被ばくの実態を分析し、被ばくの低減方策や管理のあり方を提案

する。また 2021 年度は 2020 年度と比較して経時的な線量変化、管理状況の推移を明ら

かにする予定である。 

 

 

Ｅ．結論  

 

 本分担研究は、医療分野における放射線業務における被ばくの線量調査の手法を企

画・立案して倫理委員会承認を得たうえ、パイロットスタディを通じて線量調査を実施

し、確実に線量調査を行えることを検証した。今回確立した手法を用いて、今後、全国

の医療施設を対象として、放射線業務従事者の線量調査を実施して、被ばくの低減方策

や管理のあり方の提言に繋げていく。 

 

 

Ｆ．健康危険情報 

 

 総括研究報告書にまとめて記入。 
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眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会 報告書 

 

Ⅰ はじめに 

 

  電離放射線障害防止規則（昭和 47 年労働省令第 41 号。以下「電離則」という。）

は、放射線にさらされるおそれのある業務に従事する労働者の放射線障害を防止する

ことを目的として、労働基準法に基づく規則として 1959（昭和 34）年に制定され、

その後、1972（昭和 47）年の労働安全衛生法の制定に伴い、他の労働衛生関連諸規則

と同様に、同法に基づく新たな規則として改めて制定された。我が国は、電離則を含

む放射線障害防止関係法令については、従来から放射線防護に関する国際的な団体で

ある国際放射線防護委員会（ICRP）の勧告を尊重してきており、これらの法令は、同

勧告及びこれを受けて国内の関係法令への取入れに関する具体的指針について取り

まとめた放射線審議会の意見具申を踏まえたものとなっている。電離則についても、

放射線審議会の意見具申、放射線障害に関する医学的知見の集積等を踏まえ、逐次所

要の改正が行われてきたが、現行の電離則は基本的には ICRP1990 年勧告を踏まえた

ものとなっている。 

ICRP は 2011（平成 23）年４月に「組織反応に関する声明」（以下「ソウル声明」と

いう。）において、計画被ばく状況における職業被ばくに関する眼の水晶体の等価線

量限度について、「定められた５年間の平均で 20mSv/年、かついずれの１年において

も 50mSv を超えない」ことを勧告した。 

  これを受けて、放射線審議会は、2017（平成 29）年７月 21 日の第 135 回放射線審

議会総会において、眼の水晶体の放射線防護検討部会（以下「水晶体部会」という。）

を設置し、同部会は計７回の検討を経て、2018（平成 30）年２月にそれまでの検討結

果を最終的な報告書として「眼の水晶体に係る放射線防護の在り方について」（以下

「最終報告書」という。）を取りまとめた。同年３月２日の第 140 回放射線審議会総

会において、最終報告書は採択され、同日付けをもって関係行政機関の長に対し意見

具申された。 

厚生労働省では、2018（平成 30）年 12月より、電離則における水晶体の被ばく

限度の見直し等に伴う所要の改正に資することを目的として、「眼の水晶体の被ば

く限度の見直し等に関する検討会」を開催し、放射線審議会の意見具申を電離則等

関係法令へ取り入れるに当たっての労働衛生管理上の留意事項、問題点等につい

て、科学的調査の結果等を踏まえた検討を行った上で、電離則等関係法令の見直し

の方向について取りまとめた。 
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Ⅱ 放射線審議会意見具申の概要 

 

 2018（平成30）年３月２日の放射線審議会意見具申のうち、電離則に関係する概要

はおおむね次のとおりである。 

 

１ 新たな水晶体の等価線量限度の取り入れ 

水晶体部会は、新たな水晶体の等価線量限度の取り入れは可能であると判断する。

すなわち、ソウル声明において勧告されたように、水晶体の等価線量限度を５年間の

平均で20mSv/年かついずれの１年においても50mSvを超えないこととすることが適当

である。 

なお、新たな線量限度を規制に取り入れるに当たり、関係行政機関においては、事

業者等が円滑に対応できるように適切な施行時期を設定することが求められる。特に、

事業者に対して複数の法律が適用される場合には、施行時期の整合が図られるべきで

ある。 

また、「５年間の平均で20mSv/年」の起算点の扱い方が現状の実効線量の管理と整

合するように扱うことが望ましい。 

 

２ 水晶体の等価線量を算定するための実用量 

（１）３ﾐﾘﾒｰﾄﾙ線量当量による場所に係る測定 

今後の国際規格の整備状況等を注視する必要はあるものの、現時点においては

場所に係る測定ではICRU球における３ﾐﾘﾒｰﾄﾙの深さでの方向性線量当量を法令

に取り入れる必要性は薄いと考えられる。 

ただし、東京電力福島第一原子力発電所のような特殊な作業環境において、事

前に作業者の被ばく評価をする等のために、事業者等が自主的に３ﾐﾘﾒｰﾄﾙの深さ

での方向性線量当量を測定することを妨げるものではない。 

（２）３ﾐﾘﾒｰﾄﾙ線量当量による個人の外部被ばくに係る測定及び水晶体の等価線量の 

算定 

今後、正確に水晶体の等価線量を算定することが事業者等にとって必要となる

場合があると見込まれることを踏まえれば、現行規定を見直し、個人の外部被ば

く線量の測定方法として３ﾐﾘﾒｰﾄﾙ線量当量を位置付けるとともに、３ﾐﾘﾒｰﾄﾙ線量

当量で水晶体の等価線量を算定することを可能とするべきである。 

ただし、事業者等において水晶体の等価線量を適切に評価できることを示せる

場合（１ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ線量当量又は70ﾏｲｸﾛﾒｰﾄﾙ線量当量で保守的に評価できる場合や、

必ずしも保守的とはいえない場合であっても明らかに新たな水晶体の等価線量

限度を下回る場合）には、従前の１ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ線量当量又は70ﾏｲｸﾛﾒｰﾄﾙ線量当量の

測定による水晶体の等価線量の算定も認めるべきである。 

また、中性子に対しては、事業者等が簡易に３ﾐﾘﾒｰﾄﾙ線量当量を測定できる環

境が整っているとは言い難いことから、引き続き１ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ線量当量での測定を
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基本とすることが適当である。 

 

３ 緊急作業者に係る水晶体の等価線量の限度について 

現時点で緊急作業者に係る水晶体の等価線量限度を変更する必要性は薄く、当面は

現行の制度を維持しつつ、最新の知見や国際動向などを注視し、必要に応じて検討を

行うことが適当である。 

 

４ 除染等業務に係る水晶体の等価線量の限度について 

 「東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された土壌等を除染するための

業務等に係る電離放射線障害防止規則」では、除染等業務で眼のみが高線量の被ばく

をすることは考えられず、実効線量５年平均20mSv/年を守っていれば眼の水晶体の等

価線量限度を超えることはないとして、水晶体の等価線量の限度や算定義務を規定し

ていない。 

  除染等業務従事者は原則として全身で均等に被ばくしており、実効線量と水晶体の

等価線量の数値に大きな違いはないと考えられることから、除染等業務従事者の水晶

体等価線量はいずれの年においても年間20mSvを超えていないと考えられる。そのた

め、除染等業務従事者について、水晶体の等価線量限度を規制に取り入れなければな

らない状況にはないと考えられる。 
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Ⅲ 検討の経緯 

 

１ 水晶体の等価線量限度の見直しについて 

（１）水晶体の等価線量に係る現状 

   労働安全衛生法等が適用される事業所数及び労働者数は、商業、製造業の順に多

く、定期監督等の実施件数は、建設業、製造業、商業、運輸・交通業、保健衛生業

の順に多い。 

放射線業務を行う事業所数は、保健衛生業、建設業、製造業の順に、また、放射

線業務を行う労働者数は、保健衛生業、製造業、教育・研究業の順に多く、電離放

射線障害防止規則関係の違反件数は、製造業、建設業、保健衛生業の順に多い。 

   水晶体の等価線量が１年間に20mSvを超えるおそれがある分野は、主に一般医療

と東京電力福島第一原子力発電所廃炉作業である。 

   東京電力福島第一原子力発電所廃炉作業においては、γ線による被ばくとβ線に

よる被ばくの両者の可能性がある現場が存在するが、β線による被ばくが主体とな

る現場で、2017（平成29）年度に水晶体の等価線量が１年間に50mSvを超えた作業

においても、全面マスクによる遮蔽効果等を考慮すれば、５年間の平均で20mSv/年

かついずれの１年においても50mSvを超えず、2019（平成31）年度以降の自主管理

目標を達成できる見込みである。 

   一般医療では、循環器内科、消化器内科、消化器外科、放射線診断科、整形外科

の医師は１年間に20mSvを超える割合が高く、特に循環器内科、消化器内科、整形

外科、脳神経外科は１年間に50mSvを超える医師がおり、内視鏡、外来に携わる看

護師は１年間に20mSvを超える割合が高く、特に内視鏡に携わる看護師は１年間に

50mSvを超える者がいることが報告された。 

 

（２）一般医療における放射線業務について 

一般医療では、救急医療等の現場で、緊急に放射線業務を実施する必要が生じう

ること、放射線業務が患者の救命に直結する可能性があること等の理由から、眼の

水晶体の等価線量限度の見直しに当たっては、労働者、患者双方の健康確保が図ら

れるべきことに留意することが重要である。 

医療機関は、労働基準法等の関係法令を遵守した上で医師等が適切に業務遂行で

きるよう必要な体制・環境整備を行う必要がある。このため、事業者等は、放射線

障害防止のための労働衛生対策などの取組を着実に進めることにより、安全衛生管

理体制を確立することが望ましい。また、労働基準監督署で、「医療現場において

年20mSv超～50mSvの被ばく労働者がいる旨の情報」を把握した場合には、原則とし

て労働基準監督署から都道府県等（保健所）に情報提供を行い、都道府県等（保健

所）は、医療法に基づく立入検査等の際に、当該情報提供も踏まえ病院・診療所に

指導を行い、結果等を適宜、労働基準監督署に情報提供を行う。このように、労働

基準監督署と都道府県等（保健所）は、医療機関で医師等が適切に業務遂行できる

よう連携を図ることが望ましい。 
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（３）適切な放射線防護について 

   放射線防護には、放射線装置の適正な使用、放射線業務従事者の作業位置の適正

化、防護眼鏡等の適正な使用等、多くの取り得る手法がある。事業者は、事業場の

状況を踏まえ、労働者が電離放射線を受けることをできるだけ少なくするよう努め

る必要がある。 

東京電力福島第一原子力発電所廃炉作業における労働者の被ばくは、γ線とβ線

による被ばくの両者の可能性がある。β線主体の作業の場合は、全面マスクによる

遮蔽効果等により、さらなる水晶体の被ばく低減を期待でき、労働者の増員等によ

り、労働者当たりの被ばくを低減することが可能である。 

一般医療における労働者の被ばくは、主として被写体からの散乱線によるＸ線主

体の被ばくである。このため、他の放射線防護措置と併せて高い鉛当量の防護眼鏡

等を使用する等の放射線防護措置を講ずること、医療被ばくを最適化することで職

業被ばくを低減すること等により、さらなる水晶体の被ばく低減を期待できるが、

放射線業務に従事する労働者を柔軟に増員することは困難である場合がある。 

検討会に報告された調査結果によれば、被写体からの散乱線は作業台から約50ｾ

ﾝﾁﾒｰﾄﾙの高さで最大で、眼の近傍と頭頸部で測定した等価線量は同程度であり、防

護眼鏡の使用ではおよそ60％、防護板の使用ではおよそ40％の被ばく低減が期待で

きることが明らかとなった。眼の水晶体の等価線量限度の見直しに当たっては、診

療への影響を最小とすることが望ましく、新たな放射線防護用品を開発する場合、

開発期間として約３年が見込まれる。 

また、可能な限り早期に労働者の健康確保を図る観点から、国は、放射線防護眼

鏡等の放射線防護の強化のための開発を推進し、水晶体への被ばく線量が高い業務

を行う事業者が、放射線防護設備の設置や改善による被ばく低減措置を講ずるため

の支援を行うことが望ましい。 

 

（４）十分な放射線防護を行っても、なお高い被ばく線量を眼の水晶体に受ける可能性

のある労働者について 
   一般医療では、熟練を要する治療を実施する医療機関や少数の医師で救急医療等

を行う医療機関が存在すること、放射線業務に従事する労働者を柔軟に増員するこ

とが困難であること等に留意が必要である。これらの医療機関では、十分な放射線

防護を行っても、なお高い被ばく線量を眼の水晶体に受ける可能性のある労働者が

存在する可能性があり、一律に新たな水晶体の等価線量限度が適用された場合、必

要な診療ができなくなることが懸念される。 

十分な放射線防護を行っても、なお高い被ばく線量を眼の水晶体に受ける可能性

のある労働者に関する実態調査によれば、頭部・頸部に装着した個人線量計により

算定される水晶体の等価線量が20mSv/年を超えていた医師に対し、防護クロスの使

用、適切な位置での遮蔽板の使用、防護眼鏡の着用、必要に応じて診療に影響を及

ぼさない範囲で適切な透視モードの選択などの追加の放射線防護方法による介入
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を行うと、水晶体等価線量を防護眼鏡内側で算定することで、１年間に受ける水晶

体等価線量の推計値を20mSv以下に保つことが可能であった。 

上記の結果を踏まえれば、事業場で適切な放射線防護の対応が確保されると仮定

すれば、健康障害防止の観点から、全ての労働者に、水晶体の等価線量限度を５年

間の平均で20mSv/年かついずれの１年においても50mSvを超えないこととする新た

な水晶体の等価線量限度を適用することが適当である。一方で、医療機関では放射

線業務に従事する労働者を柔軟に増員することは困難である等の現状を踏まえれ

ば、適切な放射線防護器具の開発、ガイドライン等の周知などの労働者への教育、

事業場における安全衛生管理体制の確立等の放射線防護の対応が確保される必要

があることから、十分な放射線防護措置を講じても、なお高い被ばく線量を眼の水

晶体に受ける可能性のある労働者（注１）については、一定の期間（注２）は、眼の水晶

体の等価線量限度を50mSv/年を超えないこととすることが適当である（注３）。 

（注１）管理区域において医学的処置又は手術を行う医師のうち、当該業務に欠くことのできない高度

の専門的な知識及び経験を有するものであって、眼の水晶体が受ける等価線量が20mSv/年を超

えるおそれのあるもので、かつ、後任者を容易に得ることができない場合等が考えられる。 

（注２）一定の期間は、ガイドライン等の周知や専門家の指導等により改善するまでに要する期間や新

たな放射線防護用品が開発されるまでの期間として、約３年が見込まれる。 

（注３）事業者は、対象となる労働者について、可能な限り早期に新たな水晶体の等価線量限度を遵守

することが可能となるよう努めることが望ましい。 

 

（５）放射線障害防止のための労働衛生対策について 

   労働衛生対策を進めるためには、事業者の指揮の下、衛生管理者、産業医等を中

核とした労働衛生管理体制を確立するとともに、労働衛生教育の徹底による労働衛

生活動に対する正しい認識のもとで、作業環境管理、作業管理、健康管理を総合的

に実施することが必要である。 

   放射線障害防止のためにこうした体制を確立するためには、事業者がリーダーシ

ップを発揮し、労働者が手順や基準を遵守する仕組みを設計することが重要である

ため、放射線障害防止のための目標と評価、システム監査とマネジメントレビュー

を組み合わせて、継続的に改善を図る必要がある。放射線防護は、目的達成のため

の管理方法が明確であり、労働安全衛生マネジメントシステムによる管理が有効で

ある。 

可能な限り早期に労働者の健康確保を図る観点から、国は、水晶体への被ばく線

量が高い業務を行う事業者が、労働安全衛生マネジメントシステム等の取組を着実

に進め、安全衛生管理体制を確立するための支援を行うことが望ましい。 

 

（６）電離則における健康確保措置について 

   電離則第56条では、事業者は、放射線業務に常時従事する労働者で管理区域に立

ち入るものに対し、雇入れ又は当該業務に配置換えの際及びその後６月以内ごとに

１回、定期に白内障に関する眼の検査を含む電離放射線健康診断を行わなければな
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らないと規定しているが、医師が必要でないと認めるときには、項目の全部又は一

部を省略することができる。 

また、通常の被ばく限度を超えた緊急作業従事者に係る中長期的な線量管理とし

て、白内障に関するしきい値として示されている0.5ｸﾞﾚｲについて、これだけで生

涯線量として管理すべきとまではいえないが、健康診断及びその結果に基づく事後

措置を適切に実施することで管理すべきとされている。 

眼の水晶体に受ける等価線量が、継続的に１年間に20mSvを超えるおそれがある

など、十分な放射線防護を行っても、なお高い被ばく線量を眼の水晶体に受ける可

能性のある労働者は、健康診断の項目の白内障に関する眼の検査の省略（電離則第

56条第３項）は認めないことが適当である。また、必要に応じて散瞳による水晶体

の観察を伴う検査等を行うため、当該労働者に対する健康診断の項目の白内障に関

する眼の検査（電離則第56条第１項第４号）は、眼科医により行われることが望ま

しい。 

    

（７）始期及び施行時期について 

電離則においては、実効線量は事業者が事業場ごとに定める日を始期とする５年

間で管理し、当該５年間の始期の日を１年間の管理の始期とすることとされており、

眼の水晶体の等価線量の管理の始期についても、実効線量と同様とすることが適当

である。また、事業者等が円滑に対応できるよう、施行時期は、電離則以外の法令

の施行時期と整合を図ることが適当である。 

 

（８）その他 

 眼の水晶体の等価線量限度の見直しに当たっては、円滑な施行のため、十分な周

知を行うことが望ましい。 

   電離則第８条に規定する線量測定については、現行法令上不均等被ばくの場合に

２つ以上の放射線測定器の装着等を求めているが、適切に実施されていない事例が

散見されることが報告されたことから、国は関係者等の協力を得て、放射線業務従

事者等の管理区域内において受ける被ばくによる線量の測定が適切に実施される

よう対策を講ずることが望ましい。 

 
２ 水晶体の等価線量を算定するための実用量について 

（１）３ﾐﾘﾒｰﾄﾙ線量当量による場所に係る測定について 

意見具申では、現時点においては場所に係る測定ではICRU球における３ﾐﾘﾒｰﾄﾙの

深さでの方向性線量当量を法令に取り入れる必要性は薄いとされており、意見具申

どおりとすることが適当である。 

 サーベイメータ（線量当量率計）については、JIS Z4333又はJIS Z4341に適合す

るものを作業環境測定基準に盛り込むため、従来の規定に代えて、次に掲げる要件

を満たすサーベイメータを規定することが適当である。 

・ γ線又はＸ線について、１ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ線量当量（周辺線量当量）又は70ﾏｲｸﾛﾒｰﾄﾙ線
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量当量（方向性線量当量）を適切に測定できるもの 

・ 中性子線について、１ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ線量当量（周辺線量当量）を適切に測定できるも

の 

受動形放射線測定器（線量当量計）については、JIS Z4345又はJIS Z4416に適合

するものを作業環境測定基準に盛り込むため、従来の規定に代えて、次に掲げる要

件を満たす受動形放射線測定器を規定することが適当である。 

・ γ線又はＸ線について、１ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ線量当量（周辺線量当量）又は70ﾏｲｸﾛﾒｰﾄﾙ線

量当量（方向性線量当量）を適切に測定できるもの 

・ 中性子線について、１ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ線量当量（周辺線量当量）を適切に測定できるも

の 

β線測定については、電離則第54条第３項で規定する70ﾏｲｸﾛﾒｰﾄﾙ線量当量（率）

が１ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ線量当量（率）の10倍を超えるおそれがある場所におけるβ線測定の

ための測定器に関する規定を新設し、サーベイメータ又は受動形放射線測定器であ

って、70ﾏｲｸﾛﾒｰﾄﾙ線量当量（方向性線量当量）を適切に測定できるものとすること

が適当である。 

 

（２）３ﾐﾘﾒｰﾄﾙ線量当量による個人の外部被ばくに係る測定及び水晶体の等価線量の算定  

について 
γ線について、一定のエネルギーよりも高い領域では、70ﾏｲｸﾛﾒｰﾄﾙ線量当量、３

ﾐﾘﾒｰﾄﾙ線量当量及び１ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ線量当量の値はおおむね同値であるものの、一定の

エネルギーよりも低い領域では70ﾏｲｸﾛﾒｰﾄﾙ線量当量と１ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ線量当量の値は大

きく乖離する。 

以前は３ﾐﾘﾒｰﾄﾙ線量当量の測定を義務づけていたが、いかなる場合も70ﾏｲｸﾛﾒｰﾄ

ﾙ線量当量及び１ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ線量当量を測定、確認しておけば、３ﾐﾘﾒｰﾄﾙ線量当量が、

現行の水晶体の１年間の等価線量限度である150mSvを超えないように管理するこ

とができるため、2001（平成13）年に、３ﾐﾘﾒｰﾄﾙ線量当量の測定を義務づけないこ

ととされた。 

水晶体の等価線量限度を見直すに当たっては、70ﾏｲｸﾛﾒｰﾄﾙ線量当量又は１ｾﾝﾁﾒｰ

ﾄﾙ線量当量の値が、３ﾐﾘﾒｰﾄﾙ線量当量の値と大きく乖離しているおそれがある等、

新たな水晶体の１年間の等価線量限度を超えないように管理することができない

おそれがある場合等には、実効線量及び人体の組織別の等価線量を計測及び算定す

るため、放射線の種類及びエネルギーに応じて、１ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ線量当量、３ﾐﾘﾒｰﾄﾙ線

量当量又は70ﾏｲｸﾛﾒｰﾄﾙ線量当量のうち適切なものについて行うものとすること、放

射線防護の効果が反映され、眼の水晶体の等価線量を正確に評価するためには、眼

の近傍や全面マスクの内側に放射線測定器を装着して測定することが適当である。 

 また、眼の水晶体の等価線量の算定及び記録の期間は、３月ごと、１年ごと及び

５年ごとに行うこととすることが適当である。 

 
３ 緊急作業者に係る水晶体の等価線量の限度について 
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東京電力による年度別累積等価線量（眼の水晶体）分布表によれば、実効線量限度

を250mSvに引き上げた特例省令による緊急作業期間において、最も高い者でも眼の水

晶体の等価線量は200mSv以下であった。意見具申では、現時点で緊急作業者に係る水

晶体の等価線量限度を変更する必要性は薄いとされており、意見具申どおりとするこ

とが適当である。 

 

４ 除染等業務に係る水晶体の等価線量の限度について 

公益財団法人放射線影響協会による除染等業務従事者等の年間関係工事件名数及

び線量によれば、除染等業務における主な被ばく経路である外部被ばく、内部被ばく

を考慮しても、直近５年間において、20mSv/年を超える被ばくは認められない。意見

具申では、除染等業務従事者について、水晶体の等価線量限度を規制に取り入れなけ

ればならない状況にはないとされており、意見具申どおりとすることが適当である。 
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Ⅳ 電離則等関係法令等の見直しの方向 

 

１ 意見具申どおり取り入れることが適当な項目について 

  次の項目については、おおむね意見具申どおり取り入れることが適当である。 

（１）新たな水晶体の等価線量限度の取り入れ 

ア 眼の水晶体の等価線量限度を５年間の平均で 20mSv/年かついずれの１年にお

いても 50mSv を超えないこととすることが適当である。 

イ 十分な放射線防護措置を講じても、なお高い被ばく線量を眼の水晶体に受ける

可能性のあるもの（注１）については、一定の期間（注２）は、眼の水晶体の等価線量

限度を 50mSv/年を超えないこととすることが適当である（注 3）。 

（注１）管理区域において医学的処置又は手術を行う医師のうち、当該業務に欠くことのできない高度

の専門的な知識及び経験を有するものであって、眼の水晶体が受ける等価線量が20mSv/年を超

えるおそれのあるもので、かつ、後任者を容易に得ることができない場合等が考えられる。 

（注２）一定の期間は、ガイドライン等の周知や専門家の指導等により改善するまでに要する期間や新

たな放射線防護用品が開発されるまでの期間として、約３年が見込まれる。 

（注３）事業者は、対象となる労働者について、可能な限り早期に新たな水晶体の等価線量限度を遵守

することが可能となるよう努めることが望ましい。 

ウ 眼の水晶体に受ける等価線量が、継続的に１年間に20mSvを超えるおそれのあ

る者に対しては、健康診断の項目の白内障に関する眼の検査の省略（電離則第56

条第３項）は認めないことが適当である。 

エ 眼の水晶体の等価線量限度の１年間及び５年間の始期は、実効線量の１年間及

び５年間（注）の始期と同じ日を始期とすることが適当である。 

（注）電離則第４条第１項の「５年間」とは、事業者が事業場ごとに定める日を始期とする５年間と

して差し支えないこと。同項の「１年間」とは、「５年間」の始期の日を始期とする１年間とする

こと。 

オ 施行時期は、電離則以外の法令の施行時期と整合を図ることが適当である。 

 

（２）水晶体の等価線量を算定するための実用量 

ア 外部被ばくによる線量の測定を、実効線量及び人体の組織別の等価線量を算定

するため、放射線の種類及びエネルギーに応じて、１ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ線量当量、３ﾐﾘﾒｰﾄ

ﾙ線量当量又は70ﾏｲｸﾛﾒｰﾄﾙ線量当量のうち適切なものについて行うことが適当で

ある。 

イ 眼の水晶体の等価線量を正確に評価するためには、眼の近傍や全面マスクの内

側に放射線測定器を装着して測定することが適当である。 

  ウ 眼の水晶体の等価線量の算定は、放射線の種類及びエネルギーに応じて、１ｾ

ﾝﾁﾒｰﾄﾙ線量当量、３ﾐﾘﾒｰﾄﾙ線量当量又は70ﾏｲｸﾛﾒｰﾄﾙ線量当量のうちいずれか適切

なものによって行うこととすることが適当である。 

  エ 眼の水晶体の等価線量の算定及び記録の期間は、３月ごと、１年ごと及び５年

ごとに行うこととすることが適当である。 
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２ 意見具申どおり現行制度を維持することが適当な項目について 

 次の項目については、意見具申どおり現行制度を維持することが適当である。 

（１）水晶体の等価線量を算定するための実用量 

３ﾐﾘﾒｰﾄﾙ線量当量による場所に係る測定について、現行の制度を維持することが

適当である。 

 

（２）緊急作業者に係る水晶体の等価線量の限度について 

緊急作業者に係る水晶体の等価線量限度について、現行の制度を維持することが適

当である。 

 

（３）除染等業務に係る水晶体の等価線量の限度について 

  除染等業務従事者に係る水晶体の等価線量限度について、現行の制度を維持する

ことが適当である。 

 

３ 眼の水晶体の等価線量限度の見直しに当たって留意すべき事項について 

（１）新たな水晶体の等価線量限度の取り入れに当たって留意すべき事項 

ア 円滑な施行のため、十分な周知を行うことが望ましい。 

  イ 事業者等は、放射線障害防止のための労働衛生対策などの取組を着実に進める

ことにより、安全衛生管理体制を確立することが望ましい。 

ウ 労働基準監督署と都道府県等（保健所）は、医療機関で医師等が適切に業務遂

行できるよう情報共有により連携を図ることが望ましい。 

 （注）労働基準監督署で、「医療現場において年20mSv超～50mSvの被ばく労働者がいる旨の情報」

を把握した場合には、原則として労働基準監督署から都道府県等（保健所）に情報提供を行い、

都道府県等（保健所）は、医療法に基づく立入検査等の際に、当該情報提供も踏まえ病院・診療

所に指導を行い、結果等を適宜、労働基準監督署に情報提供を行う。 

エ 眼の水晶体に受ける等価線量が、継続的に１年間に20mSvを超えるおそれのあ

る者に対しては、健康診断の項目の白内障に関する眼の検査（電離則第56条第１

項第４号）は、眼科医により行われることが望ましい。 

 

（２）その他留意すべき事項 

  ア 国は、放射線防護眼鏡等の放射線防護機材による防護能力の強化などのため

の開発を推進し、水晶体への被ばく線量が高い業務を行う事業者が、放射線防

護設備の設置や改善による被ばく低減措置を講ずるための支援を行うことが望

ましい。 

  イ 国は、水晶体への被ばく線量が高い業務を行う事業者が、労働安全衛生マネ

ジメントシステム等の取組を着実に進め、安全衛生管理体制を確立するための

支援を行うことが望ましい。 

ウ 国は関係者等の協力を得て、放射線業務従事者等の管理区域内において受ける

被ばくによる線量の測定が適切に実施されるよう対策を講ずることが望ましい。 
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眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会 開催要項 

 

１ 趣旨 

放射線審議会は、 平成 23 年４月に国際放射線防護委員会（ICRP）が発表した「組

織反応に関する ICRP 声明」における勧告や諸外国での眼の水晶体被ばく限度に係る

法令の施行状況等を踏まえ、平成 30 年３月２日に「眼の水晶体に係る放射線防護の

在り方について（意見具申）」を取りまとめて、関係省庁宛てに通知しており、厚生

労働省においても所要の措置を講じることが求められている。 

このため、電離放射線障害防止規則（昭和 47 年労働省令第 41 号）について、水晶

体の被ばく限度の見直し等に伴う所要の改正に資することを目的として、「眼の水晶

体の被ばく限度の見直し等に関する検討会」（以下「検討会」という。）を開催するこ

ととする。 

 

２ 検討事項 

（１） 眼の水晶体に係る新たな被ばく限度 

（２） その他、必要な検討事項 

 

３ 構成等 

（１） 本検討会は、安全衛生部長が開催する。 

（２） 本検討会は、厚生労働省が事務を委託業者（公益財団法人原子力安全技術セン

ター）に委託して行うものとする。 

（３） 本検討会の専門家等の参集者は、別紙のとおりとする。 

（４） 本検討会には座長を置き、座長は検討会の議事を整理するとともに、必要に応

じ座長代理を指名することができる。 

（５） 本検討会での議論を踏まえ、必要に応じヒアリングの実施や参集者の追加を行

うものとする。 

（６） 本検討会は、原則として公開とする。 

 

４ その他 

本検討会の事務は、厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課電離放射線労働

者健康対策室において行う。 

  

付録１ 
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参集者（五十音順、敬称略） 

 

 所属 

渥美 法雄 
電気事業連合会 

 原子力部長 

漆原 肇 
日本労働組合総連合会 総合労働局 

 雇用対策局 局長 

奥村 元子 
（公社）日本看護協会 

 看護労働・確保対策担当専門職 

欅田 尚樹 
産業医科大学 産業保健学部 産業・地域看護学講座 

（前所属：国立保健医療科学院 生活環境研究部 部長） 

古渡 意彦 
国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 

 原子力科学研究部門 原子力科学研究所 

富田 博信 
（公社）日本診療放射線技師会 

 理事 

◎ 永井 良三 
自治医科大学 

 学長 

萩原 亮一 
全国電力関連産業労働組合総連合  

産業政策局長  

細野 眞 
近畿大学 医学部 放射線医学教室 

 教授 

松本 吉郎 
（公社）日本医師会 

 常任理事 

濱 昌代 

（三井 博晶） 

（公社）日本歯科医師会 

 理事 

山口 直人 
（公財）労災保険情報センター 

 理事長 

横山 須美 
藤田医科大学 医療科学部 

准教授 

 

  （◎：座長） 

  

別紙 
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参考人（五十音順、敬称略） 

 

氏名 所属 

赤羽 恵一 
医療被ばく研究情報ネットワーク（J-RIME） 

実態調査ワーキンググループ及び SmartCard ワーキンググループ主査 

池田 隆徳 （一社）日本循環器学会 理事 

伊藤 敦夫 
（公財）放射線影響協会 

 放射線従事者中央登録センター長  

小田 和幸 （一社）日本画像医療システム工業会 

神田 玲子 
国立研究開発法人 量子科学技術研究開発機構 

 放射線医学総合研究所 放射線防護情報統合センター長 

吉川 公彦 （公社）日本医学放射線学会 監事 

佐々木 洋 

（辻 英貴） 
（公財）日本眼科学会 

三上 容司 （公社）日本整形外科学会 副理事長 

持田 智 （一財）日本消化器病学会 理事 

 

オブザーバー 

厚生労働省医政局地域医療計画課 

原子力規制庁長官官房放射線防護グループ放射線防護企画課 
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眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会 開催状況 

 

 

第１回 平成 30年 12 月 21 日（金） 

 （１）座長の選任について 

（２）放射線による健康障害防止に係る法令と現状について 

（３）最近の動向について 

（４）本検討会における検討事項等について 

（５）その他 

 

第２回 平成 31年２月６日 （水）  

 （１）眼の水晶体の等価線量限度について 

（２）その他 

 

第３回 平成 31年３月 20 日（水） 

（１）眼の水晶体の等価線量限度について 

（２）緊急作業者に係る眼の水晶体の等価線量限度について 

（３）除染等業務に係る眼の水晶体の等価線量限度について 

（４）その他 

 

第４回 平成 31年４月 17 日（水） 

 （１）眼の水晶体の等価線量限度について 

（２）眼の水晶体の等価線量を算定するための実用量について 

（３）その他 

  

第５回 令和元年６月 20 日（木） 

 （１）眼の水晶体の等価線量限度について 

（２）その他 

 

第６回 令和元年８月１日（木） 

 （１）眼の水晶体の等価線量を算定するための実用量について 

（２）眼の水晶体の等価線量限度について 

（３）報告書案について 

（４）その他 

  

 

付録２ 
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令和元年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

医療分野の放射線業務における被ばくの実態と被ばく低減に関する調査研究 

（190701-02） 

（研究代表者 細野 眞） 

 

分担研究報告書 

放射線業務における被ばく調査の対象医療施設設定に関する研究 

 

 

研究分担者： 

三上 容司   労働者健康安全機構 横浜労災病院 整形外科 副院長  

 

研究協力者： 

鳥巣 健二  労働者健康安全機構 横浜労災病院 放射線部 部長  

 

 

 

 

 

Ａ．研究目的 

 

 本研究は、医療における放射線業務従事者の被ばくを実効線量と眼の水晶体の等価線

量等に重点を置いて調査し、また医療施設の従事者被ばくの管理状況を調査して、被ば

くの低減方策と管理のあり方を提案することを目的としている。研究分担者、及び研究

協力者はこの目的を達成するために、全国労災病院における放射線業務従事者の被ばく

の実態について、労働安全衛生法電離則に基づいて測定・記録されている実効線量およ

び皮膚と水晶体の等価線量の報告値を調査し、被ばくの低減方策を示す上での基礎的な

データを収集することを目標とした。 

 

 

Ｂ．研究方法 

 

1）研究計画 

①研究デザイン 

 労働者健康安全機構に属する全国 32 の医療機関（労災病院、センター）の医師、看

護師、放射線技師等の放射線業務従事者を対象とし、労働安全衛生法電離則に基づいて



 2 

測定・記録されている実効線量および皮膚と水晶体の等価線量を調査・集計する。介入

を伴わない観察研究である。 

②目標研究対象者数 

 本調査は実態調査であるため目標とする放射線業務従事者数を予め定めることはな

く、協力を応諾する放射線業務従事者を対象とする。 

③収集するデータ 

 職種、診療科、個人被ばく線量計の報告値、放射線診療業務項目など。 

 個人被ばく線量計の報告値は、2019 年 7-9 月、2020 年 7-9 月、2021 年 7-9 月の数値

を収集する。 

④データの分析法 

 収集した被ばく線量と職種、診療科、業務との関連性について解析を行う。 

⑤研究期間 

 倫理員会で承認後から、2022 年 3月 31 日まで。 

⑥倫理的配慮  

 人を対象とする医学系研究に関する倫理指針（平成２６年文部科学省・厚生労働省告

示第３号）に基づき、研究対象者からは文書での同意を得る。同意撤回も可能とする。 

 

2）進捗状況 

1）の研究計画を横浜労災病院倫理委員会に提出し、承認を得た（別添倫理審査結果

通知書）。現在、研究計画を労働者健康安全機構本部の倫理委員会に提出しており、そ

の承認を待って、全国の労災病院・センターに研究への協力依頼を行う予定である。 

 

 

Ｃ．研究結果 

 

 全国の労災病院・センターにおいて、放射線業務従事者の被ばく線量のデータ収集に

向けた枠組みを構築することができた。 これは2020-2021 年度に被ばく線量の報告値

を収集するために協力を得られる医療施設を設定したことを示す。これに沿って全国の

労災病院・センターにおいて調査研究を実施できる手続きを進めた。 

 

 

Ｄ．考察 

 

 地域特性、病院規模の異なる病院群から、多職種の放射線被ばく線量の報告値を収集

することは、本研究の推進に有益と考えられる。なお、「医療分野の放射線業務におけ

る被ばくの実態と被ばく低減に関する調査研究」の全体の中で、労災病院・センター以
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外の医療施設で被ばく線量のデータを開始することができており、調査研究の成果が上

がりつつあるが、2020-2021 年度に全国の労災病院・センターの協力を仰ぐことができ

るのは意義が大きいと考えられる。 

 

 

Ｅ．結論 

 

 労働者健康安全機構本部の承認を待って、全国の労災病院・センターの放射線業務従

事者の被ばく線量調査を開始する予定である。 

 

 



別添



令和元年度労災疾病臨床研究事業費補助金

医療分野の放射線業務における被ばくの実態と被ばく低減に関する調査研究

(190701-02)

（研究代表者細野眞）

分担研究報告書

医療機関における放射線業務従事者に対する放射線管理に関する調査研究

研究分担者名：

渡邉浩 （群馬パース大学保健科学部放射線学科教授）

研究協力者名

坂本肇

山本和幸

(順天堂大学保健医療学部診療放射線学科先任准教授）

(東海大学医学部付属病院診療技術部放射線技術科診療放射線技師）

A.研究目的

近年、医療機器の発達に伴って低侵雲で患者への負担が少ないInterventional

radiolOgy (IVR)が新たな治療分野として広く利用されている。冠動脈狭窄または閉

塞疾患において、 これまで治療出来なかった症例にも経皮的冠動脈形成術

(Percutaneous coronary intervention, PCI)が実施できるようになった。また、内

視鏡的逆行性胆管膵管造影Endoscopicretrogradecholangiopancreatography, ERCP)

検査又は治療（以下、 ERCP検査）もドレナージを同時に行う場合が多いため、 X線透視

時間が増加する傾向にある。前者は血管性IVR (Vascular-IVR)、後者は非血管性IVR

(NonVascular-IVR) と呼ばれる。 これらに共通して、 X線診療室内の散乱X線は検査

室内で医療行為を行う医療従事者の最も大きな被曝要因であり、術者である医師だけで

なく、患者の看護や、容態観察、術者の援助などといった作業を効率的に行うため検査

室に留まる時間が医師に次いで多い看護師の被ばく線量も多い!)2)。

このような状況の中、 2011年に国際放射線防護委員会(International Commission

onRadiologicalProtection, ICRP)は「5年間の平均が20mSv/年を超えず、いかなる

1年間においても50mSvを超えない」 とする職業被ばく限度の一つである眼の水晶体等

価線量限度を勧告し（ソウル声明)、 Pub.1183)を刊行した。わが国における現行の水晶

体の等価線量限度は150mSv/年であり、 1年単位の最大線量限度と比較しても3分の1

にまで引き下げられる予定である。

水晶体の新等価線量限度を超える放射線業務従事者が多いのは医療である。 「水晶体
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の線量限度引き下げに関する検討会」 （以下、水晶体に関する検討会）の報告書4)によ

れば、 2016年度の約50.3万人の放射線業務従事者のうち水晶体の等価線量はほとんど

は年間20mSv以下である一方、約2,400人が年間20mSvを超えており、そのほとんど

が医療分野である。したがって、法改正に伴う水晶体の等価線量限度の引き下げで最も

課題となるのは医療ということになる。医療以外では放射線業務従事者が等価線量限度

を超えそうな場合には労働者を柔軟に増員して一人あたりの線量を低減することが可

能である。しかし、医療の場合、特に医師の場合は柔軟に増員することが困難な場合が

ほとんどである。つまり、十分な放射線防護を行っても、なお高い被ばく線量を眼の水

晶体に受ける可能性のある労働者（医療の場合主に医師）をどのように線量限度を担保

できるようにするかが課題となった。

放射線業務従事者（以下、従事者）の水晶体を中心とした職業被ばくを低減し水晶体

の新等価線量限度を順守するためには､放射線業務従事者に対する啓発と被ばく低減方

策を的確に実施させることならびに線量限度を超えないための措置の実施等を含めた

放射線管理体制の充実が求めらる。

本研究では、医療機関における従事者の放射線管理に関する調査研究を行い、現時点

の放射線管理状況を明らかにするとともに医師を中心とした医療従事者の水晶体の新

等価線量限度を順守するための方策を導出することを目的とする。

B・研究方法

令和2年1月15日に全国の労災病院31施設を皮切りに合計医療機関49施設に放射

線業務従事者の放射線管理に関する調査票を電子メールに添付して送信し､回答ファイ

ルを回答送信用電子メールアドレスに電子メールに添付送信する方式で回答を得た｡調

査期間は令和2年2月1日から同年3月5日までである。

調査票を送信した医療機関は全国の多様な実態を把握するために全国に31施設ある

労災病院を基本とし、労災病院以外の全国の18施設を追加し合わせて49施設とした。

C.研究結果

本調査結果を以下に示す。なお、選択肢を具体的に設けた設問の回答は「」でくくっ

て記した。

1. 回答率ならびに回答医療機関の基本情報

1. 1 回答率

調査票を送信した医療機関は49、回答医療機関は31、医療機関としての有効回答率

は63％であった。

1.2医療機関の形態および規模等
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回答した医療機関の形態は大学病院が0施設、総合病院が23施設（74％)、専門病院

が1施設（3％)、その他が7施設（23％）であった。

また、回答した医療機関の病床数は600床以上が7施設（23％)、 400床以上600床

未満が10施設(32%)、 200床以上400床未満が10施設(32%)、 50床以上200床未満

が3施設(10%)、 50床未満が0施設、無回答がl施設であった。

さらに、救急指定のタイプは一次救急が3施設（10％)、二次救急が22施設（71％)、

三次救急が4施設（13％)、無回答が2施設であった。

2． 従事者管理

2. 1職業被ばく管理

従事者の毎月の被ばく線量をチェックしているかの設問で｢はい｣が31施設(100%)

で「いいえ」の回答はなかった。 この設問で「はい」 と回答した施設にチェックしてい

る担当者の職種と職位を複数回答可で尋ねた結果､職種は｢事務職｣が12施設(39％)、

「診療放射線技師｣が29施設(94％)、医師が7施設(23％)、 「その他｣が3施設(10％）

で、 「医学物理士」の回答はなかった。職位では、技師長（労災病院では部長だが分か

りやすい技師長で統一する）が11施設（35％)、主任診療放射線技師が6施設（19％)、

診療放射線技師が2施設（6％)、部長医師が2施設（6％)、総務課長l施設（3％)、総

務課職員が1施設（3％）であった。

2.2職業被ばく測定結果の委員会等への報告

放射線業務従事者の職業被ばくに関する測定結果を委員会等に報告しているかの設

問では「はい」が21施設(68%)、 「いいえ」が9施設(29%)、無回答がl施設(3%)

であった。この設問で「はい」 と回答した施設に報告している委員会等を複数回答可で

尋ねた結果、 「放射線安全を担当する委員会」が18施設(86%)、 「労働安全を担当する

委員会」が3施設(14%)、 「病院長を含む病院の幹部会議」が4施設(19%)、 「その他」

が2施設(10%)であった。

2.3職業被ばく測定結果の迅速報告

職業被ばくの線量測定サービス会社から線量が高い場合等に迅速に結果を報告して

もらう措置を講じているかの設問では、 「はい」が16施設(52%)、 「いいえ」が5施設

(16%)、無回答が10施設(32%)であった。この設問で「はい」 と回答された施設に

迅速報告の基準と方法を尋ねた結果､実効線量を基準にしている施設が11施設(69%)、

その他がl施設（6％)、無回答が4施設（25％）であった。実効線量の基準はl～2mSv/

月の範囲であった。また、方法は「メール」が2施設、 「FAX」が10施設、 「電話」が4

施設、 「その他」が2施設で、 「LINE」 との回答は無かった。

2.4比較的被ばく線量が高い従事者に対する被ばく低減措置

比較的被ばく線量が高い従事者に対して被ばく低減を図る措置を講じているかの設

問では、 「はい」が26施設（84％)、 「いいえ」が5施設(16%)であった。この設問で

「はい」 と回答した施設に複数回答可で被ばく低減措置を尋ねた結果、 「本人に文書で
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注意喚起」が5施設(19%)、 「本人に口頭で注意喚起」が2施設(7.7%) (81%)、 「所

属長に文書で注意喚起」が21施設、 「所属長に口頭で注意喚起」が11施設で(52%)

あった。

2.5従事者管理

医療機関の従事者数を尋ねた結果、 30施設から回答があり （97％)、平均±標準偏差

が135±97人、最小20人、最大400人であった。

2.6従事者登録基準

放射線被ばくする可能性のある医師（管理区域に立ち入らない者を除く）の従事者と

しての登録状況を尋ねた結果、 「全員管理」が15施設(48%)、 「管理区域に立ち入る頻

度による」が15施設（48％)、無回答がl施設（3％）であった。 「被ばく線量による」

という回答は無かった。

2.7職業被ばく限度を超える可能性のある従事者数

職業被ばく限度を超える可能性のある従事者がいるかを尋ねた結果､具体的な人数を

記入した回答（限度を超える可能性のある従事者がいる）が4施設(13%)、 「いない」

が27施設（87％）であった。人数は4～14人であった。

2.8職業被ばく限度を超えないための措置

職業被ばく限度を超えないための措置を講じているかを尋ねた結果、 「はい」が26施

設（84％)、 「いいえ」が5施設(16%)であった。この設問で「はい」 と回答した施設

に複数回答可でその方策を尋ねた結果､｢毎月の測定結果の迅速確認｣が22施設(85％)、

「注意喚起」が19施設（73％)、 「部署異動はしないが被ばくが少ない業務に変更」が

3施設（12％)、 「部署異動」がl施設（4％)、 「その他」が4施設（15％）であった。そ

の他の4施設の中で3施設は教育（研修）の趣旨の回答であった。

2.9職業被ばく限度を超える恐れのある従事者に対する措置

職業被ばく限度を超える恐れのある従事者に対する措置を決めているかを尋ねた結

果は、 「はい」が14施設(45%)、 「いいえ」が17施設(55%)であった。 この設問で

「はい」と回答した施設にその措置と手順を尋ねた結果、 「部署変更」が2施設（14％)、

「業務変更」が6施設（43％)、 「注意喚起」 12施設(86%)、 「その他」が2施設(14%)

であった。 「複数者による措置の理由の説明」は無かった。

2． 10職業被ばく限度を超える恐れのある従事者に対する措置の実施

実際に職業被ばく限度を超える恐れのある従事者に対する措置を講じたことがある

かを尋ねた結果は、 「はい」がll施設(35%)、 「いいえ」は20施設(65%)であった。

この設問で「はい」と回答された施設に措置によってトラブルが生じたことがあるかを

尋ねた結果は、すべて「いいえ」の回答であった。

2. 11従事者の管理部署

従事者の管理を行っている部署を尋ねた結果、 「事務局」が22施設（71％)、 「放射線

部門（診療放射線技師)」が14施設(45%)、 「放射線科（医師)」が1施設(3%)、 「そ
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の他」が2施設（6％）であった。 「医学物理部門」 と 「決まっていない」は回答がなか

った。

2. 12測定結果の配布

従事者ごとに定期的に測定結果を配布しているかを尋ねた結果は。 「はい」が31施設

(100%)であった。

3． 研修

3. 1研修の実施率

放射線診療や放射線診療の介助等を行う医師および看護師である従事者がいる場合、

該当者に対して、職業被ばくの放射線防護方法等に関する研修（以下、研修）を実施し

ているかを尋ねた結果をTable lに示す。 「該当なし」 と無回答を除いた回答における

Tablel従事者に対する放射線防護方法等に関する研修の実施状況

研修の実施状況

実施していない

割合 割合
施設数

1[％]聯’ 2[％]拳2

該当者無し

割合

施設数1[％]鞭’

無回答

割合

施設数1[%]･’

実施している

割合 割合
施設数

1[％]毒’ 2[％]葉2

部署等No

循環器内科医

心臓外科医

放射線科（主にIVR)

放射線科（主に治療）

放射線科（主に核医学）

放射線科（主に診断）

消化器内科医

消化器外科医

整形外科医

脳外科医

麻酔科医

救命救急（科）医

内視鏡担当看護師

平均

標準偏差

９
７
７
７
５
９
哩
追
迫
ｕ
ｕ
８
９

弱
岬
調
諏
拓
犯
妬
妬
㈹
“
“
岬
犯
如
５

５
皿
９
８
喝
４
５
３
１
４
３
ｍ
３

焔
嶋
四
記
哩
過
妬
加
３
週
加
王
加
加
田

０
２
１
４
４
３
０
０
０
２
１
４
０

０
６
３
画
週
、
Ｏ
Ｏ
０
６
３
画
０
５
５

聞
弱
師
昭
“
侭
弘
弘
印
死
弱
弱
昭
㈹
５

四
鱈
電
電
妬
西
調
哩
鍋
弱
弱
妬
調
鋤
８

１
２
３
４
５
６
７
８
９
ｍ
ｎ
浬
週

Ⅳ
８
叫
哩
９
妬
叫
蛎
唱
叫
焔
９
四

55

26

45

39

29

48

45

48

58

45

52

29

61

45

11

＊1 ：全回答における割合

＊2 ：全回答から該当者なしと無回答を除いた医療機関数における割合

平均実施率と標準偏差は60±5％で、最もが高かったのは「内視鏡担当看護師」で68％

(19/28)、最も低かったのは「救命救急（科）医」で53%(9/17)であった。医師の中

で最もが高かったのは「放射線科（主にIVR)」で67%(14/21)であった。
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3.2研修の受講率

上記3. 1の設問で研修を「実施している」と回答した医療機関に受講率を尋ねた結果

をTable 2に示す。 「分からない」 と無回答を除いた回答において80%以上100%を良

好な受講率とすると、良好な受講率の平均回答率と標準偏差は51±17%で、最も高か

ったのは「放射線科(IVR)」で79%、最も低かったのは「整形外科医」で35%であっ

た。

Table2従事者に対する放射線防護方法等に関する研修の受講率

研修の受講率

20％以上80％末
20％未満 分からない 無回答

満

施設数‘雷! @零’施設” ‘謀‘ ,鯨施設数諾瀧設数蓄

80％以上100％

実施施

設数 割合 割合
施設数

1[％]､’ 2[％].2

No 部署等

1循環器内科医

2心臓外科医

3放射線科（主に|VR)

4放射線科（主に治療）

5放射線科（主に核医学）

6放射線科（主に診断）

7消化器内科医

8消化器外科医

9整形外科医

10脳外科医

11麻酔科医

12救命救急（科）医

13内視鏡担当看護師

平均

標準偏差

Ⅳ
８
Ｍ
狸
９
鴫
皿
蛎
肥
叫
猫
９
畑

６
３
、
８
６
皿
５
５
６
５
５
３
ｕ

５
８
９
７
７
３
６
３
３
６
１
３
８
８
８

３
３
７
６
６
７
３
３
３
３
３
３
５
４
１

８
０
９
７
７
３
８
６
５
８
６
８
１
１
７

３
６
７
６
６
７
３
３
３
３
３
３
６
５
１

５
０
３
３
２
４
３
３
５
４
４
３
４

羽
０
虹
調
翠
刀
飢
加
詔
調
お
お
幻
お
８

弧
０
創
濁
配
”
お
虹
羽
劃
調
犯
塑
西
９

５
２
０
１
１
０
５
６
６
４
５
２
３

羽
あ
０
８
ｎ
ｏ
調
犯
調
由
訓
翠
焔
翠
画

証
叩
０
８
ｎ
ｏ
羽
娼
弱
別
茄
溺
刀
型
妬

６
画
０
０
０
０
７
７
６
７
喝
皿
５
６
５

０
弱
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
２
７

１
１
０
０
０
０
１
１
１
１
２
１
１

０
２
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

*1 ：全医療機関数における割合

*2 ：全医療機関から分からないと無回答を除いた医療機関数における割合

3.3受講率を高める方策

上記3. 1の設問で研修を「実施している」と回答した医療機関に従事者に対する研修

の受講率を高める方策を尋ねた結果、 「はい」が15施設、 「いいえ」が15施設、無回答

が1施設であった。この設問で「はい」 と回答した医療機関にその方策を複数回答可で

尋ねた結果、 「複数回開催」が7施設、 「e-Learning」が4施設、 「資料講習」が3施設、

「伝達講習」がl施設、 「その他」が4施設であった。 「その他」の回答では録画講習が

2施設あった。

3.4職業被ばく低減のための具体的な方策

従事者に対する研修において職業被ばく線量を低減するための具体的な方策が含ま

れているかを尋ねた結果、 「はい」が22施設(71%)、 「いいえ」が7施設(23%)、無

回答が2施設（6％）であった。

3.5職業被ばくを測定するための放射線測定器の着用位置方法
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従事者に対する研修において職業被ばくを測定するための放射線測定器の着用位置

方法に関する内容が含まれているかを尋ねた結果、 「はい」が21施設(68%)、 「いい

え」が7施設（23％)、 無回答が3施設(10%)であった。

3.6放射線防護衣の使用方法

従事者に対する研修において放射線防護衣の使用方法に関する内容が含まれている

かを尋ねた結果、 「はい」が21施設(68%)、 「いいえ」が7施設(23%)、無回答が3

施設(10%)であった。

3.7防護眼鏡および天吊り型の防護板の使用方法

Vascular-IVRの術者である従事者に対する研修において防護眼鏡および天吊り型の防

護板の使用方法に関する内容が含まれているかを尋ねた結果､ 「はい｣が13施設(42％)、

「いいえ」 が13施設（42％)、無回答が5施設であった（16％)。

3.8医師に対してパルス透視レート等に関する研修

従事者に対する研修においてVascular lVRを実施する医師に対して必要がなければ

パルス透視レートを下げる、患者を受像器に近づけるあるいは適度に照射野を絞る等

の研修を実施しているかを尋ねた結果、 「はい」が16施設(52%)、 「いいえ」がll施

設（35％)、無回答が4施設(13%)であった。

3.9従事者に対する放射線測定器の着用指導

放射線測定器を着用していない従事者に対して放射線測定器の着用を促しているか

を尋ねた結果、 「100%着用しているので該当事例なし」が8施設(26%)、 「頻繁に促し

ている」 が9施設（29％)、 「時々促している」が6施設（19％)、 「まれに促している」

が3施設（10％)、 「促していない」が5施設(16%)であった。

この設問で、 「頻繁に促している」 と 「時々促している」を回答した施設に促す方法

を複数回答可で尋ねた結果、 「研修」が6施設（40％)、 「文書回覧（デジタル文書を含

む)」が1施設（7％)、 「院内会議」が1施設（7％)、 「放射線安全委員会等からの指導」

が2施設（13％)、 「放射線診療従事者個々に指導」が8施設（53％)、 「技師長からの

指導」が3施設（20％)、 「部署担当技師からの指摘」が7施設（47％）あった。 「院内

掲示」 と 「上司や院長からの指導」の回答はなかった。

また、 「時々促している｣、 「まれに促している」および「促していない」を回答した

施設に頻繁に促せない理由を複数回答可で尋ねた結果、 「医師には言いづらい」が6施

設（43％)、 「他部署の方には言いづらい」が8施設（57％)、 「上司には言いづらい」が

2施設(14%)、 「促す立場にない」 が2施設(14%)であった。 「同僚には言いづらい」

の回答は無かった。

3. 10放射線測定器の着用状況の把握

従事者の放射線測定器の着用状況を把握しているかを複数回答可で尋ねた結果、 「院

内組織（放射線安全委員会等）は把握している」が9施設（29％)、 「放射線診療従事

者の管理担当部署は把握している」が14施設(45%)、 「一緒に業務する他の医療従事
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者は把握している」が7施設（23％)、 「誰も把握していない」が7施設（23％）であっ

た。院内組織と従事者管理部署の両方で把握している施設は3施設(10%)であった。

3. 11 防護眼鏡の内側に着用する水晶体専用の放射線測定器の着用率

従事者について防護眼鏡の内側に着用する水晶体専用の放射線測定器のおおよその

Table3防護眼鏡の内側に着用する水晶体専用の放射線測定器の着用率

水晶体専用放射線測定器の着用率

配布していな
80％以上100％ 40％以上80％未満 40％未満 着用していない 分からない 無回答

NC 部署等 い

施設割合割合 割合割合施設割合割合施設割合割合施設割合施設割合施設割合

数 1[%]蕊1 2[%]零2施設数1[%]蕊］ 2[％]､2 数 1[％]･】 2[%]｡2 数 1[%]､1 2[%]･2 数 1[%].’ 数 1[%]｡’ 数 1[%].

1循環器内科医 3 10 38 0 0 0 1 3 13 4 13 50 17 55 2 6 4 13

2心臓外科医 0 0 0 0 0 0 2 6 33 4 13 67 12 39 3 10 10 32

3放射線科（主に 2 6 29 1 3 14 0 0 0 4 13 57 15 48 2 6 7 23
1VR）

放射線科（主に
4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 16 100 15 48 3 10 8 26
治療）

放射線科（主に
5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 19 100 13 42 3 10 9 29
核医学）

放射線科（主に
6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 16 100 15 48 4 13 7 23

診断）

7消化器内科医 1 3 20 0 0 0 0 0 0 4 13 80 18 58 4 13 4 13

8消化器外科医 1 3 20 0 0 0 0 0 0 4 13 80 19 61 3 10 4 13

9整形外科医 0 0 0 3 10 33 0 0 0 6 19 67 19 61 2 6 1 3

10脳外科医 1 3 13 1 3 13 1 3 13 5 16 63 18 58 2 6 3 10

11麻酔科医 0 0 0 1 3 17 0 0 0 5 16 83 18 58 3 10 4 13

，2救命救急（科） 0 0 0 1 3 25 0 0 0 3 10 75 15 48 3 10 9 29
医

,3内視鏡担当看護 1 3 20 0 0 0 0 0 0 4 13 80 19 61 3 10 4 13
師

平均 2 11 2 8 1 4 15 77 53 9 18

標準偏差 3 13 3 11 2 10 3 16 8 2 9

*1 1全回答における割合

*2 ：全回答から該当者なしと無回答を除いた医療機関数における割合

着用率を尋ねた結果をTable 3に示す。 「配布していない｣、 「分からない」および「無

回答」を除いた回答における80％以上100%の平均回答率と標準偏差は11±13%で最

も高かったのは「循環器内科医」で38％であるが、 0％の部署が7つあった。また、 「配

布していない」の平均回答率と標準偏差は53±8％であった。

3． 12放射線防護衣の着用率

従事者について職業被ばくを低減するための放射線防護衣のおおよその着用率を尋

ねた結果をTable4示す。 「分からない」 と 「無回答」を除いた医療機関における放射

線防護衣の着用率100%の平均回答率と標準偏差は93±15%であった。さらに、放射線

防護衣が一部の医療機関では日常的に不必要である可能性のある｢放射線科(主に治療)」
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と 「放射線科（主に核医学)」を除くと平均着用率と標準偏差は99士2％であった。

Table4放射線防護衣の着用率

放射線防護衣の着用率

20％以上100％

未満 無回答20％未満 分からない

施設数 割合 割合割合 割合

1[％]･’ 施設数 1[%]摩’ 施設数 1[％]･’ 施設数 1[％].］

100％
部署等NC

割合

2[％]零2

割合
施設数

1[％]･’

循環器内科医

心臓外科医

放射線科（主に|VR)

放射線科（主に治療）

放射線科（主に核医学）

放射線科（主に診断）

消化器内科医

消化器外科医

整形外科医

脳外科医

麻酔科医

救命救急（科）医

内視鏡担当看護師

平均

標準偏差

３
０
０
０
０
０
０
０
０
０
３
０
０
０
１

０
３
０
５
５
２
０
１
０
１
４
６
１

０
ｍ
０
略
焔
６
０
３
０
３
廻
珀
３
７
７

肥
妬
四
羽
兜
西
加
唱
０
羽
叩
弱
、
劉
妬

１
２
３
４
５
６
７
８
９
ｍ
皿
哩
喝

配
皿
塑
加
５
四
詔
弱
瓢
濁
四
Ｍ
訂

４
５
１
２
６
１
０
１
伽
４
４
５
７
６
５

８
４
７
３
１
６
９
８
１
７
７
４
８
６
２

皿
皿
皿
江
帥
弱
皿
％
皿
皿
妬
血
皿
兜
鴫

１
０
０
０
０
０
０
０
０
０
１
０
０

０
０
０
週
週
３
０
３
０
０
０
０
０
２
５

５
叫
９
並
妬
９
３
４
０
７
３
皿
３

０
０
０
４
４
１
０
１
０
０
０
０
０

*1 ：全医療機関数における割合

*2 ：全医療機関から分からないと無回答を除いた医療機関数における割合

3. 13防護眼鏡の着用率

従事者について職業被ばくを低減するための防護眼鏡のおおよその着用率を尋ねた

結果をTable5に示す。 「分からない」および「無回答」を除いた回答における80%以

上100%の平均回答率と標準偏差は34±16%で最も高かったのは「循環器内科医」で

54％、最も少なかったのは「救命救急（科）医」の11%であった。

4． 作業環境

4. 1 X線診療室の天井吊り型の防護板

Vascular-IVRを実施するX線診療室には天井吊り型の防護板が設置されているかを

尋ねた結果、 「すべて設置」が19施設(61%)、 「ほとんど設置」が5施設(16%)、 「一

部設置」が3施設（10％)、 「すべて設置していない」が2施設（6％)、無回答が2施設

（6％）であった。

4.2 X線診療室の防護眼鏡
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Table5防護眼鏡の着用率

防護眼鏡の着用率

20％以上60％未

満 無回答80％以上100％ 20％未満 分からない

施設数 割合 割合1[％]零’ 2[％]･2施設数 割合
割合 割合 割合

l[%]*' 施設数 1[％]拳’ 施設数 1[％]･’施設数 1[%]*’

部署等NC

循環器内科医

心臓外科医

放射線科（主に|VR)

放射線科（主に治療）

放射線科（主に核医学）

放射線科（主に診断）

消化器内科医

消化器外科医

整形外科医

脳外科医

麻酔科医

救命救急（科）医

内視鏡担当看護師

平均

標準偏差

６
画
ｎ
Ｍ
妬
叩
６
６
３
８
５
皿
５

９
２
５
５
２
２
９
９
０
６
６
５
６
８
３

１
４
３
４
５
３
１
１
１
２
１
３
１
２
１

喝
４
ｍ
２
１
７
６
３
７
皿
３
１
６

６
１
２
０
０
２
２
１
３
５
１
１
３

喝
３
６
０
０
６
６
３
加
妬
３
３
ｍ
７
６

妬
妬
四
四
焔
率
四
弱
弱
６
玉
露
王
劉
９

３
妬
３
羽
鋤
焔
蛆
謁
空
妬
弱
弱
謁
塑
皿

哩
喝
鉋
６
３
空
珀
加
濁
謁
ｍ
３
珀
肥
理

４
０
３
５
７
４
０
７
３
１
１
１
２
４
６

５
４
５
２
１
４
３
１
３
６
２
１
３
３
１

５
５
７
６
５
７
９
狸
、
２
、
７
叩

１
８
１
９
９
５
５
７
７
５
哩
皿
７

１
２
３
４
５
６
７
８
９
ｍ
ｕ
狸
喝

*1 ：全医療機関数における割合

*2 ：全医療機関から分からないと無回答を除いた医療機関数における割合

Vascular-IVRを行うすべてのX線診療室には術者とIVR行為の介助者が着用できる

だけの防護眼鏡が配備されているかを尋ねた結果、 「十分ある」が9施設（29％)、 「お

およそある」が12施設(39%)、 「かなり足りない」が6施設(19%)、 「まったくない」

が3施設(10%)、無回答が1施設(3%)であった。

4.3 X線装置が設置された内視鏡室の防護クロス

X線装置が設置された内視鏡室におけるX線装置に装着する放射線防護用の防護クロ

スが配備されているかを尋ねた結果、 「はい」が13施設(42%)、 「いいえ」が12施設

（39％)、無回答が6施設(19%)であった。

4.4 X線装置が設置された内視鏡室の防護眼鏡

X線装置が設置された内視鏡室において防護眼鏡が配備されているかを尋ねた結果、

「十分にある」が6施設（19％)、 「十分ではないがある」が15施設(48%)、 「一つも

ない」が4施設（13％)、無回答が6施設(19%)であった。

4.5一般X線透視室の防護眼鏡

一般X線透視室において防護眼鏡が配備されているかを尋ねた結果、 「十分にある」

が5施設（16％)、 「十分ではないがある」が18施設(58%)、 「一つもない」が8施設
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（26％）であった。

4.6手術室の防護眼鏡

手術室において防護眼鏡が配備されているかを尋ねた結果、 「十分にある」が5施設

（16％)、 「十分ではないがある」が12施設（39％)、 「一つもない」が13施設(42%)、

無回答がl施設（3％）であった。

5． その他

5. 1 エックス線診療室の典型的な事例の線量分布図作成

Vascular-IVRを実施するエックス線診療室の典型的な事例の線量分布図を作成して

研修に使用したり、あるいはエックス線診療室内外に掲示しているかを尋ねた結果、

「はい」が12施設（39％)、 「いいえ」が16施設（52％)、無回答が3施設（10％）で

あった。

5.2放射線防護板や防護衣等の防護効果を示した図表等の研修使用

天吊り型の放射線防護板や防護衣等の防護効果を示した図表等を作成して研修に使

用したり、あるいはエックス線診療室内外に掲示しているかを尋ねた結果、 「はい」が

9施設（29％)、 「いいえ」が22施設（71％）であった。

5.3 Vascular-IVRに診療放射線技師がついている割合

Vascular-IVRに診療放射線技師がついているおおよその割合を尋ねた結果、 「100%」

が20施設（65％)、 「90%以上」が5施設（16％)、 「80%以上」が2施設（6％)、 「40%以

上」が1施設（3％）で、無回答が3施設（3％）であった。 「60%以上｣、 「20%以上｣、

「20%未満」の回答は無かった。

5.4内視鏡室で内視鏡とX線装置を使った検査(ERCP検査等）に診療放射線技師がつ

いている割合

内視鏡室で内視鏡とX線装置を使った検査(ERCP検査等）に診療放射線技師がつい

ているおおよその割合を尋ねた結果、 「100%」が10施設(32%)、 「90%以上」が5施設

(16%)､ ｢80%以上」がl施設(3%)､ ｢60%以上」が2施設(6%)､ ｢40%以上」が1施

設（3％）で、 「20%以上」が2施設（6％)、 「20%未満」が7施設（23％）で、無回答

が3施設（10％）であった。

5.5一般X線透視室での放射線診療に診療放射線技師がついている割合

Vascular-IVRや内視鏡を除く一般X線透視室での放射線診療に診療放射線技師がつ

いているおおよその割合を尋ねた結果、 「100%」が13施設（42％)、 「90%以上」が5施

設(16%)、 「80%以上」が2施設(6%)、 「60%以上」がl施設(3%)、 「40%以上」が4施

設(13%)で、 「20%以上」が1施設(3%)、 「20%未満」が3施設(10%)で、無回答が

2施設（6％）であった。

5.6エックス線透視を伴う手術に診療放射線技師がついている割合

エックス線透視を伴う手術に診療放射線技師がついているおおよその割合を尋ねた
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結果、 「100%」が5施設(16%)､ ｢90%以上」が1施設(3%)、 「80%以上」が1施設

（3％)、 「60%以上」が3施設（10％)、 「40%以上」が3施設（10％）で、 「20%以上」が

3施設（10％)、 「20%未満」が14施設（45％）で、無回答が1施設（3％）であった。

5.7 1VRにおける患者の皮虐線量の管理目標値の設定、実施

IVRでは患者の皮層線量の管理目標値（例: 2～3Gy)を設定し、 IVRを継続するか否

かの判断を行うことを行っているかを尋ねた結果、 「必ず行う」が5施設（16％)、 「ほ

とんど行う」が6施設(19%)、 「まれに行う」が2施設(6%)、 「行っていない」が15

施設（48％)、無回答が1施設（3％）であった。

5.8 1VRにおける放射線被ばくを低減するための方策への診療放射線技師の貢献

IVRで放射線被ばくを低減するための方策に診療放射線技師が貢献しているかを尋ね

た結果、 「はい」が23施設（74％)、 「いいえ」が5施設(16%)、無回答が3施設(10%)

であった。

5.9患者照射基準点の測定

患者照射基準点の測定を行っているかをl施設X線装置5台までで尋ねた結果､すべ

ての医療機関において「はい」 （測定している） と 「いいえ」を回答した合計装置数を

母数とすると測定している装置の割合は59％（39/66）で、 「いいえ」は41%(27/66)

あった。

5． 10患者照射基準点の線量レベル

上記設問5．9で「はい」 と回答した医療機関に回答した装置39台の線量レベルを尋

ねた結果、 「>20mGy」が1台(3%)、 「>15mGy」が6台(15%)、 「>10mGy」が18台

（46％)、 「≦10mGy」が14台(36%)であった。

5. 11診断参考レベルとの比較

Vascular-IVRを実施しているX線装置において診断参考レベルとの比較を行ってい

るかの設問で、 「はい」 と 「いいえ」を回答した合計装置数を分母とすると 「はい」は

74％（52/70)、 「いいえ」が26%(18/70)であった。

5. 12 X線装置の定期点検（契約）

Vascular-IVRを実施しているX線装置において定期点検（契約）を行っているかの

設問で､｢はい｣と｢いいえ｣を回答した合計装置数を分母とすると「はい｣は97％(73/75)、

「いいえ」が3％（2/75）であった。

5. 13 X線装置の始業・終業点検

X線装置の始業・終業点検を行っているかの設問で「はい」 と 「いいえ」を回答した

合計装置数を分母とすると 「はい」は99％（74/75)、 「いいえ」が1%(1/75)であっ

た。
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D.考察

1． 回答施設の概要

回答施設は31と多くはないものの全国の労災病院のほとんど(27/31 ;87%)から回答

が得られており地域的な偏りが少ないと考えられる。また、医療機関の規模の指標とな

る病床数についても職業被ばくの水晶体の等価線量が多くなると思われるIVR等を実

施している医療機関としては、 600床以上の大規模医療機関（23%)から50以上200未

満の比較的小規模医療機関（10％）まで広範囲の規模別の医療機関からデータが得られ

たと考えられる。

2． 従事者管理

2. 1職業被ばくの基本的な管理

医療機関の従事者の職業被ばくの基本的な管理状況について､法令で義務付けられて

いる毎月の被ばく線量の配布は100%実施され、測定結果の医療機関内組織の把握を意

味する委員会等への報告については68%実施されており、基本的な従事者管理は概ね実

施できていると考えられた。

2.2従事者数と登録基準

回答医療機関の従事者数の平均と標準偏差は135±97名で最小20名から最大400名

と医療機関によって従事者数が異なっていることが分かる。しかし、管理区域に立ち入

る医師の従事者登録基準については、 「全員管理」 とする医療機関（48%)と 「管理区域

に立ち入る頻度（による)」によって登録している医療機関（48%)に分かれた。管理区

域に立ち入る医師が放射線診療業務を行うのであれば基本的に全員従事者として管理

すべきであると考えられるため従事者登録、管理方法に課題があることが分かった。管

理区域に立ち入る頻度が少ない医師を従事者として登録管理するために作業量が増え

ることや費用等の問題で十分管理できない状況があると推察された｡本調査では管理区

域内に立ち入って行っている業務の詳細については確認していないため今後医療機関

の従事者管理の状況を詳細に確認する必要があると考えられた。また、 「被ばく線量に

よる」との回答は無かったことから従事者を登録する際の基準として線量ではなく頻度

を重視していることが分かった。

2.3職業被ばく線量限度の順守のための管理

職業被ばくの線量限度を順守するための管理状況を確認する観点から設けた設問の

結果をTable6に示す。職業被ばくの線量測定サービス会社から線量が高い場合に迅速

に報告してもらう措置を講じている医療機関は52%、比較的職業被ばく線量が高い従事

者に対して被ばく低減を図るための措置を講じている医療機関は84%、通常よりもイ

レギュラーに高くなった従

事者に対して被ばく低減を図る措置を講じている医療機関は84%、職業被ばく線量限度
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を超えた従事者が生じないようにするための方策を講じている医療機関は84%で、職業

被ばくを超える恐れのある従事者に対する措置を決めている医療機関は45％であった。

線量測定サービス会社から線量が高い場合の迅速報告を実施している医療機関と職業

被ばくを超える恐れのある従事者に対する措置を決めている医療機関が若干少ないも

のの職業被ばくの線量限度を超えないようにするために従事者に対する線最低減措置

を概ね講じていると考えられた。なお、実際に職業被ばくの線量限度を超える恐れのあ

る従事者に対する措置を講じたことのある医療機関は35%であった。

~｢able6職業被ばくの線量限度を順守するための管理

実施割合

［％］
No 項目

1職業被ばく測定メーカから線量が高い場合に迅速に報告してもらう措置を講じている

2比較的職業被ばく線量が高い従事者に対して被ばく低減を図るための措置を講じている

3通常よりもイレギュラーに高くなった従事者に対して被ばく低減を図る措置を講じている

4職業被ばく線量限度を超えた従事者が生じないようにするための方策を講じている

5職業被ばくを超える恐れのある従事者に対する措置を決めている

52

84

84

84

45

2．4従事者の管理部署等

従事者の管理部署等はほとんどが、 ｢事務局｣が45%､ ｢放射線部門(診療放射線技師)」

が45％ （合計90%）であった。この2つの部署以外の回答は「放射線科等（医師))、放

射線管理室、事務局と放射線部門（診療放射線技師）がそれぞれ1 (各3%)であった。

職業被ばくを測定するための放射線測定器の配布、回収を行っている部署等（複数回答

可）は、事務局が71%、放射線部門（診療放射線技師）が52%で、そのうち事務局と放

射線部門（診療放射線技師）の重複回答医療機関は8施設（26%）であった。つまり、

事務局単独が45%、放射線部門（診療放射線技師）単独が26%、両方が26%となる。この

2つの部署以外の回答は1つ（放射線管理室）だけ（3%）であった。したがって、従事

者の管理や放射線測定器の配布、回収等の作業は「事務局」 と 「放射線部門（診療放射

線技師)」で実施していることが分かった。診療放射線技師が関与していれば、線量の

多寡や線量限度を超える恐れのある従事者の把握と超えないための措置について的確

に実施できる可能性があるが事務局だけで管理している場合の対応に問題が生じてい

ないかを確認する必要があると考えられた。

3． 研修

3. 1放射線防護方法等に関する研修の実施率

従事者に対する職業被ばくの放射線防護方法等に関する研修については、 「該当者な

し」と無回答を除いた平均実施率は60％で、最も実施率が高かったのは「内視鏡担当看
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護師」で68％（19/28)、最も低かったのは「救命救急（科）医」で53%(9/17)であ

った。また、研修を実施している医療機関における受講率が80%以上100%を概ね受講し

ているとすると、平均回答率は50％で最も高かったのは｢放射線科（主にIVR)」の79%

で｢整形外科医」の35%であった。放射線科と「内視鏡担当看護師」を除くと受講率｢20％

未満」の回答が平均24％と多い。研修の平均実施率が60％で良好な受講率の平均回答

が50％であることから研修を実施し概ね対象者が受講している医療機関は約30％程度

にとどまるということになる。また、放射線科と 「内視鏡担当看護師」を除いた医師の

受講率「20％未満」の部署が24％で約1/4である。これらの結果は、医療機関において

多くの従事者（特に医師）が放射線防護方法等の研修を受けていないということを意味

する。水晶体に関する検討会において水晶体の新等価線量限度を順守して従来同様の放

射線診療数を確保できるようにするためには､職業被ばくを低減する方策を的確に実施

することが条件になっている。そのため、職業被ばくを低減するための方策を的確に実

施するための研修の実施率を高める方策が必要であると考えられた。特に、放射線科を

除く医師については100%受講している医療機関とほとんど受講していない医療機関に

大きく分かれているため、 どのような原因でこのような二極化が生じるのかを確認し、

それに応じた対策を講じる必要があると考えられた。

3.2職業被ばく低減に繋がる研修内容

職業被ばく低減に繋がる研修内容に結果をTable7に示す。従事者に対する研修にお

いて職業被ばくを低減するための具体的な方策が含まれている医療機関は71%、放射

線測定器の着用位置方法に関する内容が含まれている医療機関は68%、放射線防護衣

の使用方法に関する内容が含まれている医療機関は68%､Vascular-IVRの術者に対して

防護眼鏡や天井吊りタイプの防護板の使用方法に関する内容が含まれている医療機関

は42%、パルス透視レートの選択、患者を受像器に近づけるあるいは適度に照射野を絞

Table7職業被ばく低減に繋がる研修内容

割合[％］No 項目

1職業被ばくを低減するための具体的な方策が含まれている 71

2放射線測定器の着用位置･方法に関する内容が含まれている 68

3放射線防護衣の使用方法に関する内容が含まれている 68

Vascular-IVRの術者に対して防護眼鏡や天井吊りタイプの防護板の使用方法に関する内容が含
4
まれている

パルス透視レートの選択、患者を受像器に近づけるあるいは適度に照射野を絞る等の内容が含
5
まれている

42

52
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る等の内容が含まれている医療機関は52%であった。多くの医療機関では研修内容に職

業被ばくを低減するための具体的な方策が盛り込まれていたが水晶体の等価線量限度

の引き下げを考慮するとさらに割合を高めるための方策が必要と考えられた。特に、医

師の職業被ばく、特に水晶体の等価線量が高くなる傾向のあるVascular-IVRにおいて

防護眼鏡や天井吊りタイプの防護板の使用方法やパルス透視レートの選択､患者を受像

器に近づけるあるいは適度に照射野を絞る等の内容が含まれている医療機関は50%前後

であり、 これを100%にする方策を講じる必要があると考えられた。

3.3測定器の着用

放射線測定器を着用していない従事者に対して放射線測定器の着用を促しているか

を尋ねた結果で｢100%着用しているので該当事例なし」が8施設(26%)しかなかった。

測定器を着用していない従事者に対して測定器の着用を促す割合は、 「該当事例なし」

を除いた医療機関を分母として考えると、 「頻繁に促している」施設は9/23 （39%)しか

なく、 「促していない施設」が5/23 （22%）あった。促せない理由は、 「他部署の方には

言いづらい」が最も多く 8/14 (57%)で、次に「医師には言いづらい」が6/14 (43%)

であった。測定器の着用状況の把握に関する結果では、医療機関内組織が把握している

医療機関は9/31 (29%)しかなく、誰も把握していない医療機関が7/31 (23%)あった。

水晶体に関する検討会において医師の測定器の着用率が低いことが明らかになったが、

測定器の着用率を100%にするためには部署や職種の壁を取りはずして着用を促すシス

テムを構築する必要があると考えられた。そのためには、医療機関内の担当する組織が

着用状況を把握できるシステムを構築する必要がある。結果2．2において線量結果は委

員会等に報告されているはずなのでそれと合わせて着用状況についても報告すること

を何らかのかたちで医療機関に促す必要がある。

3.4水晶体専用測定器の着用率

防護眼鏡の内側に着用する水晶体専用の放射線測定器のおおよその着用率において、

「配布していない｣、 「分からない｣および｢無回答｣を除いた回答における着用率が80％

以上100%の平均回答率は11%で、最も高かった「循環器内科医」であっても38%でし

かなく、 0％の部署等が7つあった。また、 「配布していない」の平均回答率は53％であ

った。 「分からない」 と 「無回答」を合わせると80％にのぼる。一般的に必要と思われ

る 「循環器内科医」 と 「放射線科（主にIVR)」の着用率の回答数はそれぞれ4， 3であ

り、すべての医療機関で必ずしも必要とは限らないがそもそも水晶体専用の放射線測定

器が配布していない医療機関や配布されていない部署等が多いと推察された｡水晶体に

関する検討会において医師の頭頸部と体幹部の測定器の着用率が循環器内科医で56％、

整形外科医で17%と低いことが示されていたが、水晶体専用の測定器はさらに低い可

能性があることが示唆された。今後、水晶体専用の測定器の着用については当該従事者

の線量の状況に応じて医療機関が水晶体専用の測定器の着用することになると考えら

れているが水晶体専用の測定器が配布されている施設が少ないという課題と配布され
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た測定器を着用していないという2つの課題があることが分かった。

3.5放射線防護衣の着用率

「分からない」 と 「無回答」を除いた医療機関における放射線防護衣の着用率100％

の平均回答率と標準偏差は93±15％であった。 さらに、放射線防護衣が一部の医療機

関では日常的に不必要である可能性のある「放射線科（主に治療)」 と 「放射線科（主

に核医学)」を除くと平均着用率と標準偏差は99±2％であり概ね100%に近い着用率と

考えられた｡放射線防護衣は放射線から自分自身を防護するために必須であることが医

師等に定着していることの表れであると考えられ､必要な放射線診療や診療科等におい

ては防護眼鏡や天井吊り防護板ならびに水晶体専用の測定器も必須であるとの安全文

化の醸成を図る必要があると考えられた。

3.6防護眼鏡の着用率

「分からない」と「無回答」を除き具体的な着用率で回答した医療機関だけの80％以

上100%の平均回答率は34%で概ね低いことが分かった。一般的に必要と思われる「循環

器内科医」 と 「放射線科（主にIVR)」はそれぞれ54%と53%にとどまった。また、 「分

からない」 と 「無回答」の平均回答率の合計は50％であり、実際の水晶体の等価線量の

状況は不明だが防護眼鏡があまり配布されていない現状を示すものと考えられた｡結果

2．2， 2．3および2．5で示したように防護眼鏡の配備率が低いことも要因となっている

と考えられる。水晶体専用の放射線測定器と同様に防護眼鏡も配布されていない課題と

着用していないという2つの課題があることが分かった。

4． 作業環境

4. 1 X線診療室における天井吊りタイプの防護板の設置率

Vascular-IVRを実施するX線診療室における天井吊りタイプの防護板の設置率は、

「一部設置｣と｢すべて設置していない｣の回答の合計は5/31(16%)で､同様にVascular-

IVRを行うすべてのX線診療室に術者とIVR行為の介助者が着用できるだけの防護眼鏡

の配備状況では、 「かなり足りない」 と 「まったくない」の合計は9/31 （29%）であり、

水晶体の等価線量限度が高くなる傾向が高いVascular-IVRを実施するX線診療室にお

ける防護機材の配備に課題があることが分かった。

X線装置は設置されている内視鏡室にX線装置に装着する放射線防護用の防護クロス

が配備されていることが確認できた害||合は42％で、防護眼鏡が一つもない医療機関が

13%確認された。内視鏡については結果5.4で明らかになったように診療放射線技師が

ついていない医療機関が多く、防護クロスと防護眼鏡の配備に関する設問においても無

回答がともに6 （20%）あった。内視鏡室においても職業被ばくを低減するための防護

機材の配備に課題があることが分かった。

一般X線透視室と手術室における防護眼鏡の配備状況については「一つもない」がそ

れぞれ8 （26%)、 13 (42%)であり、多くのX線透視を使用するX線診療室における防
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護眼鏡の配備にも課題があることが分かった。今後は、線量に応じて防護眼鏡の配備を

促していく必要があると考えられた。

5． その他

5. 1線量分布図や防護機材の防護効果図表の活用

Vascular-IVRを実施するエックス線診療室の典型的な事例の線量分布図を作成して

研修に使用したり、あるいはエックス線診療室内外に掲示しているかの調査結果では12

医療機関（39%）が使用しており、天吊り型の放射線防護板や防護衣等の防護効果を示

した図表等を作成して研修に使用したり、あるいはエックス線診療室内外に掲示してい

る医療機関は9 （29%）であった。 X線透視の線量を効果的に低減するためにX線量の

可視化と防護効果を分かりやすく図示することが有効であるが、まだ30～40%程度しか

活用できていないことが分かった。X線診療室の線量分布を測定するには多くの作業が

必要であり最近ではジャングルジム法が開発されている5)6)。 このような簡便で汎用性

の高い測定方法を進化させ､普及させることにより線量分布図や防護効果の可視化を標

準化することが重要と考えられた。

5.2 X線透視を伴う放射線診療への診療放射線技師の従事割合

Vascular-IVR、内視鏡におけるERCP検査、一般X線透視室における放射線診療なら

びにX線透視を伴う手術に診療放射線技師が80%以上従事している割合は、それぞれ

87%、 52%、 65%、 23%であった。水晶体に関する検討会ならびに樺田らの報告4)におい

て診療放射線技師による声かけが術者等の被ばく低減に貢献していることが示されて

いる。 しかしながら、 Vascular-IVRでは87%と比較的高いものの内視鏡では52%、手術

室では23%と低く、診療放射線技師を活用しにくい状況にあることが分かった。今後、

何らかの方策を講じる必要があると考えられた。

5.3 1VRにおける線量の把握と管理

IVRにおいては関係学会等より皮層線量について管理目標値(2～3Gy)を設定し、 IVR

を継続するか否かの判断の機会とすることを推奨している!)8)が、 「必ず行う」 と 「ほと

んど行う」合計は11施設（35%)しかなく、 「行っていない」 と回答した施設は48%にの

ぼった｡令和2年4月1日施行予定の改正医療法施行規則ではIVRを主に実施する循環

器用x線装置については管理目標値による医療被ばくの管理を義務付けていると考え

られるが､施行まで数か月の段階で多くの医療機関で実施できていないことが分かった。

また､上記の改正医療法施行規則ではIVRを実施装置において患者照射基準点における

線量測定と医療被ばく研究情報ネットワーク (Japan network for research and

informationonmedicalexposure, J-RIME)が平成27年4月に公開した診断参考レベ

ル(Diagnosticreference level, DRL) 8)との比較に基づく医療被ばくの管理も義務

付けているが､測定ならびにDRLとの比較を行っている割合は､本調査結果全体で39/66

(59%)であることが分かった。また、DRLとの比較については52/70 (74%)であること
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が分かった。 さらに、 Vascular-IVRを実施するX線装置の定期点検の実施率は97%で、

X線装置の始業・終業点検の実施率は99%であった。X線装置の定期点検実施率と始業・

終業点検実施率はほとんど実施できていたが、 IVRにおける管理目標値の設定･管理、

患者照射基準点線量の測定とDRLとの比較は十分には実施できていないことが分かっ

た。 IVR等による術者や介助者の職業被ばくはX線装置の照射線量に依存すると考えら

れる。改正医療法施行規則によりIVRを実施するほとんどのX線装置は患者照射基準

点線量の測定とDRLとの比較が義務付けられており、施行日である令和2年4月1日以

降は随時すべての医療機関で実施されるものと考えられるが､職業被ばく管理の観点か

らもX線装置の管理や線最の把振が徹底されるように啓発するとともに確実に実施さ

れていることを確認する必要があると考えられた。

5.4患者照射基準点線量

患者照射基準点線量を測定していると回答した医療機関の線量レベルは､本調査結果

全体において、 「>20mGy」が1 (3%)､ ｢>15mGy」が6 (15%)、 「>10mGy」が18 (46%)、

「≦10mGy」が14 (36%)であった。令和2年4月1日施行予定の改正医療法施行規則

ではIVRのDRLとの比較とそれを超えていた場合には直ちに低減することを検討する

ことが求められているが、現在のIVRのDRLは20mGy (/min)であり、 20mGyを超えて

いるX線装置は原則最適化（低減） されることになる。また、現在のDRLは令和2年4

月に改訂される予定であるが現在の線量を勘案すると20mGyよりも低くなることが予

想される。そうすると 「>15mGy」の線量レベルにある装置の全部あるいは一部も低減

されることが予想される。該当した装置は従事者が被ばくする対象の装置になっており、

これらの従事者の被ばく低減に寄与することが期待できる。 したがって、 X線装置の照

射線量の管理は職業被ばく低減の観点からも非常に重要であり、患者照射基準点線量の

測定と比較、そして低減を求めていくことが肝要であると考えられた。特に、医師等の

水晶体の等価線量限度が新等価線量限度を超える恐れがある場合にはできる限り照射

線量の低いx線装置の使用を推奨すべきであると考えられた。

6． 考察の総括

①毎月の測定結果の配布や職業被ばく限度を順守するための措置等､基本的な従事者

管理は概ね実施できていると考えられた。しかし、管理区域に立ち入る頻度で従事

者登録している医療機関が約半数あり、従事者登録、管理方法に課題があることが

分かった。医療機関が抱える問題を確認した上で合理的な従事者登録、管理に関す

る指針を示す必要である。

②従事者の管理や放射線測定器の配布、回収等の作業は事務局と診療放射線技師で実

施していることが分かった。事務局だけで管理している場合に線量の多寡や線量限

度を超える恐れのある従事者の把握と超えないための措置について的確に実施で

きるか等、問題が生じる可能性がないかを確認する必要がある。
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③従事者に対する職業被ばくの放射線防護方法等に関する研修の実施や受講率が不

十分であることが分かった。職業被ばくを低減するための方策を的確に実施し、水

晶体の新等価線量限度を順守できるようにするために研修の実施率や受講率を高

める方策が必要であると考えられた。また、研修項目に防護眼鏡や天井吊りタイプ

の防護板の使用方法やパルス透視レートの選択等､研修に取り入れるべき項目を具

体的に示すことが重要である。

④医療機関における放射線測定器の着用状況の把握が不十分でなおかつ着用しない

従事者に対する指導ができていないことが分かった｡放射線測定器の着用率を100％

にするためには着用状況の医療機関内把握システムならびに部署や職種の壁を取

りはずして着用を促すシステムを構築する必要がある。

⑤今後、水晶体専用の測定器の着用については当該従事者の線量の状況に応じて医療

機関が水晶体専用の測定器の着用することになると考えられているが水晶体専用

の測定器が配布されている施設が少ないという課題と配布された測定器を着用し

ていないという2つの課題があることが分かった。

⑥放射線防護衣の着用率は概ね100%に近いが防護眼鏡や天井吊り防護板の使用率を

高める方策が必要であり、放射線防護衣は放射線から自分自身を防護するために必

須であることが医師等に定着していることから、必要な放射線診療や診療科等にお

いては防護眼鏡や天井吊り防護板ならびに水晶体専用の測定器についても必須で

あるとの安全文化の醸成を図る必要がある。

⑦水晶体専用の放射線測定器と同様に防護眼鏡も配布されていない課題と着用して

いないという2つの課題があることが分かった。

⑧Vascular-IVRを実施するX線診療室における天井吊りタイプの防護板､X線装置は

設置されている内視鏡室にX線装置に装着する放射線防護用の防護クロスや防護

眼鏡ならびに一般X線透視室と手術室における防護眼鏡等、多くのX線透視を使用

するX線診療室における防護機材の配備にも課題があることが分かった。今後は、

線量に応じて防護機材の配備を促していく必要がある。

⑨x線診療室の線量分布を測定するには多くの作業が必要であり簡便で汎用性の高い

測定方法を進化させ、普及させることにより線量分布図や防護効果の可視化を標準

化することが重要と考えられた。

⑩職業被ばく管理の観点からもx線装置の管理や線量の把握が徹底されるように啓

発するとともに確実に実施されていることを確認する必要がある。

⑪x線装置の照射線量の管理は職業被ばく低減の観点からも非常に重要であり、患者

照射基準点線量の測定と比較、そして低減を求めていくことが肝要である。特に、

医師等の水晶体の等価線量限度が新等価線量限度を超える恐れがある場合にはで

きる限り照射線量の低いX線装置の使用を推奨すべきである。
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E.結論

現時点の放射線管理状況を明らかにするとともに医師を中心とした医療従事者の水

晶体の新等価線量限度を順守するための方策を導出することを目的として医療機関に

おける放射線業務従事者の放射線管理に関する調査を行った｡その結果多くの知見を得

た。

医療機関が抱える問題をさらに詳細に調査、確認した上で従事者登録・管理、放射線

測定器の配布・着用、職業被ばく線量のチェックと線量に基づく措置、放射線防護方法

等に関する効果的かつ合理的な研修、放射線診療の内容・件数および従事者の被ばく線

量（特に水晶体の等価線量）に応じた防護機材の配備ならびにX線装置の管理や線量把

握に関する指針等が必要である。

本調査結果は多くの知見を得たが、医療機関の現状を詳細に確認すべきこともいくつ

かあったため来年度は特徴的な医療機関を抽出し現地調査を実施すべきであると考え

られた。また、本調査結果を踏まえて水晶体の新等価線量限度に係る事項を中心に改正

法の施行前年度と施行年度の放射線管理状況の変化を継続して調査を行うことが肝要

である。
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参考資料1

医療機関における放射線業務従事者に対する放射線管理に関する調査票

および結果

有効回答施設数は31である。回答肢の後に（）書きで回答数を記す。また、無回答があ

る設問には無回答数も記す。

（1）基本事項

医療機関のタイプを教えてください。

大学病院（0） ②総合病院（23） ③循環器センター等の専門病院（1）

その他（7）

設問1

①

④

設問2病床数は以下のどの範囲か教えてください。

①600床以上(7) @400～<600 (10) O200～<400 (10)

④50～<200 (3) <500 (0) 無回答(1)

設問3 救急指定のタイプを教えてください。

①一次救急（3） ②二次救急（22） ③三次救急（4） 無回答（2）

（2）従事者管理

設問4放射線業務従事者の毎月の被ばく線量をチェックしていますか？

①はい（31） ②いいえ(O)

設問5 上記設問4で「はい」と回答された施設の方へ。チェックしている方の職種と職位

を教えてください。 （複数回答可）

職種： ①事務職（12） ②診療放射線技師（29） ③医師（7）

④医学物理士（0） ⑤その他（3）

設問6放射線業務従事者の線量の測定結果を委員会等に報告していますか？

①はい（21） ②いいえ（9） 無回答（1）

23



設問7 上記設問6で「はい」と回答された方へ｡報告している委員会等を教えてください。

（複数回答可）

①放射線安全を担当する委員会（18） ②労働安全を担当する委員会（3）

③病院長を含む病院の幹部会議（4） ④その他（2）

設問8職業被ばくの測定メーカから線量が高い場合等に迅速報告してもらう措置を講じ

ていますか？

①はい（16） ②いいえ（5） 無回答（10）

設問9 上記設問8で「はい」 と回答された方へ。その基準と方法を教えてください。 （複

数回答可）

基準：①実効線量が（1～2)mSv以上の者(11) ②その他(1)

方法：①メール(2) @FAX(10) ③電話(4) @LINE(O)

⑤その他（2）

設問10比較的職業被ばく線量が高い従事者に対して被ばく低減を図るための措置を講じ

ていますか？

①はい（26） ②いいえ（4） 無回答（1）

設問11 上記設問10で「はい」と回答された施設の方へ。その措置を教えてください。 （複

数回答可）

①本人に文書で注意喚起（5） ②本人に口頭で注意喚起（2）

③所属長に文書で注意喚起（21） ④所属長に口頭で注意喚起（11）

⑤その他（0）

設問12通常よりもイレギュラーに高くなった従事者に対して被ばく低減を図るよう措置

を講じていますか？

①はい（26） ②いいえ（4） 無回答（1）

設問13上記設問12で「はい」と回答された施設の方へ。その措置を教えてください。 （複

数回答可）

①本人に文書で注意喚起（2） ②本人に口頭で注意喚起（1）

③所属長に文書で注意喚起(20) ④所属長に口頭で注意喚起(8)

⑤通常よりも高くなった理由の確認（0） ⑥その他（0） 無回答（3）
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設問14貴施設のおおよその放射線業務従事者数を教えてください。

30施設135±97人、最大400人、最小20人、 1施設は不明。

設問15放射線被ばくする可能性のある医療従事者等（管理区域にまったく立ち入らない

者を除く）の放射線業務従事者としての管理状況を教えてください。

医師：全員管理（15） ／管理区域に立ち入る頻度による （15） ／

被ばく線量による （0） ／ その他（0） 無回答（1）

設問16職業被ばくの線量限度を超える可能性のある放射線業務従事者はいますか？

① （4～14）人いる （4） ②いない（27）

設問17職業被ばくの線量限度を超えた放射線業務従事者が生じないようにするための方

策を講じていますか？

①はい（26） ②いいえ（5）

設問18上記設問17で「はい」と回答された施設の方へ。その方策を教えてください。 （複

数回答可）

①毎月の測定結果の迅速確認（22） ②注意喚起（19）

③部署異動はしないが被ばくがないか少ない業務に変更（3）

④部署異動（1） ⑤その他（4）

設問19職業被ばくの線量限度を超えるおそれのある従事者に対する措置を決めています

か？

①はい（14） ②いいえ（17）

設問20上記設問19で「はい」 と回答された施設の方へ。措置や手順を教えてください。

（複数回答可）

①部署異動（2） ②業務変更（6） ③注意喚起12）

④複数者による措置の理由の説明（0） ⑤その他（2）

設問21 実際に職業被ばくの線量限度を超えるおそれのある従事者に対する措置を講じた

ことがありますか？

①はい（11） ②いいえ（20）
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設問22上記設問21で「はい」と回答された施設の方へ。措置によってトラブルが生じた

ことがありますか？

①はい（0） ②トラブルになりそうになった時がある （0） ③いいえ（11）

設問23放射線業務従事者の管理をしている部署等を教えてください。

①事務局（14） ②放射線部門（診療放射線技師） （14）

③放射線科等（医師） （11） ④医学物理部門（0） ⑤決まっていない(O)

⑥その他（2）

設問24放射線業務従事者への放射線測定器の配布、回収を行っている部署等を教えてく

ださい。 （複数回答可）

①事務局（22） ②放射線部門（診療放射線技師） （16）

③放射線科等（医師） （0） ④医学物理部門（0）

⑤その他（0）

設問25放射線業務従事者ごとに定期的に測定結果を配布していますか？

①はい（31） ②いいえ(O)

設問26放射線管理業務を專門に行う部署がありますか？

①はい（8） ②いいえ（23）

設問27放射線管理業務を専門に行う職員がいますか？

①はい（8） ②いいえ（23）

設問28上記設問27で「はい」と回答された施設の方へ。放射線管理を専門に行う職員の

職種と職位ならびに人数を教えてください。

職種：①医師（4） ②診療放射線技師（5） ③事務職(o)

④医学物理士（0） ⑤その他（4）
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（3）研修

設問29下記の中で放射線診療や放射線診療の介助等を行う医師および看護師（以下、放

射線診療従事者）がいる場合、該当者に対して、職業被ばくの放射線防護方法等に関する研

修（以下、研修）を実施していますか？

①循環器内科医

実施している （17） 実施していない（9） 該当者なし（5）

②心臓外科医

実施している （8） 実施していない（7） 該当者なし（14） 無回答（2）

③放射線科（主にIVR)

実施している （14） 実施していない（7） 該当者なし （9） 無回答（1）

④放射線科（主に治療）

実施している （12） 実施していない（7） 該当者なし（8） 無回答（4）

⑤放射線科（主に核医学）

実施している （9） 実施していない（5） 該当者なし（13） 無回答（4）

⑥放射線科（主に診断）

実施している （15） 実施していない（9） 該当者なし（4） 無回答（3）

⑦消化器内科医

実施している （14） 実施していない（12） 該当者なし（5）

⑧消化器外科医

実施している （15） 実施していない（13） 該当者なし（3）

⑨整形外科医

実施している （18） 実施していない（12） 該当者なし（1）

⑩脳外科医

実施している （14） 実施していない（11） 該当者なし（4） 無回答（2）

⑪麻酔科医

実施している （16） 実施していない（11） 該当者なし（3） 無回答（1）

⑫救命救急（科）医

実施している （9） 実施していない（8） 該当者なし（10） 無回答（4）

⑬内視鏡担当看護師

実施している （19） 実施していない（9） 該当者なし（3）
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設問30上記設問29で研修を「実施している」と回答された施設の方へ。診療科別に研修

のおおよその受講率を教えてください。

①循環器内科医

100%(4) 80%以上(2) 60%以上(1) 40%以上(3) 20%以上(1)

20％未満（5） 分からない（1）

②心臓外科医

100％（3） 80％以上（0） 60％以上(O) 40%以上(0) 20%以上(0)

20%未満(2) 分からない(1) 無回答(2)

③放射線科（主にIVR)

100％（9） 80％以上（2） 60％以上（1） 40％以上(2) 20%以上(O)

20%未満(0) 分からない(0)

④放射線科（主に治療）

100%(8) 80%以上(0) 60%以上(1) 40%以上(2) 20%以上(0)

20％未満（1） 分からない（0）

⑤放射線科（主に核医学）

100％（5） 80％以上（1） 60％以上(0) 40%以上(2) 20%以上(0)

20％未満（1） 分からない(O)

⑥放射線科（主に診断）

100%(10) 80%以上(1) 60%以上(2) 40%以上(2) 20%以上(0)

20％未満（0） 分からない（0）

⑦消化器内科医

100%(4) 80%以上(1) 60%以上(1) 40%以上(2) 20%以上(0)

20％未満（5） 分からない（1）

⑧消化器外科医

100％（4） 80％以上（1） 60％以上（1） 40％以上（2） 20％以上（0）

20％未満（6） 分からない（1）

⑨整形外科医

100%(5) 80%以上(1) 60%以上(1) 40%以上(4) 20%以上(o)

20％未満（6） 分からない（1）

⑩脳外科医

100％（4） 80％以上（1） 60％以上（2） 40％以上（1） 20％以上（1）

20％未満（4） 分からない（1）

⑪麻酔科医

100％（5） 80％以上（0） 60％以上（0） 40％以上(3) 20%以上(1)

20％未満（5） 分からない（2）
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⑫救命救急（科）医

100%(3) 80%以上(0) 60%以上(0) 40%以上(3) 20%以上(0)

20％未満（2） 分からない（1）

⑬内視鏡担当看護師

100％（6） 80％以上（5） 60％以上（2） 40％以上（2） 20％以上(O)

20％未満（3） 分からない（1）

設問31二つ前の設問29で研修を「実施している」と回答された施設の方へ。放射線診療

従事者に対する研修の受講率を高めるための方策を実施していますか？

①はい（15） ②いいえ（15） 無回答（1）

設問32上記設問31で「はい」 と回答された施設の方へ。方策を教えてください。 （複数

回答可）

①複数回開催(17) @e-Learning(4) ③資料講習(3) ④伝達講習(1)

⑤その他（0）

設問33放射線診療従事者に対する研修では、職業被ばく線量を低減するための具体的な

方策が含まれていますか？

①はい（22） ②いいえ（7） 無回答（2）

設問34放射線診療従事者に対する研修では、職業被ばくを測定するための放射線測定器

の着用位置。方法に関する内容が含まれていますか？

①はい（21） ②いいえ（7） 無回答（3）

設問35放射線診療従事者に対する研修では、プロテクターの使用方法に関する内容が含

まれていますか？

①はい（21） ②いいえ（7） 無回答（3）

設問36 Vascular-IVRの術者である放射線診療従事者に対する研修では、防護眼鏡および

天吊り型の防護板の使用方法に関する内容が含まれていますか？

①はい（13） ②いいえ（13） 無回答（5）

設問37放射線診療従事者に対する研修では、Vascular-IVRを実施する医師に対して必要

がなければパルス透視レートを下げる、患者を受像器に近づけるあるいは適度に照射野を

絞る等の研修を実施していますか？

①はい（16） ②いいえ（11） 無回答（4）
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設問38放射線測定器を着用していない放射線診療従事者に対して放射線測定器の着用を

促していますか？

①100％着用しているので該当事例なし（8） ②頻繁に促している （9）

③時々促している （6） ④まれに促している （3） ⑤促していない（5）

設問39上記設問38で、 「②頻繁に促している」と 「③時々促している」を回答された方

へ。促す方法を回答ください（複数回答可)。

①研修(6) ②院内掲示(O) ③文書回覧（デジタル文書を含む) (1) ④院内会議(1)

⑤上司や院長からの指導（0） ⑥放射線安全委員会等からの指導（2）

⑦放射線診療従事者個々に指導（8） ⑧技師長からの指導（3）

⑨部署担当技師からの指摘（7） ⑩その他(O) 無回答(1)

設問40二つ前の設問38で、 「③時々促している｣、 「④まれに促している｣、 「⑤促してい

ない」を回答された方へ。頻繁に促せない理由を回答ください（複数回答可)。

①医師には言いづらい（6） ②他部署の方には言いづらい（8）

③上司には言いづらい（2） ④同僚には言いづらい（0） ⑤促す立場にない（2）

⑥その他（0）

設問41放射線診療従事者の放射線測定器の着用状況を把握していますか？（複数回答可）

①院内組織（放射線安全委員会等）は把握している。 （9）

②放射線診療従事者の管理担当部署は把握している。 （14）

③一緒に業務する他の医療従事者は把握している。 （7）

④誰も把握していない。 （7）

⑤その他（0）

無回答（1）

設問42下記の部署等の放射線診療従事者について職業被ばくにおける防護眼鏡の内側に

着用する水晶体専用の放射線測定器のおおよその着用率を教えてください。

①循環器内科医

100％（1） 80％以上(2) 60%以上(O) 40%以上(0) 20%以上(1)

20％未満（0）

着用していない（4） 配布していない（17） 分からない（2） 無回答（4）

②心臓外科医

100％（0） 80％以上（0） 60％以上(O) 40%以上(0) 20%以上(1)

20％未満（1）
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分からない（3） 無回答(10)着用していない（4） 配布していない（12）

③放射線科（主にIVR)

100％（0） 80％以上(2) 60%以上(0)

20％未満（0）

着用していない（4） 配布していない（15）

④放射線科（主に治療）

100％（0） 80％以上（0） 60％以上(O)

20%未満(0)

着用していない（5） 配布していない（15）

⑤放射線科（主に核医学）

100%(O) 80%以上(0) 60%以上(0)

20％未満（0）

着用していない（6） 配布していない（13）

⑥放射線科（主に診断）

100%(O) 80%以上(0) 60%以上(o)

20%未満(0)

着用していない（5） 配布していない（15）

⑦消化器内科医

100％（1） 80％以上(O) 60%以上(0)

20％未満(O)

着用していない（4） 配布していない（18）

⑧消化器外科医

100%(0) 80%以上(1) 60%以上(O)

20％未満（0）

着用していない（4） 配布していない（19）

⑨整形外科医

100%(O) 80%以上(0) 60%以上(3)

20％未満（0）

着用していない（6） 配布していない（19）

⑩脳外科医

100%(O) 80%以上(1) 60%以上(1)

20%未満(0)

着用していない（5） 配布していない（18）

⑪麻酔科医

100%(O) 80%以上(0) 60%以上(0)

20％未満(O)

40％以上（1） 20％以上（0）

分からない（2） 無回答（7）

40％以上(0) 20%以上(0)

分からない（3） 無回答（8）

40％以上(O) 20%以上(o)

分からない（3） 無回答（9）

40％以上(O) 20%以上(0)

分からない（4） 無回答（7）

40%以上(0) 20%以上(0)

分からない（4） 無回答（4）

40％以上（0） 20％以上（0）

分からない（3） 無回答（4）

40％以上(O) 20%以上(0)

分からない（2） 無回答（1）

40％以上(O) 20%以上(1)

分からない（2） 無回答（3）

40%以上(1) 20%以上(0)
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着用していない（5） 配布していない（18） 分からない（3） 無回答（4）

⑫救命救急（科）医

100%(O) 80%以上(0) 60%以上(O) 40%以上(1) 20%以上(o)

20％未満（0）

着用していない（3） 配布していない（15） 分からない（3） 無回答（9）

⑬内視鏡担当看護師

100％（0） 80％以上（1） 60％以上（0） 40％以上(0) 20%以上(0)

20%未満(0)

着用していない（4） 配布していない（19） 分からない（3） 無回答（4）

設問43下記の部署等の放射線診療従事者について職業被ばくを低減するための放射線防

護衣（プロテクター）のおおよその着用率を教えてください。

①循環器内科医

100%(26) 80%以上(O) 60%以上(0) 40%以上(1) 20%以上(0)

20%未満(O) 分からない(0) 無回答(5)

②心臓外科医

100%(14) 80%以上(0) 60%以上(0) 40%以上(0) 20%以上 (O)

20％未満（0） 分からない（3） 無回答（14）

③放射線科（主にIVR)

100％（22） 80％以上(O) 60%以上(O) 40%以上(0) 20%以上 (0)

20％未満（0） 分からない（5） 無回答（9）

④放射線科（主に治療）

100％（10） 80％以上（0） 60％以上(O) 40%以上(O) 20%以上 (O)

20%未満(4) 分からない(5) 無回答(12)

⑤放射線科（主に核医学）

100％（5） 80％以上(0) 60%以上(0) 40%以上(0) 20%以上 (0)

20％未満（4） 分からない（5） 無回答（16）

⑥放射線科（主に診断）

100％（19） 80％以上（0） 60％以上（0） 40％以上（0） 20％以上 （0）

20％未満（1） 分からない（2） 無回答（9）

⑦消化器内科医

100％（28） 80％以上（0） 60％以上（0） 40％以上（0） 20％以上 （0）

20％未満（0） 分からない（0） 無回答（3）

⑧消化器外科医

100％（5） 80％以上(O) 60%以上(0) 40%以上(0) 20%以上 (0)
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20%未満(1) 分からない(1) 無回答(4)

⑨整形外科医

100％（31） 80％以上（0） 60％以上（0） 40％以上(O) 20%以上 (0)

20％未満（0） 分からない（0）

⑩脳外科医

100％（23） 80％以上(O) 60%以上(O) 40%以上(O) 20%以上 (0)

20％未満（0） 分からない（1） 無回答（7）

⑪麻酔科医

100％（23） 80％以上(O) 60%以上(0) 40%以上(0) 20%以上 (O)

20％未満（0） 分からない（4） 無回答（3）

⑫救命救急（科）医

100%(14) 80%以上(0) 60%以上(0) 40%以上(0) 20%以上 (0)

20％未満(o) 分からない(6) 無回答(11)

⑬内視鏡担当看護師

100％（27） 80％以上（0） 60％以上(O) 40%以上(0) 20%以上 (0)

20％未満（0） 分からない（1） 無回答（3）

設問44下記の部署等の放射線診療従事者について職業被ばくを低減するための放射線防

護眼鏡（メガネ）のおおよその着用率を教えてください。

①循環器内科医

100％（11） 80％以上（2） 60％以上(1) 40%以上(4) 20%以上(1)

20％未満（5） 分からない（1） 無回答（6）

②心臓外科医

100%(4) 80%以上(O) 60%以上(1) 40%以上(O) 20%以上(0)

20％未満（5） 分からない（8） 無回答（13）

③放射線科（主にIVR)

100％（8） 80％以上（2） 60％以上(1) 40%以上(1) 20%以上(O)

20％未満（7） 分からない(1) 無回答(11)

④放射線科（主に治療）

100％（2） 80％以上(0) 60%以上(0) 40%以上(0) 20%以上(0) 2

0％未満（6） 分からない（9） 無回答（14）

⑤放射線科（主に核医学）

100％（1） 80％以上（0） 60％以上（0） 40％以上（0） 20％以上（0）

20％未満（5） 分からない（19） 無回答（6）

⑥放射線科（主に診断）
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100％（5） 80％以上（2） 60％以上（1） 40％以上(1) 20%以上(0)

20％未満（7） 分からない（5） 無回答(10)

⑦消化器内科医

100%(3) 80%以上(3) 60%以上(1) 40%以上(1) 20%以上(3)

20％未満（9） 分からない（5） 無回答（6）

⑧消化器外科医

100%(2) 80%以上(1) 60%以上(1) 40%以上(O) 20%以上(2)

20％未満（12） 分からない（7） 無回答（6）

⑨整形外科医

100％（6） 80％以上（1） 60％以上（0） 40％以上(0) 20%以上(3)

20％未満（11） 分からない（7） 無回答(O)

⑩脳外科医

100％（10） 80％以上（1） 60％以上（1） 40％以上（2） 20％以上（2）

20％未満（2） 分からない（5） 無回答（8）

⑪麻酔科医

100%(3) 80%以上(0) 60%以上(0) 40%以上(0) 20%以上(1)

20％未満（10） 分からない（12） 無回答（5）

⑫救命救急（科）医

100％（1） 80％以上（0） 60％以上(O) 40%以上(0) 20%以上(1)

20%未満(7) 分からない(11) 無回答(11)

⑬内視鏡担当看護師

100%(5) 80%以上(1) 60%以上(0) 40%以上(2) 20%以上(1)

20％未満（10） 分からない（7） 無回答（5）

（4）作業環境

設問45Vascular-IVRを実施するX線診療室には天井吊り型の防護板が設置されています

か？

①すべて設置（19） ②ほとんど設置（5） ③一部設置（3）

④すべて設置していない（2） 無回答（2）

設問46Vascular-IVRを行うすべてのX線診療室には術者とIVR行為の介助者が着用で

きるだけの防護眼鏡が配備されていますか？

①十分ある （9） ②おおよそある （12） ③かなり足りない（6）

④まったくない（3） 無回答（1）
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設問47 X線装置が設置されている内視鏡室にはX線装置に装着する放射線防護用の防護

クロスが配備されていますか？

①ある （13） ②ない（12） 無回答（6）

設問48 X線装置が設置されている内視鏡室には防護眼鏡が配備されていますか？

①十分にある（6） ②十分ではないがある（15） ③一つもない(4) 無回答(6)

設問49一般X線透視室には防護眼鏡が配備されていますか？

①十分にある （5） ②十分ではないがある （18） ③一つもない（8）

設問50手術室には防護眼鏡が配備されていますか？

①十分にある （5） ②十分ではないがある （12）

無回答（1）

③一つもない（13）

（5）その他

設問51 Vascular-IVRを実施するエックス線診療室の典型的な事例の線量分布図を作成し

て研修に使用したり、あるいはエックス線診療室内外に掲示していますか？

①はい（12） ②いいえ（16） 無回答（3）

設問52天吊り型の放射線防護板や防護衣等の防護効果を示した図表等を作成して研修に

使用したり、あるいはエックス線診療室内外に掲示していますか？

①はい（9） ②いいえ（22）

53 Vascular-IVRに診療放射線技師がついているおおよその割合を教えてください。

100%(20) @90%以上(5) 80%以上(2) @60%以上(0)

40%以上(1) @20%以上(0) 20%未満(0) 無回答(3)

問
①
⑤

几
又

三
蔵

設問54内視鏡室で内視鏡とX線装置を使った検査(ERCP等） と治療に診療放射線技師

がついているおおよその割合を教えてください。

①100％（10） ②90％以上（5） ③80％以上（1） ④60％以上（2）

⑤40％以上（1） ⑥20％以上（2） ⑦20％未満（7） 無回答（3）

設問55 Vascular-IVRや内視鏡を除く一般X線透視室での放射線診療に診療放射線技師が

ついているおおよその割合を教えてください。
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①100%(13) @90%以上(5) O80%以上(2) @60%以上(1)

⑤40％以上（4） ⑥20％以上(1) 20%未満(3) 無回答(2)

設問56エックス線透視を伴う手術に診療放射線技師がついているおおよその割合を教え

てください。

①100％（5） ②90％以上(1) 80%以上(1) @60%以上(3)

⑤40％以上（3） ⑥20％以上（3） ⑦20％未満（14） 無回答（1）

設問57 1VRでは患者の皮層線量の管理目標値（例:2～3Gy)を設定し、 IVRを継続する

か否かの判断を行うことを行っていますか？

①必ず行う （5） ②ほとんど行う （6） ③まれに行う （2）

④行っていない（15） 無回答（3）

設問58 1VRで放射線被ばくを低減するための方策に診療放射線技師が貢献しています

か？

①はい（23） ②いいえ（5） 無回答（3）

IVR基準点）の測定を行っていますか？主に使用する5設問59患者照射基準点（旧称、

台までご記入ください。

①はい（16） いいえ（9）

②はい（13） いいえ（5）

③はい（6） いいえ（4）

④はい（2） いいえ（5）

⑤はい（2） いいえ（4）

無回答（6）

設置していない（5）

設置していない（9）

設置していない（11）

設置していない（11）

無回答（8）

無回答（12）

無回答（13）

無回答（14）

設問60上記設問59で「はい」と回答された施設の方へ。回答した装置の順で測定値と主

な用途をご回答ください。

①>20mGy(1) >15mGy(2) >10mGy(8) ≦10mGy(5)

②>20mGy(0) >15mGy(2) >10mGy(8) ≦10mGy(3)

③>20mGy(0) >15mGy(1) >10mGy(1) ≦10mGy(4)

④>20mGy(0) >15mGy(1) >10mGy(0) ≦10mGy(1)

⑤>20mGy(0) >15mGy(0) >10mGy(1) ≦10mGy(1)
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設問61診療科または部署別に主に被ばくしている装置を上記設問60の①～⑤の番号等

でご回答ください。

①循環器内科医：装置（24）／①～⑤以外の装置又は業務で被ばくしている （0） ／

被ばくしていない（1）

②心臓外科医：装置（10①～⑤以外の装置又は業務で被ばくしている（5）被ばくし

ていない（5）

③放射線科(主にIVR:装置(17) ①～⑤以外の装置又は業務で被ばくしている(1)

／被ばくしていない（1）

④放射線科(主に治療) ：装置(3)／①～⑤以外の装置又は業務で被ばくしている（4）

／被ばくしていない（9）

⑤放射線科（主に核医学） ：装置（1） ／①～⑤以外の装置又は業務で被ばくしている

（5） ／被ばくしていない（6）

⑥放射線科(主に診断) :装置(7)／①～⑤以外の装置又は業務で被ばくしている（3）

／被ばくしていない（8）

⑦消化器内科医：装置（12） ／①～⑤以外の装置又は業務で被ばくしている （8） ／

被ばくしていない（1）

⑧消化器外科医：装置（6）／①～⑤以外の装置又は業務で被ばくしている（10） ／

被ばくしていない（3）

⑨整形外科医：装置(8)／①～⑤以外の装置又は業務で被ばくしている（11） ／被

ばくしていない（4）

⑩脳外科医：装置（14）／①～⑤以外の装置又は業務で被ばくしている （4） ／被

ばくしていない（3）

⑪麻酔科医：装置（4）／①～⑤以外の装置又は業務で被ばくしている（9） ／被ば

くしていない（5）

⑫救命救急（科）医：装置（0） ／①～⑤以外の装置又は業務で被ばくしている （6）

／被ばくしていない（9）

⑬内視鏡担当看護師：装置（5）／①～⑤以外の装置又は業務で被ばくしている（11）

／被ばくしていない（5）

設問62Vascular-IVRの診断参考レベルとの比較を行っていますか？設問59で回答した

装置の順でご回答ください。

①はい（20） いいえ（8） 無回答（3）

②はい（17） いいえ（3） 設置していない（2） 無回答（9）

③はい（9） いいえ（2） 設置していない（5） 無回答（15）

④はい（3） いいえ（3） 設置していない（7） 無回答（18）

⑤はい（3） いいえ（2） 設置していない（7） 無回答（19）
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設問63Vascular-IVRを実施するエックス線装置の定期点検（契約）を行っていますか？

設問59で回答した装置の順でご回答ください。

①はい（28） いいえ（0） 無回答（2）

②はい（21） いいえ（0） 設置していない（1） 無回答（9）

③はい（11） いいえ（1） 設置していない（4） 無回答（15）

④はい（7） いいえ（0） 設置していない（6） 無回答（18）

⑤はい（6） いいえ（0） 設置していない（6） 無回答（19）

設問64エックス線装置の始業・終業点検を行っていますか？設問59で回答した装置の

順でご回答ください。

①はい（29） いいえ(O) 無回答(2)

②はい（21） いいえ(O) 設置していない(1) 無回答(9)

③はい（11） いいえ（1） 設置していない（4） 無回答（15）

④はい（7） いいえ(o) 設置していない(6) 無回答(18)

⑤はい（6） いいえ(o) 設置していない(6) 無回答(19)
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参考資料2

(ver20200115)

2020年1月吉日

放射線診療部門管理の責任者様・担当者様

益々ご清祥のことと存じます。

このたび､予定されている水晶体の等価線量限度の法令改正に関連し、厚生労働

省労災疾病臨床研究事業費補助金研究「医療分野の放射線業務における被ばく

の実態と被ばく低減に関する調査研究」(研究代表者細野眞）におきまして、

放射線診療従事者の被ばく低減につなげる資料とするため、

(1)施設の管理状況のアンケート （別紙1）

を実施することと致しました。

つきましては貴施設のご協力をいただけますよう謹んでお願いを差し上げる次
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第です。

詳細なご説明は別紙1にございます。

恐縮ながら回答締切を2020年1月末日と致します。

下記の研究代表者のメールアドレス宛に回答ファイルを添付して送信ください。

ご多忙のところ恐縮ですがどうぞよろしくお願い申し上げます。

近畿大学医学部放射線医学教室

教授細野眞

589-8511大阪狭山市大野東377-2

Phone: ***-***-****

Fax: ***-***-****

Email: *********@******
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参考資料3

厚労省労災疾病研究2019年度第2回関東ANGIO研究会

（第3回防護・計測セミナー）
2019.09.29

1nTukuba
・職業被ばく調査(水晶体を中心に）

・研究代表者:細野眞(近畿大学教授）

・研究分担者三上容司(横浜労災病院副院長、

整形外科医)、竹中完(近畿大学､消化器内科

医師)、古場裕介(放射線医学総合研究所)、

渡邉浩(群馬パース大学）

・研究協力者(現時点）神田玲子､赤羽恵一(放射線医学

総合研究所)、山田崇裕､坂口健太(近畿大学）

・研究期間令和元年～3年(水晶体被ばく限度の改正時期

（予定)を挟む3年間）

教育講演

改正医療法施行規則
一医療放射線の安全管理を中心に－

群馬パース大学大学院

渡邉浩

21

ひと､くらし､みもい④ために 0＊才へ ,銀色のせ配B よく毎写一

《うg窺停I省一 …”
、御'” ｜ "…｜ "卿一 ゞ 鰯…､’ “飼憾．｡‘ “‘

介亡一』 乃軍‘広■凸一山か肥1毒●回り…塁審ユ〈犀屈弱担■し薯'二uT己浄棺G5淘畳■里監ウ墨と”L

電離則等関係法令等の見直しの方向

1 意見具申どおり取り入れることが適当な項目について

（ 1 ）新たな水晶体の等価線量限度の取り入れ

口眼の水晶体の等価線量限度を5年間の平均で20mSv/年かつ

いずれの1年|こおいても50mSvを超えないこととすること

が適当。

ロ十分な放射線防護措置を講じても、なお高い被ばく線量を

眼の水晶体に受ける可能性のある者(注'）については、一

定の期間（注2）は、眼の水晶体の等価線量限度を50nISv/年

を超えないこととすることが適当（注3） ｡

〈淫1 ）管理区堪において医学的処圏又は手時を行う侭鋳のうち．当紘東偏に欠くことのできない茜屡の

専門的な知崖及び康蝕を有するものであって．喧の水晶体が受ける毎面惚艮が癖v斗皆超える

おそれのあどもので．かつ、後任者を容巴に得ることがで倉ない埆合写が考えられる，

〔盛2)一定の期間は､刀ｲドﾗｲﾝ等の周知や専門家の柑導毎により改吾するまで'二要する■間や

断たな故射億防腫用品が朋尭されるまての雨聞として．約3年が見込まれる．

（盛3）竃軍各は、対立とぢる労倦吾について．可能な困り早期に断たな＊＆体の等価輝佳眠区を遍守

することが可蛙となるよう努めるごとが且まLい､

厚労省HP:眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会報告書の概要より引用改変

令幻元年5月74ョ（山'〕

塞星早見面全企詑錘譲笹生浦

■…“
眼の水晶体の被ばく限匿の見直し等に関する

検討会の報告書を取りまとめました

醒一で:弓 このだび．覗錐才里毎据導く錘の屍互しむlご錫する郵凸、迩具：心掛ロー已潅返靱大字

乎長』…■ｾ酌吟友と睡一芝ので,軍L,FTO

…金,ぱ平日23（Z○ﾕ1】年4月；＝写画する】額P声吋j ざPこED?…や”四℃②醜ぎげ躍

区Iご多Z……を市まえ￥喧巽i和1巳》年3月〉巨匡「…里奪=侵尋室91妙路■窪り守宮つち:

て〔…申フ 』 ･匡田C覆璽手.“痔建てに窪むI 'て‘,げすa

この＝…置おいてモ庫■、■白g季，卜■■（璽下P垂叱』こいい面. ) .芒詮γろ唾…

凸一斗短轆‘n再五L句冒伴う傍■～汗今万睡哉､て､け圧IZ鰯巧誕射唾けってざまL宅.ゆ耐…11以

下のとありです．

厚労省

HPより

3 4
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法令、ガイドライン、ルール

・リニアック等の放射化物の規制整備
JsRr

･CTの遮へい計算の改訂
JSRr

･核医学の患者のスリッパ履き替え取りやめ
JSNMT＆JSNM

･医療被ばく低減施設認定
JART＆JRPS

コンテンツ

･医療被ばく適正管理

･水晶体被ばく限度改訂

･医療従事者の職業被ばくの管理と低減

5 6

法令、ガイドライン、ルール

・リニアック等の放射化物の規制整備
JSRT

･CTの遮へい計算の改訂
JSRT

･核医学の患者のスリッパ履き替え取りやめ
JSNMT＆JSNM

･医療被ばく低減施設認定』ARr&JRPS

放射線部門に関わる法令改正

Ｌ ４

RI法2019年9月全面施行

＊特定放射性同位元素の防護措置2019年12月

I 医療被ばく2020年4月施行

i 水晶体綴ばく鰻震引篝下唖一2021年4月施行予定

法令やガイドラインは天から降ってく
るものではなく作るもののでは

、
‐
４

「

[

87
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正確な情報､知識改正省令の課題or留意点

・人の話を鵜呑みにしない

．複数の情報を入手

・自分で確認

・エビデンスレベルを把握

・明文化されていないものや解釈は(時間の経

過とともに)変わる可能性がある

．誤った理解や悪意的な理解も

・改正省令には一部不明な点等がある

一例えば､記録の保存期間､装置等の範囲､線量
表示機能､患者に提供する情報

． 「診療用放射線に係る安全管理のための指
針の策定に係る通知｣発出予定

一コピペすれば良いのではなくガイドライン的？

一指針に書くべきことだけ？、全体？

・医療機関の判断や今後の推移によっては状
況が変わる可能性がある

109

エビデンスャ"繩競議鱸灘溌驚誌錨諦

（私見） “"雌適化をけう；'’…二‘

隈醗竪0]1皇講7号

V虎31 f123月 13日

慨眺j、
厚生労働街庚政囿失

I 公印有隙 ）

1台'姓1J:瞳fj地IiIゾ》 ･部を教l{島－1る省擶哩j姫11･等i二ついて

|効力のあるｶｲドﾗｲﾝ等’

I “

乱、目|屋辰躰司施

3 :＝

I診轌諦鮮’
F

1
医政発0312

第7号通知
L

F

詞
厚労省検討

’ 料＆議事
L

朝1 &〉嘘jH舵41鍼二F､ろ安i二も理侃制,こつい・ざ (草｡【何術,二kる故Ⅲ菰のl禺

噸1J趣1r岨111蝿*礫年啄牛占;7恥風}ｻ 1．1ド紙悦11ﾘ という )恥1策

、1 1恥2項熟3号ﾛ)2間係）

ゴ,ノグ八球挫置.正I土祇蝿Ⅱﾘ感21農恥1サル･心朝日サぴし2泉.字ザルい-ｵ‘れかに

卿rるfⅡ‘〃f･愉弐ぎも､乙鋤院叉:池:妙所〈以| I飛賦弊． ‘しぃ弓．）の臂即占･

It、隈鯉法〈ﾛ川1噸ｲ1愁律端畠､5号l蹄'j景心19及び断規則恥1鵲‘〕11廟2岐

輸3号の型の悦芯二.峡づき､鮫ﾔ岬を卿いえ1K中山促牌二時し､ぐ茂,二絶;了る

体制を確l鼎しな6ﾅjlげなら座､ ､(･ダ!でか吾二上，

｜ 循環器ガｲドﾗｲﾝ l
循環器診療における放射線被ばくに関する
ガイドライン(2011年版）

ⅣRに伴う放射線皮膚障害の防止に関する

ガイドライン

*すぺてとは限らない

1211

診断参考レベル
（｣-RlME）
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匡疲法匹おける医療放射線に係る安全管理の分類璽璽蕊■’
診療放射線に係る安全管理体制 ’

●医掠放射線に係る安全管理は、管理省が確保すぺき安全管理の体制の1つとし、体
ルリの硴保に当ﾉ〔 -うての調じるべき擴茜を定める。

’
糖理者が砿保すべき安全管理の体制

（鯉1毎1条の皿〕
輪1 歩海淵故41弾'二係る安全鞍理ｲｨ制につい-ご （改止省fTにj:ろ故,l樅Jﾉ隠

嘩法施ij蝿則（B'雑123年厚生肖行鋪50号。以1.. 『新規Ⅱ|l という｡）輔’幾

．)11菊2噸端3号J》2閨係）
■
■
■
■
’に

院内感露珂策（岨剛第ﾕ麺11踊ﾕ項晴1号）

候五風に係る安全管理〔悲煽2弗の11尾2項員z号）

麓鵜護鷆駕駕欝：
テーーー■~一争口食卓や￥■･曇会◆弾●■与申や●ゆめ争の■面の四一号旬辱申卓｡F早口間■●･字画一一一=一一一一

L 隆愈放射媒に係る安全管埋

｜･-医顕放射銀の安全管理寅低君の配麓

1--座酸放射狼の支全置畷の力:めの哩埋謹一
I 放射臆盛事者霧Iと対する唾瞭放射鴎に係る賓全管理
！~~のための且目研俺の実施

I 匿趣放射陸によ蚤瞳鰻匙ばくI,：係る支全憧哩のため｝

L..に心嚢となる次に掲げる唾嬰の実鹿子の他医凍放蝿
線による医蕨笹ばくに採る安全管理のために必覆とE
なる万策の実旛

､

』 齢療川放射線に係る安全,臣理のため【'〕賃任行

2 誰凍111放射線の雀全利ﾙlj》ための術計

I 患者情報提供 l●
3 放射報静療に従亨寸-ろ背に叶寸･る診峨川放射線L,)安全利Xl4'jための研催

4 放射線齢繊を受ける肴の当赦放41線による被減<線故L'1管理及び記録そ

の他の診療川放射綴の安全利1NをH的とした改善のたげ)の方策

情 提

新たに規定

r･医療砿ばくの腺■漬l畢
0 -

1 罰 一

卜阪毅袷ばくの限■記録

l医療被ばく線量の記録と管理被医 記 ’ヰ
第7回医療放射線の適正管理に閲する検討会資料｢医勇放射疎の安全笹理のための指針（案）について」より引斤

13 14

線量を管理､記録すべき装置等
添付文書で確認してください

4 故9.1線離職堂交ける肴の当蝕放射線に上る篠ば <線敞の管理腱び記録そ

J〕他の訟旅川般肘線の女全利川をH的とLた改善('〕ための方策

（1） 糠枯置･剣肱ついて

う・ 次;二柵げる鮫11像諺施iご川いるⅨ療帷器諦 (以卜､ 「楢･』?．､1塊吋

敢K轍偽器郡 とL， ., ） :己ついては絃射練鹸喰を受8ｹろ術-,,〕1k晦被

Iさく 参')鍬哉が他vj敏射律齢守と比粒して多いことに逼2A、菅 唖・ 3，1

且吋飲Ⅸ輪機器等畳〃Iいた離喰に当たって1t、儲【萱<稗峨 を適｣Eに

胃･姻・1.ること

・ 移伽』制デジタル式繭環器川X練遇視診断装澄

・ 移動刑ｱﾅｰITグ式術鰯器川X線透縄砂断装置

・ 棚閥鯏デジタル式術環器ⅡlX線透視診断装置

. KW慨岬1アナ'7グ式鯆環器川X線透iM診耐i装置

. x練(.､1淵1，'rせ戦術環器X線齢断装置

・ 土｣州lX線〔.T診断装置

・ X線〔.T組介せ戦ホジI､ Iフシ〔､1装置

・ X線『､1劇1 1'rせ輔SPE(.T装置

・ 陽電1．．1断層撮朧診凍川放射性同位元恭

・ 砂鑪111故91性同位元素

稗動型デジタル式術環滞川X線透視診断装置

稗動剰ア･ﾅ． !コグ式術環器川X線透視診断装置

据置剛デジタル式術環器川X線透視診断装置

据催刑アナ'コグ式術環器川X線透視診断装憧

X線〔､T剥崎せ剰術環器X線診断装置

全』"川X線〔､ '1･診断装置

X"CT組合せ製ボジト1フン(ごT装置

X"CT組合せ剛SPE(､T装置

陽電「･断層撮影診療川放射性同位元素

誌瞭川放射性同位元素

･移動型等の用語が現場の理解と合っていません

15 16
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外科用イメージは？据置型アナログ式汎用X線透視診断装置

据置型アナログ式汎用一体聖X線透視診断装冨

移動型アナログ式汎用X線透視診断装置

移動型アナログ式汎用一体型X線透視診断装置

ポータブルアナログ式汎用X線透視診断装置

０
０
０
０
ｍ

１

２
１
２

０
０
０
０
０

１

１

２
２
１

２
２
２
２
３

６
６
６
６
６

７
７
７
７
７

３
３
３
３
３

機械器具09 陸魚用ユノクス緯装置及び医療用エックス線装固需エックス線管

管塞移動型アナログ式汎用一体型X線透視診断装展 ．I恥h 376?2020

編…'溺軽管需OA形
ポータブルアナログ式汎露一体型X線透視鯵断装

置

376310釦

移動型デジタル式汎用X線透視鯵断装置

移動型デジタル式汎露一体型X線透視診断装置

ホータブルデジタル式汎用x練透視鯨断装置

3754釦10

3764脚20

3764釦10
秘動堀デジタル式術蹴器》ⅡX線透拠診断装世

僻動剥7．ナIコグ式鯖臓器州X線透視診断装置

掘憧堀デジタル式術矧器NiX線透視診断装置

ポータブルデジタル式汎用一体型X線透窺移断装

置

376490鋤

爾冨型デジタル式汎用X線透視診睡装置

權菖盤デジタル式汎用一体壁x臓透視診薮装置

汎用X線透視診断装置用プログラム

汎用一体型X線透掬鯵断装置露プログラム

創外固定蕃治磁針画支援プログラム

37679010

37679020

37621032

37621“2

5812…

柵置瑠アナログ式術環器M1X線透視診断装置

X線C1.組介せ堀循環器X線能断装澄

全身恥X線〔丁診断装置

X線〔. .I組合せ梨ホジトlコン〔､1装置

X線〔.r組合せ岬』SPECT装置

陽甫』.､断層撮鯲診療川放射性同位元素

診療川放1.1性同位元紫

＊汎用型や汎用一体型ではありません

＊泌尿器用･婦人科用でもありません 1片

1817

それ以外の装置等は？線量をどのように記録したらいいの？

ア管琿･記録吋祭朕蝦機器等を川いた齢療lこ当たっては､ 淵談診療

を受ける荷Jj慨療院ばくに上る源散を記録-j-ること

イ l憾療陵ばくの線拭記録は、関係学会樺の策定したガイドライン津

を参考に、診樵を受ける肴の綾ばく線赦を適蝉こ険証できる嫌式を

川いて行うこと。雁お、 ｜躍師法（Ⅱ棚】23年法伸輔201号･）前21糸lこ規

疸する診療録、診療放射線技師法（11{{f1126年法律靖型“･）輔2M条に

規准-1-る照射録又は新規則雨2()条輔l”- iこ蝿定するエックス線写真

勝しくは市30最ﾘ)23雨21f(に規定す.る診療M1放射性同位元素皆し<

は陽電Iz断層撮影診瞭川放射性同位元素の他111の帳騨等において、

当縦放射線診療を愛:ナた肴が特・1世できる形で被ばく線杜を記録Lて

いる嶋介は、そｵ【らを線散記録と-1-ることがでざること

（3） その他Lﾉ)敏41線診療機器輔における線姑管理及び線飲記録につい

管理・記録対象1尺僚機器謙以外の倣射涼診療侭器輔であって、人体

に照射叉は投与－1．ろもJjについ-”, 、 .E､婆に応じて当被放肘線診療機

器津にkる診療を受Iナる行ﾘ;jIX瞭綾ばくリノ線散管理及び線赦記録を

ij ･うことが領ましい二と
－

’
Ｆ
Ｌ
4装置以外の線量の管理と記録はどうするの？

訓

４

Ｆ
」

記録されていれば何でも良L
一だったら出来ますよね

宮口

一

、

2019
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医療法における医療放射線に係る安全管理の分類…■’
○医放放射線(E係る安全管理は､筐理首が確保すべき安全曽理の体制の1つとし､休

榊|の確保に当ﾙっての講じるぺさ蝸箇帝定める。

|麿埋言種像すべき安全奮理“制｜…1条の11）

F灘雛篭蕊駕&
吟高唖斬姪療妓術等(廟剛鰯,粂の,,傭2嘘4句） 髄たに規定
"■＝ご‘■ロー峰一一口戸■■■いい酌ロー●揮幸や｡軍戸や■唾四二■曲一一一口ー＝■毎曲②=－■-- =■…ﾛ ﾛ ﾛ ロ ーーー ーー－－－

11 必滅故刷破に係る安全管埋

0’ --医鍾放射總の安全琶理鷹低奮の配困 『,晦瞭験ばくの組田贋曝

｜ ’ …-…-"----: 」 -…Fil匿鰯鰯ばく確固壷

医療被ばく線量の管理

f 放射線維職を受;ナる間．",医礁被ばく”線吐管理とば．間際学会等

‘,"hiJLたガイドライン琴を奪鼻に、綾1t、練吐J'評餓腱び綾1tく

線獄げ》雌適化を1．jう1町でき,る二L、

露7回医療蚊蛎練の適正管理に閲する檎肘会貴科「医療故蛤錬の安全管理のための描針（案）について』より引用

21 22

彦蕎函ﾚべﾙほ
どう決めるのか
ｰ 三

診断参考レベルの値の意味
医療被ばく線量の管理

診断参考レベルが75パーセンタイルの値の場合

・線量分布上位25％の施設では，診断参考レベルよりも高
い線量を用いていることになる．

・診断参考レベル以下の線量を使っていても，最適化の余
地がある可能性がある．

診断参考レベル(DRL)が
75パーセンタイルの場合

IVRは患者照射基準点に

おける線量率の実測

DRLを超えた場合は､直ち

に線量の最適化ができな
いか検討する

医学的に正答な理由があ

ればDRLを超えることは許

容される

画'､IUI奄獣L ’l 1i1‘ 1Ⅱ､． 1－’ 'i

Id ln

頻
度

｣-RlME:最新の

国内実態調査結

果に基づく診断

参考レペルの設
定(その2)より

引用

1 1 り･町 A

I 考レベルよりも高い

線量

Z

|ボｲﾝﾄのみ､管理方法の詳細はﾏﾆｭｱﾙで’ DRL

23 24
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睡断色考レーレは

どう決塁”
ー 一

診断参考レベルと最適化
核医学の場合

ただちに検査プﾛﾄｺﾙ変更を検討する

常に防護の最適化を意識する

画像の確認が求
められる度合い

診断参考ﾚべﾙ(DRL)を超えたら.…・
診断参考ﾚベル(DRL)を下回っていても ･シリンジ製剤を測定しなくても良い

･投与後の残量を測定しなくても良い

．高い精度を求めてはいません
め
い

罎

求
合

が
度

頻
度

頻
度

一ニーーーー

線量の確認が求
Ｊ
ｊ
Ｊ
ｕ
ｖ
Ａ
ハ
〃
〃
″、

、

い

合
量

度
線

る

ご
〃

DRLDRL

× ○
j-RlME:最新の国内実態調査結果に基づく診断参考レベルの設定(その2)より引用

2625

IVRの線量管理I
]･医麗赦芽t葎の安全■理に催る壹全蓉誉削鰐きし1F政■の！『ぬの方策に関する■半方針

医疲絞輔醗鐘■管馳.．寮いて

二医歳放射遇の題晟皆理程本方針として､指針において以下を記柱することとしてはどうか

血管造影検査につきましては､先ほど来、申し上げましたとお
り、血管造影の|VRの医師がばくしやスイッチを押すという行為

がございます｡これにつきましては､国内外を問わず多くのガ
イドラインにおいては下にございますとおり､確定的影響､組
織反応が起きる閾値といいますのが､最低限が2Gyのところ

から一時的紅斑ということで出現いたします｡それを踏まえま

して､各ガイドラインでは､2GVを超え得る状態となり得る場合
に､改めて2GVを超えて放射線診療を継続すべきかどうかとい
うことを一度そこで検討するというのが多くのガイドラインの記
載でございます｡これは決して線量限度を設定するという意味
ではございませんで､そこを上回る際には､上回るなりの理由

をしっかりと定めた上で､上回った診療を行うという形が必要
ではないかと考えております｡こういった部分につきましては、

線量管理の基本方針で記載してはどうかと考えております。
篤7回崖療放射線の適正管理に関する検肘会狸事陣より引用

】を…鱒§静態螺烹:雲§溌需÷談霊詣…管晶遷て囑・…".行う、合罰
…と吹勢季する．
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第7回医療放射緑の遇正笹理に関する検肘会貢料｢医療放射線の安全蟹理のための指針(実）についてlより引用
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IVRに伴う放射線皮層障害の防止

に関するガイドライン 、心【“to『

・インフオームドコンセント

･ IVR手技における皮盧線量の管理目標値の

決定

･ IVRに使用する装置の線量率の把握

・皮層障害の影響線量を超えたと考えらる患
者への対応

・スタッフの教育訓練
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同2 l DRLに用いられる墓埴遠視錦量測定昨Jj駐何学的鰹置

循環器診療における放射線被ばくに関するガイドライン(2011年改訂版)より引用

29 30

| 5｣重擁御事番と馨苔との間の惜鰯の共有に関する原“制
函

１
１

|医療被ばくの記録は殆どで蕾ている1

1虐繩醗濡履詞
総愛く"Lぜ 、線量>,“

被医療被ばくの記録は殆どできている

等
央 較比1

’
｡患者に対する一般的な診顕行為についての旧輻提供は､当醸診療行為の実禰罰に好う事が基
本であるが､放射腺鯵蒙については,その身体に対する長期的日超への懸念から.放射纏鯵
療美施後に当鮫診療を受けた患者から改めて説明を求められるケースが多い.

｜
榊

こ医覆従事者と患者との間の情報の共有に問する里本方針として､以下を配厳することとして
はどうかロ

I』.■者に対する蝋國麺厘震の明示
I 里酉に”る腿新富犀.当賦幹毎を真壷する畦摺崇草屋王空匡ご費芒琶持ﾗz;蔑因言又は対応する馨昂をE錘定’
1必そ名色iさその活ぞ正瞳

＝＝畢毒＝=；
(朝】蛙酎■毎F9にF梱丁己■■凋又蹄捗置生射珊家側融ど

1－－－－－与冒畠二吉＝と墓言 ･一~~=言二宮ニアーー ､一ー、吉＝二言ニーゴ竺一=一一=

r画一一一一一一幸一=~＝~＝~＝=四一=P字一一一~寺園←=~±や今ヰー園一一一－一一弓一一一一一一

12( “#擁騨戻蛎前の患割冒葱宜劃湖方針の明示
I ｴ1当…・韻により哩定される壷瞭く麺とその”(唾慶応《樋芝飼”》及[闘卑町”)の観阿
i ユ）リスク，ベネフィット通号豆した極・理の必要告（而堅ｲ罰）の娩明 ■ーーーー
： 3)当醍硯で毒している蚤醸著ばくの露に腿する再ﾜ拒み【■垂ご)麹明

‐マーーーーーーーーーーーーーーーーーｰーー‐ーー＝ー＝一弓一一一一一一一一＝ーｰ＝ー＝ー＝＝＝＝＝‐ロー■ニーーーーーー一■一面一＝一一＝ｰ‐■一一ーー＝一ｰ---ー‐乃

娼．放射…実施後に二者から硯明を求められた函苅輌針の明宗
I ，>星唾軍癌ばくに睡五して里言Iこ何う憲切不量｣星(高■事盆:縄生し亀尋色又員三郎長睡る""""!
： 発生露嘩轌に埋する甚琵ﾜﾅに沿って繭事するここ
1 2）当…･麺に悪ける蕊泳ぐ鰯■こそ唾■(1譲反尾（篭重勇影■〕及Z…認暉)の固目
： ｡〕リスク･べﾈﾌぎﾂﾄ彊薯量して豐睦投査・培襲瀞必要ておつだごと(璋化】の茂閣
ロ 噛忘戯

IVRを除けば意外とシンプル
･ 1V貧寒と.函罪電のlこや屯を角すし邑L里且を浬えても宅導色 苫、 【vR琶瞑写し亀ことによ吾優蛋蚤び:vR唇＝止し量専合｜
の木多｣ヨ矼白卑宕の1回鴎か色風

･ 亀軍し､し冒L;岨■を巴え亀遷.ご三じうろ唱盈貝零(…“）にラー､て禰節砂嘩臭弱航に蝉EしていEこと悪超要 ’
1 斗〕当餌璃て夷麗している医実覆綜くの麺iこ冊する厩り倍み（麺に）の鐙明

第7同陰零放射線の過正管理に閥する検討会資料「医接放射線の安全笹理のための揃針（案〕 について」より引用
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蝉型Qa垂 I感医学(放輔牲嵯瞳晶）
ⅣP三垂気空竺写 実掴与屋（H函）
(mGWmm）

〆クリルファントム唖駿■揮嘩体型の魯荷へ投与すも
の切齢上Ir股■し.辱華体放射醒剛の放射能屯■出
星の忠君に使尾‘る鰯射炉⑲閲定盤(ヰｭﾘｰﾒｰ
件顛射し、Fご可露■Z↑で 夕）により”令
写進卓の空気ｶｰﾏ（豆退＃緯定B薗展ぴ放射仙墨剤
魚繊■字>を遅定 の侮唾学的単滝鰍により

区出

入願麥而国■(mGy) 実塗与量《H函）
及び饗盆部輸

空室.､丘二J胡一A帆巴■血おばft投与す轟救射娃
配一 且再崖

②当匝困名I垂■E↑ 【愚者エ号淳P.{室ﾕjJ-’一

謬感蕊"鑿鰯肥割
a旨趣圧､鯛肘時肥辱の撮 上弔■且
彫パラメータからE唾ソ

フトウェア導竃使用して
■出

CT

D DRL函 CTD恥（mGy）
R (単位) DLp（mGY･亡m)
L

の殴瞳■表示掬鯛あり喚敏の也酋亟言ID恥.、LP
鰻定 の中奥佃〔又Iま叩均傭）と
定方 DRLの値牲比較

法

醒■彊示挽斌麓しCT用芦画函露■針ECTDI
フアントム内に設置し､厚
華休且の患巷に後尾する蚕
射条件で■寵して鞄電

邑 記録する佃 DLP（mGY･m1）

葛 （単位】 殴び掴“位
人灘■■正云竺二里卜・ ■吾！霧示（叉』晟軽告言I‘
の定 画Fさ刷凡DLPE配初

態建ﾛ蜜示…･…冒凰蕊…鯵“ラメータから計再ソフト

録 ウェア等逗梗月して宮聖

医療放射線の安全管理のための
指針作成

ﾄﾜｰｸ〔ｺｰR1HEノ ．．

（案）についてlより引用改変

匿旱抄剥酌し尻.,"五尾ﾏｰｭｱﾙ． （侭オも＝畢窒人日＝…旺塞監序1醇桧,ゴ〈鯖寛日母才冒･

第7同臣⑬鱗射疎の諏下管理に閲する検討会資料I医療放附腺の安全唇理のための指針

3433

医療放射線の安全管理のための指針(案)のｱｳﾄﾗｲﾝ“｜の｜ 医療放射線の安全菅理のための指針(案)のｱｳﾄﾗｲﾝ” ’
○以上を踏まえ、医撮放射線による医療詩ばくの安全管理について、医療法施行規則
に基づき策定する指針に紀載すべき基本的事項を指針（案）として提示することと
してはどうか｡

: 1, 医寂放射綴の安全管理に閲する基本的考え方
・放射振防屋に閲する基本醐鋤流（識まくの分鋼、“噸坊暖の墨本的原則）

. ･確定釣膨■蝿*暉応）のﾘｽｸ

Iカイドラインー礪彌）。 ，殖皐釣&藩のリスク 通イ

C以上を踏まえ、医撮放射糠による医療藩ばくの安全管理について、医療法施行規則
に墓づき策定する指爵に紀載すべき基本的事項を指針（案）として提示することと
してはどうか、
-----=一一一一マーーーーーーーーー国宇一一一一一一一凸一=一－一セーーーーーー－－－－－－－=~=~一手~一一≠~~~一一=一一一一■==~~ローーーーーー'

' 1.医寂放A螺の安全管理に肌する基本的考え方
’ ･放尉裡防瞳に関する基本的知掘（被ばくの分鋼．放身弱R弱躯輻本鈎原則）

･殖定釣影密（姐痙応）のリスク
･確率的B藩のリスク 鐙潮．

2.疾痘域創想に係る安全萱理のだめの従事省に対する5斉修に壁する基本方針
･研修を行うべき医僚蓋ばくの正当化･昼達化に付随する藁窮に従竃する音の定義
･それぞれ…に芯して行うべき謂覆の侭冨

3.医蚕放掘の安全管理に係る安全の確保を目的とし尼改善のための方策に関する基本方針
･諄呈管麗及【淫■Ⅱ目録を実凝する医魚磯霊､放射筐同位元驚等
・線丘宕埋及…■炉鋒の具体的実漉響

4.放離糠の過剰副まくその他放月認l麺に醍す吾事例発菫跨の対応に閥する基本方針
・対応対象となる■例
･寧例対応に腰L,ての放射線安全萱理寅任者､主治医､放肘割斗医師‘ 』多深放射線蒙寵の役亜
・具体的対応方針

5.医銀從車者と愚者との旺鋼胃輻の共胄に関する基本方針(忍者胃Iこ対する当該福費の腿覧に湖す
る基本方fTを含む。 ）

・忍者に苅する睨明の苅応者
.放能嫁跡墓睡鰯の思者にﾇ官する鋭覗方針

・放射線妙療実施後に思者から践明を求めう症た塵の対応方針

３
４

1q

第7回匪毒吹尉騨の適正萱理に因する検討会資料I医凍故躬律の安全管理のための指針(実）について｣より引用 第7回医豪放附陳の適正管理に閲する検討会資料｢医療放射嫁の安全管理のための指針（妻）について｣より引用

3635

DRLの&砿及び悪者d沸帛串測ﾇrの方法Lつい（竜 一
区三F■三■▼凸一F

■

患者さんに説明する線量と部位を網羅していますか？
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2．牧童認に対する研鰹に間す語通皐方K＋

研俺の対象となる従事者の馨耕範囲

にそれぞれの医療従事者の業務は､医療被ばく防護の観点では以下のように位直づけられる： ’

医療放射線に係る安全管理の

ための職員研修

’
巨らぢ…唖庁昌わぅ了で:垂ﾏ吟、量ぎ“'
ず－1 鳧野､…I言ﾓ輻窪えろ， ： 1

第7伺候由純射線の適正讐理に関する検肘会資料『医療放鼎線の安全管理のための指針（実）について」より引用

37 38

研修プログラム：特定（一例）
|VR

・対象: IVR施行医と診療放射線技師

研修プログラム：定期（一例）

・対象：医師・技師は全員、看護師も出来れば全員、そ

の他関係職員

・時間： 1時間～1.5時間

・医療従事者に必要な放射線防護の基礎知識

・人体影響、 自然放射線、法令、測定器着用方法、ポータブル

・医療被ばくの基本的な考え方と放射線防護の基礎

・被ばくの3区分、放射線利用の3原則、行為の正当化、防護

の最適化、放射線防護の3原則、医療被ばく線量と影響、 イ
ンフォームドコンセント

倣射線障書が生じた場…" l繍窒鞠I・患者への情報提供の仕方

赤字は必須項目

･時間： 1時間～1.5時間

騨霧
･研修内容（以下）

･ IVR施行時の患者線舅
凸匡11睡埋閣八う犀1吠可毒'今竺/nt匡全＋･国際機関や国内学会等の指針

１
１
』

･事故や障害発生事例

･行為の正当化とインフォームドコンセント

･当院のルール（例: 2GVに達した場合の対応等）

･患者線量の最適化と患者線三の記録、管理

･放射線障害が生じた（可能性を含む）場合の対応

･患者への情報提供の仕方
赤字は必須項目

4039
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DRLは線量限度？改正法要求事項と判断

／
‐
、

○渡邉構成員ありがとうございます。

そうしますと､先ほどの件もあるのですが､最適化の指
標としてDRLを入れていく｡そしてステップごとにより高みの

目標に向かっていくということなのですけれども､私の概念
としては､最終的にはこれは医療の中でも線量限度にか
かわってくるのではないかなという印象ですが､これは｡も
ともと線量限度を最適化､正当化というのは､単純に独立
したものではないと思いますので､いろいろかみ合ってい

るものなのでしょうけれども､最終的に患者さんの照射線
量と被ばく線量が落ちてくるわけですから、それは線量限
度という放射線防護の考え方にはならないのでしょうか。

関係学会･団

体の役割､責
任が大きい

○

蝿願叫

韓“方富治事ゞ

第5回医疲放射轍の逼正冒理に関する検酎会屋亭録より引用

4241

第6回眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に

関する検討会資料

■阜蕨明

l配合

2函

い）…観画■を■左する毛睡実用■庭ついて

（z］雄…嘩且軍困､こつ､$て

（3）報蛋包置につL'て

（品》署壺

昌哩壹

s匪阿貞側一斑

■■1■馬l匿昼丑西江についてlB…B）

査舜Z作■■■毎■●に三又､て1…I

改正法のスケジュール

（個人的な推測）

2019.08.01 2019年度中？ 2020.4月頃 2021.04.01

2019.09.24
EP活一転■騨済うて事吐謂■望輸ゴピ■■寺■の定皿釘r毛IfZ国正斡唾乙顎“■でる宙■

■毎‘三弐tで1左幽盛f爵色軍醗唾1 Iqg電ヨー

唾、産遥尾垂.F■…画ｱ唾宏な方唖テ画，■■■眠亨蜜犀な圦房少IF＝l 'モーお‘‐■興昌

T(17F雨]

■虹侶■版オ､里エア唾ぱ『顛母子1回室1 －海F■で丞柚肘含毎歯■丑”呵勿（16二K前

謹譲?….…,領竺琴……筆! ‘‘…，
１
１

３
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３

０
α
０

３
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２
２

０
０
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秒睦垂ゴ争唾停凸牢IFフ､』7塁軸$…

片纈！
Irついてf牟寵11紅1…g…｣菰玩な7盃1画144 1-1
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｜論獺瀞|勢｜
十分な放射線防護を行っても､なお高い
被ばく線量を眼の水晶体に受ける可能性
のある労働者に関する実態調査について

第5回検討会までの議論について(まとめ）
』
、〃

1 ．意見具申どおり眼の水晶体の等価綿差限阻を見直すことについて

O一般的な医師については問題ないが､地域医痩が守られるとのエビデンスやトソフ

レベルの医師についての情報が提供されるまでは､一律に引き下げることは妥当

寧蕊墨{適…謹方嬢謝噛曜‘二○事業者等は、医

施できればOK安全衛生マネジ

体制を確立する

適切な防護方策が的確に 可
』

実

施できればOK

［ ）本調査に係る結果

産業医科大学産業保健学部

樫田尚樹

(前所属：国立保健医療科学院生活環境研究部）

＊第6回眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会資料より引用改変

1…… ■
第3項)は埋めないことが適当｡

また､白内障に閲する眼の検査(電
ことが望ましい＝

L

＊第6回眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会資料より引用改変
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防護方法の詳細循環器領域IVR 循環器領域IVR年間実施可能件数

介入前 介入後

介入動.の助斑方遮下で.水

晶体等便職分踊塩(沁錦vを
超退しない■大の佇翫へb）

介入債.､の防?K方垂下て、水趾

健帯置臓迅圃度120錨vlを超退
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-私ユ岫号回廊b心狗凸､b■て勿怪ヨムマ

8

＊第6回眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会資料より引用改変

I通蔽叛の不適切な使用 以下を追加
1駆篭鞭の遠切私峻川

2迭硯モードの適切な選択切り唇え〈15－75fp魁)
6

本第6回眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会資料より引用改変

47 48
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まとめ(4)
まとめ(3)

日本循環器学会推薦施設 日本医学放射線学会・日本IVR学会推薦施設

|劉蓋病陰 ハ大学属驍 8鱈合病礒 @輪含病院 8鯵合編院｜
医師 放射線科医放射線科医放射線科医放射線科医

鱈人被ばく職拉計
3- 1 3．9 9．0 0．6

【縄v］

総実施件数〈2018年) 1 138 202 222 207 1
介入航 27 2.0 20 20

■量準
IJSU日iml

介入後 0 5 0.9 0.9 09

介入効果 低減率、 81 55 55 55

介入後の防駆方法下で、

$議謹鑑霞､量1 4，684 2.300 1 .095 !5.333 1
大の件数

＊第6回眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会資料より引用改変

138 202 222 釦7

4,684 2.300 1 ．095

c総含編院 ｜
循環器内科医

42－3

調査病院

医師

痩人被ばく線麓計［mSv］

総実施件数（2018年〕

介入前
總董率

［uSv,．､in］ 介入後

介入効果 低減率､

介入後の防座方達下で、水晶体

等僑轡量限度(2町βv)を超過し

ない最大の件数

B鯰合病院

而環弱内科医

0．0．

A大学病院

循環器内科医

31 ．0

1’ 154 42126

０
０
８

２
５
５

６
９
９

１
３
４

５
５
４

３
・
９

２
１

I243 462 473

病院から値人被ばく線益計を配布されているが、使用していない(未茄用〕 眉

＊第6回眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会資料より引用改変
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介入失敗例防護方法の詳細（解析例5）まとめ(5)

日本脳神経血管内治療学会推薦施設

介入後介入前
B紛合病院

脳神経外科医

1 1 ．9

調査鱗醗

医師

個人砿ばく綿孟針［焔v］

総実施件数（2018年）

介入前
綿量率

［uSV min］
介入後

介入効果 低減率も

介入後の防盤方法下で、水晶体

等価総萱限度(20,sv)を超過し

ない最大の件数

A乾合病院

脳神経外科医

12．7

｝120120

８
８
０

７
０
９

邪
賑
卯

｝l ‘889 2.010

介入薊から天吊璽防腫嬢は不適切な戯画に麓かれていたが､介入後さらに不適切な位盈におかれたため､かえって線量が高くなった！

＊第5回眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会資料より引用改変

らに

＊第6回眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会資料より引用改変
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介入失敗例（解析例5のファントム再現実験） 実態調査(本調査)進捗状況(R15月～6月現在）

【本調査進捗状況】
誤った介入例(天吊型防護板の位置が不適切）

市価学会 誤蚤庵設註 星嚇

』P 介入前嘆査 介入斌瞬壷

くべ 巳本圃岨係学会

日本E神騒血管内治猶学会

日本医学放財隙学会

Ⅳ嘩会

日本昼彫外科字会

日本身化器偵手金

儲理番内料

匿神軽外科

載射位科

整形外科

洞化器内科

吸
盈
恩
銀
阻
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属
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胞

３
２
２
３
５

３
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＄
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鱈
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旛

３
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動
５

３
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２
１
３

３
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I〆画一

:垂
』
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皇

■

ｌ

ｌ

ｈ

【億人続載計装眉状況】 －

塵I 一

一

日本医学飲射館手金 13ⅣR学会 13
日本僚瑠槌学食 9 5

日本郷化勝向学会 23 10

＊第廻眼の水晶体の綾ばく限度の見自し等にホ
日本畳形外堀季会 12

100粥

鏥％

43艶

17発

不適切な堪合:綻竝率0.77mSv,ﾉh 適切な塔合:綿堂率0.45mSv/h

天吊型遮蔽板は可能な限り術者に近づけ､下縁を患者身体に

密着すべきであった

＊第5回眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会資料より引用改変 改変|用＝

53 54

日本放射線公衆安全学会|VRの課題

・医療機関と医療行政機関担当者向けのガイ
ドを作成

・現在､会員対象にアンケート調査を実施

･ 」ARTの学術研究助成を受けた

． 」ARTと相談して出来るだけ早く､結果報告と

ガイドを公開

･DRLとの比較は実測だが実施率は低い

．放射線測定器の着用率が低い

。水晶体測定器を着用してくれる？

･適切な放射線防護方策を的確に実施だが技師が
IVRについてる？

･医師と技師はコミュニケーションが取れる？

’ I法令なのでやるのが当たり前？

5655

－
８三
一

一一

岬Jざ
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厚労省労災疾病研究
研究計画(案）

・職業被ばく調査(水晶体を中心に）

・研究代表者:細野眞(近畿大学教授）

・研究分担者三上容司(横浜労災病院副院長、

整形外科医)、竹中完(近畿大学､消化器内科

医師)、古場裕介(放射線医学総合研究所)、渡
邉浩(群馬パース大学）

・研究協力者(現時点）神田玲子､赤羽恵一(放

射線医学総合研究所)、山田崇裕､坂口健太(近
畿大学）

・研究期間令和元年～3年(水晶体被ばく限度の改

正時期(予定)を挟む3年間）

5857

最後に主な調査目的(案）

・医療被ばくの適正管理と水晶体被ばく限度引

き下げの法改正で最も影響､作業量が大き
いのはIVR

、現在の模範施設が標準施設になるくらいの
改革が必要かもしれない

･ IVRに携わる診療放射線技師の貢献が求めら
れている

、厚労省労災疾病研究細野班へのご協力をお
願いいたします。

・各放射線防護方策の実施度

・医療従事者の職業被ばく線量(主に水晶体）

・ガイドラインの作成

・被ばく線量の推移(変化)を調査する

．新しい水晶体線量限度の遵守状況を把握する

6059
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I眼の水晶体の被ばく限度の見直i,等に関する検討会報告書の織要（1）

■の本品体の甚Iざく■度の貝竃し尋に詞すふ＝壁金i■轟永井良三目調医科大＝畏 において．■■放射■■寄防止田圃'二ぉ吋昼

取酔の戦ばく匿度の具血し弓に伴う所更の故正の方向につL,てとり獣とめを行った.

電寵則等関係法令等の見直しの方向一

1 意見具申どおり取り入れることが適当な項目について

（ 1）新たな水晶体の等価線量限度の取り入れ

口眼の水晶体の等価線量限度を5年間の平均で2QnSv/年かつ

いずれの1年においても50mSvを超えないこととすること

が適当。

ロ十分な放射線防護措置を講じても、なお高い被ばく線量を

眼の水晶体に受ける可能性のある者‘注' ）については、一

定の期間（注2）は、眼の水晶体の等価線量限度を50mSv/年

を超えないこととすることが適当（注3） ｡

【路1 ）管奪区域'二おいて座学的困固又'ざ手術を行う医師のうち．当砿軍濫に欠くことのできない蚕度の

専門的な知崖及び軽峡を萄寸るものであ君て､略の水晶体が受ける等価魚量が…v’･年を超える

おそれのあるもので、かつ、後任署を盲巳に得ることができない唱合等が考えられる．

【盤2J一定の期間は、ガイドライン等の■剛や専門家の寂耳辱により改谷する主でに要する竃間や

肢たな放射輝防腰附晶が聞尭きれるまでの朗間として、的3年が見込まれも‘

I注3）車東褐は、対立とな径労働者について．可畦な醍り早期に断たな水品伸の等瞳縄量畷区を逼守

することが可能となるよう努めること毒望ましい．

厚労省HP:眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会報告書の概要より引用改変

ロ
ー 1

巴■皿与■価途令■の見直しの方向

産見具申どおり取U入れること邸凹当な唾日について

(1)新たな水晶体の等伍腿星限度の取り入れ ﾛ箆行駒期は．電遍則以外の迭令の施行鱒鰯と壁合を図る
ﾛ韻の水晶体の等価纏■困度を5年贋の平均で2唾v年かつ ことが適当．

I いずれの,年においても…輔を歴えないこととすること
I が■当. (2)水晶体の等僅惚且を算定するための宴飼且
ロ十分な蝕射織防股把区を襖しても.なお哀L牡ばく箆里ゼロ外鯵彼lまくによる麓亘の猟定を．実効輝且及び人体の絶
軍の水晶体に受ける可挺性のあら者〔亨'】についてlま､－ ，別の等伍鰍量を買定するため.放射■の硬■及びｴﾈ
定の鮒間でき！は．踵の水晶体の等領鯉量圃度を5“v'年 ルギーに応じて. 1ｾﾝﾁﾒｰﾄﾊ争旦曳且、 3ﾐﾘﾒｰﾄﾊ紋星当

｜ を超えないこととすることが通当.申e E又は70ﾏｲｸ国ﾒｰﾄﾛ繊丘当且のうち遍切なtJのについて行
U2』q■1陣暉h､'て圃干薗琴又'』牟負6勺うゅ－勺､，や岳抑■:邑座･”恥.｡■■岳 うことが適当一

心門､勺･■､‘,q､EQ寸…てGパ･項“品｡海''4尋＝■呼畢bE■‘6 p眠の水晶体の等団繍且を正確に解団するためには､眼のふぐ恥申LLもCf●つp旬四＆■■唇、4こP呼甲､$巴-や旬広｡eqR6.

7墓1－■｡■■:$･ "剣卜予OらBご毎句｡配り津評●､パp■v“て …⑯軍｡ 近傍や全面ﾏｽｸの内側に放射儲測定■を装赴して測定
PPﾔは■■＆■頓与輌■､偽f6fa■■fLT‐いり■ザq御｡碇4－

．11!“石u 噸乳4和■I･ﾗ4．r･町■唯■､領毬 亀今”み■趣含■皿■t心T することが遭当．

､4二岬埴F宙仰う障ら=とが■“..｡ ﾛ瞳の水晶体の等轟繊且の算定は､放射館の租■及びｴﾈ

ﾛ鐘の水晶体に受ける等圃緑屋が､健畷的に1年間に2唾v ルギーに応じて. 1t報ﾉｰﾄ月臓丘当且. 3ﾐﾘﾒｰﾄ2組量当
を趨えるおそれのある宥に対しては、健殴診断の項目の白 旦又は7mｲ如ﾒｰﾄ&鱒■尚且のうちいずれか■切なものに

内陣に関する璽の検査の省■〈孟睡剛菰56条楠3項)は座 よって行うこととすることが■当一
めないこと力噛自 口晒の水晶体の等轟聖屋の岡定及び配峰の期而は、 3月ご

口顛の水凸体の等価盈量限度の1年鱗及び5年間の始期は、 と､ 1年ごと及び5年ごとに行うこととすることが適窒
宴効輝昼の1年間及び5年侭の蛤鵡と向じ日を瞳期とする

ことが適当､ ユ

厚労衛HP:眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会報告書の概要より引用改変

61 62

眼の水因体の■■推量■度の見直しに当たって■庫すべ虐奉項について

【1)新たな水晶体の軒遜縫量硬度の取り入れに当たって留章すべき車項

ア円潮な旋行のため、十分な周知を行うことが龍ましい．

イ事察者等は、放射■障害防止のための労曲衛生対星などの取組を通宴に進めることにより、安全衛生管理体制を

戴立することが望ましい画

ウ労仙幕革監枅薯と毎週府糸寡(僅笛所）は．医観饗間て医轟専力笹切に案厩遂行てきるよう慣Ⅶ共有により運挽
を固ること､《正ましぃ，

‘ 1琿巴●、Q= F■の“日丘b,電与一己一…路qnQb缶‘ ◆島ぴこQ』■F■【寺心司L稗‘吟匡一［刃斗●配gb-D苧■辱■齢'二■…E何L･一

二竺全今雫 己■"守.抄p』 弓凸宅･屋上垂■全一 . 合営一＝t■98函｡bｰ1.■Q&恥､｡q■■辱e型,■■｡●z■■8．■■■伊8吋9

エ隈の水晶体に受ける等缶縄量が、娘後的に1年間lこ2“Yを飯えるおそれのある者に対しては．低康趣断の項目
の白内陣に碗する蛾の桧五上電趣則第艶象寡1唄繁4号】は、眼科医'二より行われることが題ましい

（2）その他留怠寸べき事項

ア医は．蚊射稗防圧眼峻等の放射桁防睡撞材による助湛能力の強化などのための開発を椎逸し、水晶体への彼ばく

縄琵が高い某覇を行う事集省が､放射線防瞳殴儀の位置や改雷による被ばく低減附瞳を凪するための文掻を行うこ
とが望ましい．

ｲ凶は、水晶体への被ばく腺量が廃い鑑預を行う事巣者が．労働安全性生ﾏﾈジﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ等の取岨を．憲要に
鷺め．安全冑i生管暉体制を疎立するための支投を行うことが望ましい．

ウ囚は間係る尊の櫨力を得て、放射圏集塘性亭者等の管理区埴内において受ける彼ばくにみる■量の灘定が適切に

実施されるよう対簸を講ずること白《望ましい. 2

厚労省HP:眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会報告書の概要より引用改変
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’ 医療被ばくと職業被ばくに関する法改､畠『劃､ '';I| :

雌近の|矢療被ばくと職業被ばくに関する話題〔その1〕

＜又戸群馬バース大学保健科学部放射線学科教授渡邊浩

録については、放射線診療のり|!で比較的線堂の商い(､'1､、

柵環器用X線透視診断装置（ 1 ）および核医学(以I､~、椅

理,記録用医採機器等)に限定されています［しかし､符理・

池緑川|ｸ雑機器聯以外のX線装li@.齢についてもli1徹に|ｸ〈

旅被ばく線雌の↑”'1と記録を行うことが"望ましい‐とされ

ています。なお、 ki迅 を含めて正確には改正省令やIMI係

通知でご確認ください。

ここまでは|篭撫被ばくを中心に述べましたが、 もう一ﾉjの

職撚被ばくに|川する法改1fも|AI近でなおかつ課迦が多いと

考えています::放射線透視下で行うハ『R(II11erv[,lli i(jllal

rildi()log]･)や手術等､放射線の利用は拡大していますcこれ

に伴って術者である|彊師の被ばくも多くなっています2()11

年の国際放射線防設委典会(1 111el･11ali()11alCommissi()11

I)IIRa(liol()gi"l l)1･()le(､i(),1, 1CRP)の僻ll縦反応に|則す

る)I測りl」を契機に各I 1､Iが水門I11体彼ばくの群価線III級度の

り|きFげを検討しています．わが'到の水品体の等側線li1:

|災度は1年間に15()mSI'ですが、これを「5年間にIO()111Sv

でなおかついかなる1年間も5()mSvを超えない」という新

しい雑価線111: |ﾘ慨ヘリ|きトげられる1謬定です。放射線群

‘挑会の答IIIを綴て、 lv生労仙宵が「水IIII,体の線l,l: |I↓皮リ｜

き'くげに側する検討会」（以.1,.、水I1111体に間する検討会）

を立ち上げ、61''1の会合を|｝洲|;し、2()19年10月に州i'fill:

を公開しました‘この検討会において問題となったのは､暖

旅でIYR等を災施している医師が新しい水品体の割IIII線

1 ,11災哩を遵守するために、これまで尖施してきたIVR群を

ﾘﾐ施できなくなる厄.|!Lが生じたことです。ハ｡Rは患滑の救

命行為であI) 、尚度な技術を要し、祥易に代替できないこ

とが多くなI)ます．

しかし、水〃,体に|乳Iする検討会において、適切な放射線

防護ﾉj錐を的硴に災施できれば水,Y:体の新たな等lllli"lil:

|災度が通ﾉ＃されても従来とli1群のハ' I〈排の件数を実施でき

る見通しがついたとされたことから、法改正されることがほ

ぼ硴定しました〔現在、この原擶の執縦時点で改正法に|則

すゐ愈見孫雌が｛｣:われています｡5i職籾Mは現在の職業波

ばくの実効線l li:細り!と|前1じであI) 、また、実効線壯の5ｲド料；

11I!の次の始期か2()21年4Hです‘そのため、水尚l1l体の新た

な1価線111: llll典に|則する改正法は2()2()年4月頃に公布され

2()21年1月から施1jされる予定ですロただし、雑過拙iifiが

I{%i)込まれる】景定です‘

水,W1体の新たな群側線力{:限度の爽施見通しは、適切な

放射線防誰ﾉ錐が的硴に実施できればということが前提に

な-』ています。そのため、 ｜則係学会からもガイドラインが出

さｵLるγ定です〔耗過措置が盛I)込まれるとは言え、忠滑

の救命行為を{j:う咲帥が法令述反とならないように|則係す

る|災師や診娠放り1級技師だけでなく|矢擁機関全体として]|X

I)紬も．ことが必要とgえています。

ここ数年は|笈擁被ばくと職業被ばくに|淵する法令や施行

規則の改lli (以ド、法改正)がｲ:l1次きます。そこで、本号か

ら4111|シリーズでこれらの法改正に|MJする内容と放射線輔：

理者や放射線紫務従事背にとって|卿心のあIﾉそうな話題を

提供することといたします。

医瀕被ばくの主なものは､(､'1, (C()mpute(1 1()I,,()g1･aphy)

等の放射線検森や放射線給擦で忠者が受ける放射線被ば

くです。放射線技術の発達により放射線検從のｲ1II類や方式

がj棚えてきましたcCTのlll1碓はその雌たるもので、今では

CTは現在の診娠に欠くことのできない医推技術となってい

ます｡CTは三次元的に患者の身体を画像化することができ

ます：また、へリカルスキャン等の技術|淵発によって短時間

で搬影することができるようにな')ました。さらに、 （､Tの画

像は解榊I学的な1if報とよく‐数するためl'l'i像が分かI)やす

いこともあI)、 |侭師が依頼しやすい環境にあI)ますcしたが

って、検炎数も多くなI)ます‐ しかし、患者が受ける線泄は

通常のX線検盃のおよそ10()傭も高くなることが多いです

1件あた|)の被ばく線泄も尚<なおかつ件数も多いことから

わが|:KIが|ｼ訓f被ばく火|:11とi i.われる所以はC'1,にあると言

っても過! i.ではあI)ません。そのため, 2()17年8)131 1には

日本学術会談から「CT検術による医療被ばくの低減に閏

する提言｣が公表されました‘

また、 |蝿機器等の発達もl l地まし<、それに伴ってこれ

まで治娠lⅡ来なかった難しい血袖;の|＃1塞または狭窄症例で

あっても治撫が1ﾘ能になってきました。また、脹旅機器を辿

析の脳器にjll!め込む手術にあってもIE硴に位悩やノミきさを

同定するためにX線透視か欠かせなくなっています。これら

は患者の論娠に大きく武献していますが、一〃で医縦被ば

くが増ﾉ<する一|ﾉﾘになっています，

このような汁峨を踏まえて、 lﾘﾉ'且労働省は雁採被ばくの適

正楴班のために2019年3)11 1 1 1に改正|ｼ瓠f法施ｲj:規則(改

正省令）を公I化ました。そして、この改正省令は2()2()年4

月1H施行〕予定です。また、2()19年3)1 12H付けで厚生労

仙省1挺政ﾙｩ災迪知「灰擦法施1IMIIIjの‐部を改lliする省

令の施行等について」医政発()312"7号(改I|;jmm1)なら

びに2()19年I()H311付けでj1,J:牛労働杵|災政Aj地域|妊娠計

画課災jm知「診療")放射線の宏余利用のための指針策定

に関するガイドラインについて」 1ｹ§政地発IO()3"5"(指針

錐定ガイドライン）を発出しましたこれに伴ってI伽辿学会

静からもガイドライン等が公IMIされています。

改正省令では、診療放射線に係る安全管蠅〕‘(|｢:新（の配

ii,'i)、診旅川放射線の安全補ツl1のための折針(の作成)、放

射線診療に従､I;する者に対する診ﾙf用放射線の安全利用

のための1iI催(の実施)、 1発撫彼はく線鼓の令"il!とiid録なら

びに恩背への↑)'j梛提供等を放射線診療を実施する|玉擦機

関に義務付けています。なお、医療被ば<":111:")特理と記

2
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医療被ばくと職業被ばくに関する法改｡巳軋′

医療被ばくの基礎と法改正の概要〔その2〕

群馬バース大学保健科学部放射線学科教授渡邊浩

ここで、 ノアl'ilのi｣;改II:で放り･l",i"j熊を'jﾐ他するlｿ瓠fltIMI

に作成を旋勝1，1けたl l脳披炊叫j線の‘友1""I!のため0)猯

#|」に鴨I)込むべき｣川|をｸﾘ茶いたします

ここ激年は'だ縦彼ばくと職陥伽まくに|剛するU:令べ』施汀

MLIIﾘの此l l加以I､ 、此'l:i｣:)"|Ⅱ次ぎますそこで、 liい」・

からl l'ilシリーズでニオlらゾ)法改ll･》に|IlするIIM災をお伝え

します

｜‘′く旅俄ばくとは、 （､ '11 , ・ﾘ卸ll彫、（R( I IIIL｣l･l･(､I11 i()11i, l

l(ildi()I(】黙･ j 、核|うぐr.j::ならびに収ﾘ､|線柿推拶を’zける胆､ }'i･(ﾉ）

放り･l糾肱ばくをiiに！ 『いますまた、 | '1朧収』1.l"I;"!他織i灸

(111i(' I･llill i()11i' l L.(1111111ishi('n ()11Ril(lit)I(】蔦i(･il1 l)r()1('('l i()l 1 .

1(､R1) 1は放り､l線防,i他のjルイ<311i(ll1とし．こ､ l i『為(/) 1l･: ､'i化｣、

I I;""雌ひ)A&迩化」と「線III: |糾哩")jm111」を側i'iしています．

しかし、腿娠俄ばくに.おいては,*j! l,!|ﾘ1庇を通jllすること

にょ.』-<必災な,診断l,'j llI"ill:6れない4:f、仙舵よ【)も;li:"

あくなる恐れかあることから、線1 11: IM!I虻を伽i 'iしていません

そd)ため、肱撫披ばくにおいては〃！)(/) l li ､'1化とlllj,iit'/)ilt

i幽化かよI) 'n喫になI)ま．j・ し力､L， |! ilじi|ji,): | 1 ,1じ!i"i.';li l l

l.lりであるにも係わらずl憾擁侭|>ﾘによ･jて線l, l:"21ijも)'i!な

.』ているニヒか,i'l{地とな・ﾉ｡くいましたそこでI(･ 1(i】は|災

撫俄ばくにおける肋,i'"）蚊適化ﾘ)ツールとして1"IWi参勝レ

ベル( 1 )iilgll( IsIi(' I(1,1.(･I･(, 1 I(･(･ l,(､1･(､1 . 1 )I<l・) (/) ;･1'I瓶をIIM

しましたそして、わが| !;lでは2()15i＃にちくりﾉ|MI係..j::jf..');

l ･11体か|肋ﾉJするかたちとLては、 ドリめてU) I)l<l .を'だ縦桃ば

<1,'i l･lll'11 .先ネッ|､ 1フーク(.li'l); 1 11X{ ､ lw()l･li l.()1･ 1((､凱‘加.(､ |1 ; 1 1 1(1

1 ''1()I･'lli'li('ll (II1M(,(li(･i' l l･:xl)i)F' 1 1･L| . _I . l<lil lt)が作'』世、公

|;||しました l )}< l.は放り･jfl! !il#if(ﾉ)tl剛刈ff*i'iW")73"i!"

イルを1.Lｲ<に決定きれます I111作-↓~ゐ線lil:はモタ!ノテイこと

に決められていま-；． 例えは、 縦蠅彩では1脚i|j 'li 11.l iX"

仙＃緑ｳ; -E人').lノミll.l"II I:か脂隙荊! l,l:にな･ 》ています ′『l' 'l(/)

iﾉ:改IIではⅨ縦挑は<"1,1")i･1:j'l!として、 」上l|,illり線ll l")ll'jj

い(､.1,, ル1J職冊川X線jfill1i#IWift il'i ( Iな#』びに{刻'j:'.j':

川h1'1､i '|1: l1 '1位ﾉ心糸(". |､ 、 ↑･.i:j'l! ･ !i":'u･l"|ｹ鋤f磯冊群）に

一八､-＜はI)I<l.kg)｣t'l!iによゐ|;Ij"雌リノ雌辿化を|ﾌﾐ擁俄|MIに

衣勝|‘｣けました IiMf"i'i1W)73!', ,タイルを,笛えているlｼ鋤f

|fIMIは比IIXI･19,;.!jい報l,t-ぐ蚊ﾘ･j報惟介を．ﾉさ施しているとぢえ

1.jjLますそり)ため、 |)I< l .を,ldX.たl↓ﾉﾐ娠侭川はli'1:bに報l,::

をlllj凶化することを牧, i･l l-みことか求められま･j- しかし、

慨'.i:g l.1りにll: ､I1"II! l l lがあればl ) l< 1.をj脳えることも,il"存され

ま1 ．』ま(） 、 1)I<l.は線I 111111 IM･ではなくあくまで参どIIIIIで

あﾉ<,二とにl ･分糾心･j･る‘g､ 1災かあI)ま．ｻﾞ また、休陥ソ)j'u､

.Mj､H･のjル合は線IIトザかI )I<l.を超える二ともあ()ます l)I< l .

はl1,'II <,の鯉､荷")#%! l 1((1i;と")比!腋にillいるもり)ではなく、蚊

｜例U) ｛ ' 1火仙Wとの比'肱に111いま‐j- このよう{二、 i)I<1_の

.imlllにあた. ’てはl )I<I,に･ﾉいて' l･.MIﾆﾘIIIW-l-ることが‘必､盤

-ぐ←↓ なお、改I |;i｣:"),i"lllに"ﾉいてはも稀めて政I|端令

K'IM係辿州'j:でこ脈I過くだきい

く＝主らセー

1.診療用放射線の安全利用に関する基本的考え方

2.放射線診療に従事する者に対する診療用放射線の

安全利用のための研修に関する基本的方針

3.診療用放射線の安全利用を目的とした改善のための

方策に関する基本方針

4.放射線の過剰被ばくその他の放射線診療に関する

有害事例等の事例発生時の対応に関する基本方針

5.医療従事者と放射線診療を受ける者との間の情報の

共有に関する基本方針

6.その他留意事項等について

rｼｸ疹為と琴害

′『l''lの山l l{i｣;-ぐは、 I ｡. !iu3"l ld)JI!I Iにおいて、潜.門へ

1,1j ･il1をｲﾉ,! l!ILjl, {1.-j･X,こと#》求め-くいま-j- 7,｝推(-ぐ・ 》↓.』い

ll.f!Ujは収jl.l"|診推によゐ肱ばく線1 II")".眼ぺ』適II;な放11,」

刺11捗蝋だ. ,たり)かをぢえ.る余怖かあI)ませ人,か、 11り菰が諭

紘あるL’は隅もi'i:いて<Z)と放射細俄ぱく(/)ことが,L,|肥にな

ることや｡､2けた放II､l#! ,参旅(j'l,K .'iに'g, ‘災だ．,たのかを雛ll11

に思うこともあるかもI=IIませ人

したか. ’て、 |ｿﾐjポ惟川はどり〕よう(こ'u%:=1!:j {旧ﾉﾋ帆する

")か、ル↓･ﾉ畠I19か"’典刎に仇i､lすることか求められま･# ("

かし、 ・般, i含撫I:|の|Xil' llか 。入り).世尚･に制〈‘二とかできる

llI側は限られていま-j- &')ようなわかI I1(/)j見状でと‘のよ･う

に辿尚． !こ↑IIjMHMI!t･j-ゐV)かをどぇなけれはたりませ人牧

11，|線i診撫を1/<1ill．j･る|Xillllだけではなく 、放りj"f:||"l.i'lj、收

｣1.1"!!ｼ擁を･jﾐ脳･↓る,i#旅肱ﾘ･l線技l1lll 、外米c/)ii !iltl.!IIj &.i;も

脇ﾉﾉ、辿鵬してXJI,t,･j･み{側i1も,E･典ではないでしょう力．

また、忠W' ･．､0)1,', liilMi1l§にあた"』ては、 。F坊な: i･雌をlll

いてけかりやすく1 ,illl1 ･ケゐことも求めていま-リー さら(こ、此

' |茄ﾉ:で(よ縦,診推{:||"ll'l' ， I".l"1:||ｼ報IIIならびに!‘銅紬セ

!･IMkil'lj制ﾆｰﾉL ’て必1腿な剛,iiiﾐ ･ lki'lijをiWIすること I IIll

li;}"'f勝づけ-くいま-j しかし、 ′1,さな'7劇ポ|;fIMIKJ･ilfi|カリ）

敗り,｣絲刊･ iXl1lliかいない'だ雌朧IMIでは〃"')11; ､I1化や助｜性

の雌j血化に|ﾘﾘするjI修を'j4脳できなL ‘ことも想定ざれま1．

そ")ため、間係･.j::灸荊･j1体か拙胤|'|ｳにこれらの恢撫帆|ｿj"）

l1 1 ､'i ff:二対する,iﾙ1伽l*t'を|lllill;-j-る二とか求められてL ･る

とgえていま､』. また、 |ｿ剥ポ機IMI")ｲⅡ､'1門も(,'i慨ハリ:二,,ﾙW

*i';を受,iML･u､ '災なml ,ii.it･ lkil:j:")Wi!}, l二努め農,皇とか求め

られていま-1-

1

1
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参考資料6
↑.』1 ．. ‘' ' 1”20幕4月・N4)5“

’ 医療被ばくと職業被ばくに関する法改､目蜀呈
~

職業被ばくの基礎と法改正の概要 ？噸v
報し群馬パース大学保健科学部放射線学科教授渡邊浩

〔その3〕

いては水シリーズの21jり-の本11(柚あるいはIMliLYt科でご

腓!斑ください

ノナ|洲'0)法改lliでは水,l,',iｲ鼻0)1fil lli"1 ,1: |111M(ﾉ)ｿ|きドげ．に

l.k.111かあた")ていますが、 {"l11諺|柵についても変拠されあ

'ﾘ能ﾔliがあることに1W,世する･2､ '災があるとぢ･えています

水〃,体にIMする検';j公の縦l'i !II:によれば､ 「IU">水M1体に

‘2ける聯illli"II1:が、継統I'lりにl ｲドlNlに2()111SM･を超えるお

それかあるなど、 ｜分な牧』ll線|〃I腱を〃"』ても、なお!1.jjL !

肢ばく線III:をlll↓d)水,}II!体に'Zける' 'l.能↑'|:")ある労働%･は

Mul|I(!診断ひ)JI! | |の1 ' | |ﾉ1脚:にIMするlll(")倹從の竹略(地剛

llI#病6糸輪3JI(}は,i2めないことか血､I1である また、 ｡2,

災に1’“て故ﾙi,iによる水,',,', il鼻")I;l蝶を11くう検f鋤;をijうた

め、 、i幟･万例月に伽jする他順,"liのjlll lの| 'llﾉ､j陣に州する

IU!の恢代(屯側li l!I輔5()糸蛸ljll"lり･ )は、 lllf:||悠によI)

il:1)れゐことか望ましい ｜とされておI) 、 ‘没､'1する放り.l"!

粥勝従'lih'かいるⅡl能'|'|;(/)あゐ'li樅〃iは桃.'3:が必班です

こゾ)よ")なjll状をi'i'iまえ-<、 l'jj ′|;'"例fiは2()19fli l l ll l

l l I､lけで股'j,l線龍勝従'lig･ %'卜にklする線1I1測定”徹底

ﾉ2びⅢ!(/)水〃1体0)彼ばくに係る股ﾘ･"!|;*.,ifli"ll ･対欺ひ) II1

111j)&ll ノIIと宏発1 1()1"lりを遡剛しましたまた、 l',』''2'7）仙

打は、 '漱仙j!"ii l"･l･f'#と梛辿l｛jｿi崎§ （保仙lﾘi) とり)辿挑を

1,xIることとしていま‐#･ これにl.I.』て、 |ｿ釧牡にjILづく ､'f人

恢介において、肱J1､IMlllﾙ器ｲI'i川状況べ』ﾘ"j線肋$蝿ﾉﾉ1t

の肌川状制l1が、 'ir.I｡I卯りに肺,iMされる' 'l能flaが尚いとぢえ

-－ 坐やZ－

L1． ､エサ

慨撫、 1.1;にX線述視をl.lt")肱川細絵#j<の｣ル行には、X線

‘鯵雌宰ぴ) 1 ' 1で〃鋤(〃あく』その介11〃をij:う|兇娠従'li間･は

牧ﾘ,IWI IIﾉj!it火’ ･ノ 1 1テクター）をｲ‘了川･J-る二とになります

そり)ため‘2､.↓:イ《j』ﾉt"kばくになりま-j. l）剥(における股ﾘ､｜

線lijj,iIM<を,i'.i川した11．f")イ《jり聯披はくのj賜介には、放り･l

線防!il"<で|j",IMLていない馴引.liliと放1M線防,ii"<で|;"!#W

している体i|坤祁について、それぞれ放り･l線測定器をｲ，.『川し

て測定‐j-ることか.g､ ‘災です測.!訓A|;111と外‘'1↑部l llを逆(ニイ',i

けてしま．)ノバJi'l'jﾉJ･を放り･l#|;"!仏火ﾘ)|!ilしと二ろにｲ,"iけて

しまうﾉﾉかｵjりますこれら0)ｲ''i:llj ﾉJi｣:ですとI IILい職‘埖

俄ばくヴ)!iflilliになりませんヴノで， きめ制|やかに{｢ｷ花してい

くことかll l:甥と膠えています‐法改lli徒は水,l,'!体の:"llifi!

II1:"11.jj<なるﾙ剛､l級埖勝従:11･M･のj蛤介には、水,l,', {ｲ§ !0WII

ﾘ刈測､l線測定器をｲ‘7川してl ,ただ〈,2. '災か''化ると5．えら

れていますのでj"@l線榊’l! :門と放』1.1級雛務従'li荷.のリキ

苑を11.)とともに|態無機|M1全休のj'l!IIVが求められていまず一

ここ激〈ドは|↑劇ポ被ばくと職挑披ばくに|%lする法令ヤ縦1i

lll!|ﾘの改l ll (以卜、政l l･jj<)が{;| |次ぎますそこで、 liiIA' )j

から,1 1' '|シリーズでこれらU)i｣:改lliに|)ﾘする慨'災をおiAえ

Lておl) 、 ′ﾃ11は職堆俄ばくについて法改lli(/)慨挫弥につ

いてご紹介いたします

職能被ばくとは、蚊11線べ』收射性物f'{を職堆として11("

うこと聯によ,ﾉてﾉ|{ずる放り､l線破ばくのことを! iいます Iﾙ〔

1.･ﾉJf{,ljI1i，非破j典恢介、 {111究ならびに放り,lfi! !鯵ｲ船!i:の

｣)ljﾙで例<ﾉJ'々がi;た為X,l蚊になります｜ｳ割唯では放り･l*j!

,診縦を'jﾐ他する1診抜放射線捜IIIIj、放射線{:||災ならび'二 ・

股診蠅I:ll"IIIIjおよび放りl線,診撫を介助する打･ !ifllllj郡が典

ﾙﾐ的なﾙj･製貯です脱11．1線")fﾘ川は拡火な1､』びに,細史化

していますこれに{，|' =』てi+｣尚･であるlXl.l111の桃ばくも多くな

,』ていま-ケこり)ような状3“》! ' ! 、 ｜州除收IH"!11"!盤跨liff

I 1111('!．,lali()11i,l L.()n, ,,,i"i(1,1 (,11 1<z'di<>I()gi('i' l l ' '･('1【､(･ ' 1<)'’

I(､I<P)v)i;li'iを'.2けてｵ)"IKIにおいても、 」M〃iﾉ:17</)4

,!,,', lｲくの洲lllifi! | , IM1庇で沙,るl ｲ|州に15()IIISIをI5ｲlillll(/)

､lijり･そ2()111S1･ fドか．」い･l:れのl ｲ|燗においても3() I]1SI

を超えない」という鮒しいﾐｳ, l1l li"11 1. IMI史ヘリ|き卜げられろ

1＄定･c－j‐

水l1lll1体け)ﾈﾙil;; I1111WIII1Mlikを超えるｳ",l線熊勝従|1l門・

が多いのは|'ﾉ《娠一E･ナー ｜水,',,'!{"ﾉ線III: I災1挺リ|き '､.けにIM1す

る枕,i･j灸望(1ｿ､ |､. 、水11I1,体にIWする肱!;､lfr ' (ﾉ) ･lll i'i･ ! I I (二よ

れば、2()16ｲド|覚り’約5().:;ﾉJ･人の放り･l線龍イト従.lifi･U)')rノ

水11,1!体のi'i; illlifj( I!｛か<lilH12()IIIS''を‘魁えている〃)は、約

2. |()()人でそのほとんと'か肱雌肺IIj:とな",.<いま…l･削介で

! i ･)と約().3'',)ですちなみに'ｳ封ホ分りflｿ､外でｲド|ﾊ12()11'SI'

を超えているd)は｜司人だけですしたが"〕て、 iﾉ:此lliに仲

･)4<,',,'!仲のtfilll"I1( |ﾘ↓喚のウ|き1,.げて雌もIiI地となるﾘ）

l土、 |ﾝ割雌分り)というゞ二とになりま-#‐ ｜ｼ釧"jUIflｿ､外では放

'j.j維堆務従･li汁か4,WllliWI11･ lul l艶を!咄えそ")な」ル介仁は

.〃勘肖･を龍‘|りくにjWllして人あたりd)"! I1Iを岻紙-ｲｰること

か11l.能ですしかし、恢嚥のjル合、特にlXlll lid)j附介は熊

'lりくにjWiiするし二とか'ｲ61伽なjル合かほとんと･で･j-つまI)

｜ ｜分な放』1,1･flill;"!盤を11:･Jても、なおi｡ljい被ばく線111:をlll､！

")水〃! I{《に受ける''l.能11i")ある』加伽行( |ｿ割if(/)jル合i;に

|う柵lli )」をどのように線1II: |ﾘ11芝を111"-ごきるように-ﾘｰるかが

繩迦となI)ましたただし、水〃1体にIM1する険,i･l灸にオ;いて

遡りjなｳ”､1級肋,洩ﾉﾉ･雄を的硴に'ﾉﾐ肱できオLば、水1l1'1 {|")

測たな報l,t"l災が過lⅡきれても、従米とl'flifのハ･ I〈沖の

{'|:姓を'ﾉﾐ他できる児汕しか-ﾉいたとぎれました ,i"111につ

3
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参考資料7
Nlだ.I lj 2010fl5jl ･Nu509

I 医療被ばくと職業被ばくに関する法改涌励､ ； ’

放射線業務従!j椚御II!とチーム|ｸ猟としての対応〔その4〕

群馬パース大学保健科学部放射線学科教授渡遥浩

lｸ瓠fにおける放射線利用は拡大しておI)、放射線科|先べ』 そのためには、今|} IIの法改ll舟は術渦・であるiﾝ〈帥雑の他服を

診療放射線技師だけでなく、撤々な診擁科のl醤師や蒲護 まもるためであることと|'Iらの線III:低減が胆背の脹娠被ばく

師等も放射線業務従斗i者としての笹:別1か必要になってい やli'1llllの希i#nlij等のスタッフの線I1I低減に繋がることを副|!

ますs例えば、内視鏡にX線装悩を設世している摘院では 解してもらうことが必要と考・えています。
寸~いかん

Iﾉ1視鋭的逆行性肌道膵榊造形(EI1(1()s(､(jpi(､ I《《､1 1･()gl･adc 図にInlcl．v(J111i()I'alRa(li()I()gy(IVI<)施行時の放射線

Cholallgi()1)a'lcl-t4alogl･al)hy,ERCP)検査を行うことがあ 防護例（アンダーチューブの場合)を示しました。放射線肋

I)ますが、この検査の防護を的確に行わないと|鳫擁被ばく 渡ﾉj紫は多岐に波っています｡投伽・備舳的な放射線防謹

が期大するだけでなく、職業被ばくも線蜘災度を超える1り． ノj紫は天井からIII I) f.けるタイプの防謹板、防護眼鏡と放

能性があI)ます｡等illli線iII狐度の引きﾄﾞげが予定されてい 射線防泄衣等です& IVR術者の被ばくの主体は、X線装制

る水削,体も課遡ですが、蒋縦師の火効線111:も注迩しなけれ から!!"､jされる一次X線ではなく、 ‐次X線が悠閥･に雌射

ぱなI)ません。ERCP検査を受ける患者の状態が悪いと忠 された後、鯉者から生じる散乱線です。また、忠者の放射

者の介助を行う希護師の介助回数と時間がjWえます。特に、 線彼ばくや照射線｝1&を測定するためのIm菰線』娠l･がX線装

女性の放射線業務従事者の実効線強限度は「51nSI'/3)j」 世の特球側に装瑞されますが、 ‐ ･次X線が、秋線並制等

となっておI)、 イレギュラーな線壯墹加があるとすぐに危険 に照射された後のlhi祇線1II: i;|等からの散乱線からも術謝

水域の被ばく線l,ルベルに

達してしまいます。そのため、

放射線管理者は毎月の線放

をチェックするとともに基準

線睦を設け､それを超えた場

合には線l11l:測定サービス会

社から迅速に報告してもらう

システムを利用することが重

要です測定器を配布した放

射線業務従事者からI且'収し、

線I1I:il!1定サービス会社に送

付し、線趾結果が出るまでに

は最低でもlか月程度かかI)

ますこの間にも当該放射線

業務従事肴は、 |可しように

は被ばくします‘つまI) 、大き

く分けて2ﾉj向からの散乱

線を的確に防護しなければ、

術消･の線l,l:が尚<なI)線11t

限度を担保できなくなl)ます、

そのため肋縦版(図のb)を

適切に配慨しなけれは散乱

線をk手に防護できません。

忠者･からの散乱線が主であ

ることが理附されていないた

めに、肋jfいして防1i幽板を妃

i)'iしている例も生じています。

また、蝋;球側からの散乱線を

防泄するために、 ‘慰者湛台に

防波lil離れ(図のc)を恥ら

a

~う

1
●放射紬測定謎

I 肪唾傭･圃晶
＆防股眼観

b天井吊り防湿帳

c防湿前垂れ・】

d放射組防脳衣

術者

▼一次X脚
凸

倣乱織

。

の発生元）

‘ ：使用される名称は様々です‘

放射線診擁やその介助業務 ：回では散乱線で被ばくすることを分かりやすくするため防願設備．協品の効梨を して防ぐ．必喫があI)ます‘
反映していまゼノレー

についているわけですので、 その他にも透視線j,tを1:-

同様に被ばく線最がiWえて図|VR施行時の術者の放射線防護例(アンダーチューブの場合） げるために間欠的に放射線
いきます。気が付いた時には線並限度を超えていたというこ を|"･lするパルスj針兇があI)、このし－1，を必饗力&低限に引

とになI)かねません。また、同様に線hi限度を超えないよう き. l､.げることが必挫ですL IVR術椚は.IJW･の放射線被ばく

にするためには、稀世師だけでなく、 lil<Cl』検盗を実施して 線1I1:の雌適化(低減)も行う必盤があI）、椣川器を.世荷に近

いる|彊師についても研修を行ってスタッフ全休の職業被ばく づける、管球を出来るだけ'u端から離す、通'1"1l彫角度を

の低減を啓発することが必要になI)ます 変えていつもli1じ皮j側か蝋射されないように川来るだけ配

また、今Ip1の法改正の実施兇通しがついたとされたのは、 地する、ならびに雌射野を適切に絞る等のことに配嘘する

適切な放射線防i灘ﾉj錐か的硴に実施できればということが 必典かあI)ます(さらに、線| , I:1"|! l l採仙（迦‘粥2～3()y)の

前提になっています『水IW!体の線III:をよI)lli肺に測定するた 迎ﾉ|}群､多くのことが今11 11の法改1[でIﾘj雌になl)ました!こ

めに被ばく線趾か多い|夷師等は、防調恨鈍のIﾉj側に新たな のようにIYRi･lijW･である|剛IIが輪以外に配噛すべきこと

放射線測定器を薪用することが'2，頭になると考えられてい が多いです4, |ｼ洲(において放射線業務従ﾘﾘ背の恥業彼ばく

ます｡「法令だから放射線測定器を藩ける、防稚ﾉj紫を的確 ｜ﾘ雌を逆守できるようにするためには、診擦放射線技師の

に行え」という印象を腱師群に'j.える可能性があI)ますので、 放り･1級肋椣に|ⅢすZ)知1縦と技術を利川することや7i樅川iを

|災Ⅲj i'lら放射線iⅢ疋器をｲ'．i川し、線1II低減にli1かうように 含めたチーム|災旅としての対応か必典イく 'ﾘ火になっている

|則係肖･が述挑して対餓を論じる必要があると考えています‘， と考えています‘

３
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内視鏡的逆行性胆管膵管造影検査における医療従事者の水晶体被ばくに関する研究 

 

研究分担者： 

竹中 完   近畿大学医学部内科学教室 消化器内科部門 講師  

 

研究代表者： 

細野 眞   近畿大学医学部放射線医学教室 教授  

 

研究協力者： 

坂口 健太  近畿大学病院 中央放射線部 診療放射線技師  

栃尾 美和  近畿大学病院 看護部 主任  

 

 

 

Ａ．研究目的 

 

医療現場において医師、看護師、診療放射線技師等の放射線業務従事者の放射線被ばく

防護は取り組むべき重要な課題である。 

国際放射線防護委員会（ICRP）は 2011 年に職業被ばくに関する水晶体等価線量限度に

ついて、定められた 5 年間の平均で 20 mSv/年、かついずれの 1 年においても 50 mSv 

を超えないことを勧告し、国際原子力機関（IAEA）の国際基本安全基準にもこの勧告の

内容が取り入れられた(1)。これを受け各国に新たな水晶体の等価線量限度を取り入れ

る動きがあり、本邦でも 2018 年 3 月の放射線審議会において意見具申が取りまとめら

れ、2020 年春に電離放射線障害防止規則改正の公布が行われ、2021 年春の施行が見込

まれている。 

現状の水晶体等価線量限度が 150mSv/年であり、今後約 7分の 1にまで引き下げられる

ことを鑑みると、現状の水晶体等価線量を調査することは喫緊の課題と考えられ、今回

内視鏡的逆行性胆管膵管造影検査（ERCP）に従事する医療従事者の水晶体被ばくの実態

を明らかにすべく、測定を行なった。 
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Ｂ．研究方法 

 

 当院の ERCP 検査は、X線透視装置はオーバーチューブ型の CUREVISTA（日立）を使用

し（ERCP 透視条件：86kV,1.2mA,12.5frame/sec、ERCP 撮影条件：80kV,200mA,50msec）、

X 線管球に散乱線防護カーテン（株式会社マエダ社製 0.125mmPb）を装着して、術者・

助手・看護師・麻酔担当医の4名で検査を行なっている(図 1a)。被ばく防護メガネ(TORAY

社製 0.07mmPb)の左右内外の 4 か所に水晶体被ばく線量専用線量計（DOSIRIS(3mm 線量

当量測定、千代田テクノル社)）を装着して（図 2）ERCP を行い(図 1b)、各立ち位置別

の水晶体被ばく線量測定を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

 

計測期間中の ERCP 件数は 126 例（6/7/8 月:42/46/38 件）で、総透視時間は 2842.45 分

であり、平均透視時間(±S.D)は 14.88±10.79 分で、中央値は 12.02（1.08-58.67）分

であった。総撮影枚数は 2395 枚で、平均撮影枚数(±S.D)は 12.54±7.68 枚であり、中

央値は 11枚であった。 

各立ち位置別での部位別被ばく線量測定値(mSv)を表 1 に示す。最大線量測定値は 7 月

の術者左側外側の 1.5 mSv であった。 

 

Ｄ．考察 

 

欧州からのメタアナライシスでは、年間 200 件以上の ERCP を行う術者は被ばく防護を

遂行しなければ白内障リスクが高くなるとしているが、被ばく防護に対する記載はなく、

施設ごとに透視装置、透視線量は異なるため、被ばく防護が不十分な施設のデータが含

まれている可能性があるが(2)、本研究は散乱線の防護対策を行なっている状況下で行

われた。 

防護メガネ外側の値は、防護メガネを着用しない場合の水晶体被ばく線量値に近似する

と考えられ、今回の結果から推定される術者の左眼水晶体の年間被ばく線量は単純計算

で、16.8mSv（1.4mSv×12 ヶ月）となり、散乱線の防護対策を行なっているにも関わら

ず、ICRP の勧告する 20mSv/年に近い結果であった。 

散乱線防護カーテンの外側と内側の線量測定比較の報告では、外側で 340.9𝜇Sv、内側

で 42.6𝜇Sv と、防護カーテンがない状況では被ばく線量はおおよそ 8倍にまで増加する

という報告があり(3)、仮に散乱線防護カーテンがなければ、術者の水晶体被ばく線量

は今回の測定値の約 8倍となり、おおよそ 2ヶ月で上述の 20 mSv/年をはるかに超える

放射線被ばくを受けることが予想される。 

また、消化器内科医は ERCP 以外にも、イレウス管留置など多くの透視下検査に従事す
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ることを考慮すると、被ばく防護対策がなされていたとしても、今後電離放射線障害防

止規則の改正が行われれば、国内の多くの施設、多くの内視鏡医が法で定められた等価

線量限度以上の水晶体被ばくを受ける状況になることが予想され、被ばく防護対策を全

く行なっていない施設においては危機的状況になることが危惧される。 

各施設においては、自施設の被ばく防護対策の確認、改善対応を行い、ERCP も含めた放

射線透視処置全般に関与する医療従事者は、自身の被ばく防護対策、特に装着されない

ことが多い被ばく防護メガネの必要性を再確認して着用を徹底することが推奨される。 
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表１ ERCP 従事者水晶体被ばく量測定データ(2019 年 6月〜8月) 

上段に立ち位置別の水晶体被ばく線量測定結果を示し、下段にグラフ化を行なった。Ｘ

線管球に最も距離が近い左眼に装着された被ばく線量専用線量計の結果は外側の平均

値が 1.4mSv、内側の平均値が 0.73mSv であり、すべてのポジションで最も高い結果で

あった。 
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図１ ERCP 検査時の透視室内での各医療従事者の立ち位置 

当院では ERCP を術者、助手、麻酔係、看護師の 4 名で行なっており、オーバーチュー

ブ型の X 線透視装置 CUREVISTA（日立）を使用して ERCP を施行している。業務従事者

の被ばく防護を目的に X線管球に散乱線防護カーテンを装着している。 
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図２ 水晶体被ばく線量専用防護メガネ 

従事者の水晶体線量測定及び防護メガネの被ばく低減効果を調査するために、防護メガ

ネの左右内外の 4か所に水晶体被ばく線量専用線量計（DOSIRIS(3mm 線量当量測定、千

代田テクノル社)）を装着し(矢印)、水晶体被ばく線量専用防護メガネを作成した。術

者、助手、麻酔係、看護師は全ての ERCP 検査時に、立ち位置別の水晶体被ばく線量専

用防護メガネを着用し検査に臨んだ。 

 

 

 

 



令和元年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

医療分野の放射線業務における被ばくの実態と被ばく低減に関する調査研究 

（190701-02） 

（研究代表者 細野 眞） 

分担研究報告書 

医療分野の放射線業務における被ばくの実態調査のための研究倫理デザインの作成

研究分担者：

古場 裕介（量子科学技術研究開発機構 量子医学・医療部門 放射線医学総合研究所 放
射線防護情報統合センター、主任研究員） 

研究協力者：

赤羽 恵一 （量子科学技術研究開発機構 量子医学・医療部門 放射線医学総合研究

所人材育成センター、研究統括）

神田 玲子 （量子科学技術研究開発機構 量子医学・医療部門 放射線医学総合研究所

放射線防護情報統合センター、センター長）

Ａ．研究目的

 労災疾病臨床研究の主課題「医療分野の放射線業務における被ばくの実態と被ばく低減

に関する調査」では、医療における放射線業務従事者の被ばく線量が労働安全衛生法電離放

射線障害防止規則（以下、電離則）に基づいて測定・記録されていることに基づいて、その

線量値を調査・集計することから、研究対象者に対する不利益、危険性の排除や説明と同意

（インフォームド・コンセント）に関わる状況を適切に把握し、倫理面への配慮を行う必要

がある。そこで本研究では主課題の研究実施のための研究倫理デザインの作成および、研究

倫理審査のための研究計画立案を行う。また、研究計画に基づき調査・集計されたデータに

のうち、本年度中に収集されたデータについて試験的な解析を行い、次年度から広く収集さ

れるデータについての解析方法の検討を行う。 

Ｂ．研究方法

 （１）主課題「医療分野の放射線業務における被ばくの実態と被ばく低減に関する調査」

を遂行するにあたり研究倫理デザインの作成し、研究倫理審査のための研究計画を作成

する上、以下の項目について検討を行った。
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(ア) スタディデザイン

(イ) エンドポイント

(ウ) 研究対象の選択基準

(エ) インフォームド・コンセント

(オ) 目標数と実施期間

(カ) 収集項目

(キ) 研究データの収集方法

(ク) 研究データの解析方法

(ケ) 中止基準

(コ) 被験者の個人情報等の保護に関する措置

(サ) 研究データの管理の方法

(シ) 資料等の保存

上記の項目を想定する対象施設および集計作業、解析作業の分量に考慮し、適切に決定

した。研究倫理デザインを作成するうえで文部科学省・厚生労働省・経済産業省「個人

情報保護法等の改正に伴う研究倫理指針の改正について」（参考資料 1）および文部科

学省・厚生労働省・経済産業省「試料・情報の提供に関する記録の作成・保管等につい

て」（参考資料２）を参考とし、平成 29 年に改正された倫理指針に沿う研究倫理デザイ

ンとした。

 （２）上記（１）で作成した研究倫理デザインを元に研究計画書を作成し、近畿大学

医学部倫理委員会の承認申請を行う。研究対象のデータの提供の際には、対象施設の状

況に応じて、「情報の提供に関する届け出書」の提出、オプトアウトの掲示、インフォ

ームド・コンセントを行う。

（３） 上記(1)-(キ)の手法により収集したデータのうち今年度中に提出された 1 施

設の線量データについて解析を行う。
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Ｃ．研究結果 
  
（１）研究倫理デザインの作成 

(ア) スタディデザイン 
本調査では研究分担者である横浜労災病院運動器センター副院長/センター長

である三上氏の協力の下、厚生労働省所管の労災病院をはじめその他本調査に

応諾してくれる全国の医療機関の放射線業務従事者を対象とした。また、労働

安全衛生法電離則に基づいて測定・記録されている実効線量および皮膚と眼の

水晶体の等価線量を調査・集計する、介入を伴わない後方視的調査とした。 
 

(イ) エンドポイント 
エンドポイント（評価指標）は全国の医療機関で行われている放射線業務従事

者の被ばく線量を集計・解析した結果とした。 
 

(ウ) 研究対象の選択基準 
研究対象の選択は厚生労働省所管の全国の労災病院をはじめ調査項目の情報

提供に承諾を得られた各医療機関において、研究実施期間は承認日以降から

2022 年 3 月 31 日までのうち、対象とする施設の 1〜3 ヶ月の調査項目のデ

ータとし、後方視的に収集することした。 

 
(エ) インフォームド・コンセント 

本調査は、法令に基づいて測定・記録されている放射線業務従事者の被ばく線

量の値（報告値）と職種・放射線業務内容等、すなわち既存情報のみを用いる

観察研究であるため、「人を対象とする研究に関する倫理指針」（以降、倫理指

針）によれば「第 5 章.第 12. 1. (4)」に該当し、必ずしもインフォームド・コ

ンセントを受けることを要しない。そこで調査依頼医療機関において、研究名、

研究の目的と概要、責任者の名前と連絡先、資料提供の拒否に関する記述を載

せた情報公開文書を提示し、研究が実施または継続されることについて、研究

対象者から資料提供の拒否の申し出があった場合は、資料提供を行わないこと

とした。 
また、解析結果、共有データは、対象者を特定する情報を含まない匿名化（特

定の個人を識別することができない）されたデータであり、倫理指針より同意

のための手続きは要しないとしている。本研究では、計画の概要および個人情

報に関しての問い合わせ、苦情等の窓口の連絡先を直接施設担当部所へ貼付し、

オプトアウト資料として掲示することとした。図 1 に掲示したオプトアウト資

料を示す。 
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図 1 オプトアウト資料 
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(オ) 目標数と実施期間 
本調査は実態調査であるため目標とする施設数・放射線業務従事者数を予め定

めることはなく、厚生労働省所管の労災病院をはじめ協力を応諾する施設・放

射線業務従事者を対象とした。 
また、研究実施期間は承認日以降から 2022 年 3 月 31 日までのうち、対象と

する施設の 1 年ごとに 1〜3 ヶ月の調査項目のデータを後方視的に収集する

こととした。 

 
(カ) 収集項目 

収集項目は医療施設に従事する放射線業務従事者について、医療業務に下記に

関する項目とした。 
① 職種（医師、診療放射線技師、看護師、医学物理士、その他の放射線診療に

従事する者） 
② 診療科 
③ 記録する算定値（1 ヶ月あたりの数値） 
・個人被ばく線量計の報告値（実効線量、水晶体・皮膚・女子腹部線量などの

等価線量） 

・不均等被ばくの可能性があり、頭頸部用、リングバッジ等の不均等被ばくの

ための線量計を用いている場合はそれらの値も対象とする。 
④ 放射線診療業務別の項目 
 ④−１）X 線透視下手技 
 ・手技回数 
 ・手技合計時間 
 ・透視合計時間 
 ・撮影合計時間 
 ・撮影合計枚数 
 ④−２）小線源治療 
 ・回数 
 ④−３）核医学 
 ・放射性医薬品投与回数 
 

(キ) 研究データの収集方法 
研究データの収集対象は研究協力施設における以下の対象となる者の放射線

業務従事者として測定を行っている被ばく線量値とした。 
１）X 線透視下手技に従事する医師、診療放射線技師、看護師、医学物理士、

その他の放射線診療に従事する者 
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２）小線源治療に従事する医師、診療放射線技師、看護師、医学物理士、その

他の放射線診療に従事する者 
３）核医学に従事する医師、診療放射線技師、看護師、医学物理士、その他の

放射線診療に従事する者 
ここで「放射線業務従事者として測定を行っている被ばく線量値」とはガラス

バッジ（株式会社千代田テクノル）、ルミナスバッジ（長瀬ランダウア株式会

社）などを用いた個人被ばく線量計の報告値である。 
収集方法はエクセルシートで作成した線量調査票を対象施設の調査協力者に

配布し、対象者および対象期間の数値を記入の上、提出を依頼する。収集され

たデータは近畿大学医学部放射線医学教室（放射線腫瘍学部門） 

において管理、解析を行うこととした。また、収集期間は承認日以降から 2022 
年 3 月 31 日までのうち、1 年ごとに 1〜3 ヶ月とした。 

図 2に作成したエクセルシータの概観を示す。 

 

図 2 線量調査シートの概観 

 
(ク) 研究データの解析方法 

収集した診療記録および被ばく線量値を元に手技の実施状況・職種と被ばく線

量についての相関等の実態を解析することし、連結不可匿名化された解析結果

は、研究分担者および各医療機関で共有されることした。ただし、解析に用い

たデータの共有は行わないこととした。 
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(ケ) 中止基準 
以下の場合には、調査対象者のデータを使用しないこととした。 

① 本調査対象者の多くから調査参加の辞退の申し出があった場合。 
② その他の理由により、研究者が調査を中止することが適当と判断した場合。 
 

(コ) 被験者の個人情報等の保護に関する措置 
被験者の個人情報等の保護を行うため、以下の措置を行うこととした。 
①研究責任者は、学内の個人情報保護規定に従い、資料の保管管理及び利用等

に関する措置を行う。 

②本調査で得られたデータは、原則として本調査の目的以外には利用しない。

保管したデータは将来別の調査で使う場合はあらためて研究計画書を倫理委

員会で審査し承認を受ける。 
③本調査結果の公表においては、集団として匿名化（特定の個人を識別するこ

とができない）された解析結果のみを公表する 
 

(サ) 研究データの管理の方法 
本調査によって収集された研究データを以下の方法により管理することとし

た。 
① 調査データは、臨床現場で収集・匿名化（氏名や施設で独自に用いている

ID 番号など、個人が特定される可能性のある情報の削除）され、本調査用に

新たに番号を付加する（データ整理のため）。対象者を特定する対応表は、該当

医療機関外に持ち出されることはない。 
② 学会発表等で使用する場合には、個人情報が削除された匿名化数値データ

を用いる。 
③ 匿名化のための対応表の作成は、施設の特定の者のみが行い、安全管理さ

れた状態の中で取り扱い、施設外に持ち出すことはしない。 
④ 本調査で得たデータ・資料は、研究計画に従って収集した後も、学内の個人

情報保護規定に従い、資料の保管・管理及び利用等に関する措置を行う。施設

間の資料の授受に関しては双方の施設にて記録を作成し、確実に保管する。調

査に関するすべての記録・資料は、調査結果を再現できるよう、確実に保管す

る。 
⑤ 各記録を保存する期間は本調査期間終了後 5 年間とする。 
 

(シ) 資料等の保存 
対象者が調査参加への同意撤回と同時に資料の廃棄を希望する場合には、以下

の方法で廃棄することとした。ただし、統計処理されたデータは、すでに個人
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情報が除去されており、「個人情報」に該当しない。このため、統計処理後のデ

ータは廃棄の対象ではない。 

・画像などのデータに関しては、記録メディア上から消去する。 
・匿名化したコード番号などについてもすべて削除し破棄する。 

 
（２）研究倫理審査の研究計画書の作成 
 上記（１）で決定した研究倫理デザインに基づき、資料１に示す研究計画書を作成し、

近畿大学医学部倫理委員会の承認申請を行った。2019 年 11 月 14 日に上記委員会の承

認を得た。 
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（３）上記（１）-(キ)の手法により収集したデータのうち今年度中に提出された 1 施設

の線量データ 122 人分について解析を行った。 
 
  (ア) 職種および職種細目内訳 
･ 職種内訳 

医師 63 
薬剤師 0 
看護師 24 
診療放射線技師 35 
医学物理士 0 
その他 0 

 
・ 医師 職種細目内訳 

循環器内科 13 
心臓外科 0 
放射線科（IVR） 2 
放射線科（治療） 0 
放射線科（核医学） 4 
放射線科（診断） 3 
消化器内科 16 
消化器外科 0 
泌尿器科 6 
整形外科 0 
脳外科 0 
麻酔科 0 
救命救急科 0 
その他 17 
治療部(選択肢外） 2 

 
・ 看護師 職種細目内訳 

放射線部 0 
救命救急科 0 
内視鏡室 7 
その他 16 
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治療部(選択肢外） 2 

 
・ 診療放射線技師 職種細目内訳 

診断部 27 
治療部 4 
核医学 4 
その他 0 
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 （イ）実効線量分布 
・ 職種別実効線量分布 

 最大値  75% 中央値 25% 最小値 平均値 

医師 0.7 0.1 0 0 0 0.08 
薬剤師 0 0 0 0 0 0.00 
看護師 0.2 0.1 0 0 0 0.03 
診療放射線技師 0.8 0.15 0.1 0 0 0.12 
医学物理士 0 0 0 0 0 0.00 
その他 0 0 0 0 0 0.00 

 

 

図 3 職種別実効線量分布 
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・ 医師職種細目別実効線量分布 
循環器内科 最大値  75% 中央値 25% 最小値 平均値 
心臓外科 0.5 0.3 0.2 0 0 0.19 
放射線科（IVR） 0 0 0 0 0 0.00 
放射線科（治療） 0.1 0.075 0.05 0.025 0 0.05 
放射線科（核医学） 0 0 0 0 0 0.00 
放射線科（診断） 0 0 0 0 0 0.00 
消化器内科 0 0 0 0 0 0.00 
消化器外科 0.2 0.1 0 0 0 0.04 
泌尿器科 0 0 0 0 0 0.00 
整形外科 0 0 0 0 0 0.00 
脳外科 0 0 0 0 0 0.00 
麻酔科 0 0 0 0 0 0.00 
救命救急科 0 0 0 0 0 0.00 
その他 0 0 0 0 0 0.00 
循環器内科 0.7 0.1 0 0 0 0.09 

 

 

図 4 医師職種別実効線量分布 
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・ 看護師職種細目別実効線量分布 
 最大値  75% 中央値 25% 最小値 平均値 
放射線部 0 0 0 0 0 0.00 
救命救急科 0 0 0 0 0 0.00 
内視鏡室 0 0 0 0 0 0.00 
その他 0.2 0.1 0 0 0 0.05 

 

 
図 5 看護師職種細目別実効線量分布 
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・ 診療放射線技師職種細目別実効線量分布 
 最大値  75% 中央値 25% 最小値 平均値 

診断部 0.8 0.1 0.1 0 0 0.13 
治療部 0.2 0.05 0 0 0 0.05 

核医学 0.2 0.2 0.15 0.075 0 0.13 
その他 0 0 0 0 0 0.00 

 

 
図 6 診療放射線技師職種細目別実効線量分布 
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(ウ) 皮膚等価線量分布 
･ 職種別皮膚等価線量分布 

 最大値  75% 中央値 25% 最小値 平均値 

医師 2.2 0.35 0 0 0 0.31 
薬剤師 0 0 0 0 0 0.00 

看護師 0.7 0.325 0.05 0 0 0.17 
診療放射線技師 2.9 0.25 0.1 0 0 0.27 

医学物理士 0 0 0 0 0 0.00 
その他 0 0 0 0 0 0.00 

 

 

図 7 職種別皮膚等価線量分布 
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･ 医師職種細目別皮膚等価線量分布 
 最大値  75% 中央値 25% 最小値 平均値 
循環器内科 2.2 1.5 0.9 0.5 0.1 1.02 
心臓外科 0 0 0 0 0 0.00 
放射線科（IVR） 1 0.75 0.5 0.25 0 0.50 
放射線科（治療） 0 0 0 0 0 0.00 
放射線科（核医学） 0 0 0 0 0 0.00 
放射線科（診断） 0 0 0 0 0 0.00 
消化器内科 0.7 0.1 0 0 0 0.09 
消化器外科 0 0 0 0 0 0.00 
泌尿器科 0 0 0 0 0 0.00 
整形外科 0 0 0 0 0 0.00 
脳外科 0 0 0 0 0 0.00 
麻酔科 0 0 0 0 0 0.00 
救命救急科 0 0 0 0 0 0.00 
その他 1.5 0.1 0 0 0 0.23 

 

 

図 8 医師職種細目別皮膚等価線量分布 
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･ 看護師職種細目別皮膚等価線量分布 
 最大値  75% 中央値 25% 最小値 平均値 

放射線部 0 0 0 0 0 0.00 
救命救急科 0 0 0 0 0 0.00 

内視鏡室 0.4 0.2 0.1 0 0 0.13 
その他 0.7 0.5 0.05 0 0 0.19 

 

 

図 9 看護師職種細目別皮膚等価線量分布 
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･ 診療放射線技師職種細目別皮膚等価線量分布 
 最大値  75% 中央値 25% 最小値 平均値 

診断部 2.9 0.3 0.1 0 0 0.31 
治療部 0.3 0.075 0 0 0 0.08 

核医学 0.2 0.2 0.15 0.075 0 0.13 
その他 0 0 0 0 0 0.00 

 

 
図 10 診療放射線技師職種細目別皮膚等価線量分布 
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(エ) 水晶体等価線量分布 
･ 職種別水晶体等価線量分布 

 最大値  75% 中央値 25% 最小値 平均値 
医師 2.2 0.35 0 0 0 0.31 
薬剤師 0 0 0 0 0 0.00 
看護師 0.7 0.325 0.05 0 0 0.17 
診療放射線技師 2.9 0.2 0.1 0 0 0.21 
医学物理士 0 0 0 0 0 0.00 
その他 0 0 0 0 0 0.00 

 

 
図 11 職種別水晶体等価線量分布 
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･ 医師職種細目別水晶体等価線量分布 
 最大値  75% 中央値 25% 最小値 平均値 

循環器内科 2.2 1.5 0.9 0.5 0.1 1.03 
心臓外科 0 0 0 0 0 0.00 

放射線科（IVR） 1.1 0.825 0.55 0.275 0 0.55 
放射線科（治療） 0 0 0 0 0 0.00 

放射線科（核医学） 0 0 0 0 0 0.00 
放射線科（診断） 0 0 0 0 0 0.00 
消化器内科 0.7 0.1 0 0 0 0.09 

消化器外科 0 0 0 0 0 0.00 
泌尿器科 0 0 0 0 0 0.00 

整形外科 0 0 0 0 0 0.00 
脳外科 0 0 0 0 0 0.00 

麻酔科 0 0 0 0 0 0.00 
救命救急科 0 0 0 0 0 0.00 
その他 1.5 0 0 0 0 0.22 

 

 
図 12 医師職種細目別水晶体等価線量分布 
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･ 看護師職種細目別水晶体等価線量分布 
 最大値  75% 中央値 25% 最小値 平均値 

放射線部 0 0 0 0 0 0.00 
救命救急科 0 0 0 0 0 0.00 

内視鏡室 0.4 0.2 0.1 0 0 0.13 
その他 0.7 0.5 0.05 0 0 0.19 

 

 
図 13 看護師職種別水晶体等価線量分布 
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･ 診療放射線技師職種細目別水晶体等価線量分布 
 最大値  75% 中央値 25% 最小値 平均値 
診断部 2.9 0.25 0.1 0 0 0.24 
治療部 0.3 0.075 0 0 0 0.08 
核医学 0.2 0.125 0.1 0.075 0 0.10 
その他 0 0 0 0 0 0.00 

 

 
図 14 診療放射線技師職種細目別水晶体等価線量分布 
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(オ) X 線透視下手技の業務詳細と線量 
X 線透視下手技における手技回数・手技合計時間・透視合計時間・撮影合計時間・撮影

合計枚数のデータ提出のあった 11 人分のデータについて上記項目と実効線量・水晶体

等価線量の関係についてプロットを作成した。 
 
・手技回数と実効線量・水晶体等価線量 
 

 

図 15 手技回数と(左)実効線量、(右)水晶体等価線量の関係 
 
・手技合計時間と実効線量・水晶体等価線量 
 

 

図 16 手技合計時間と(左)実効線量、(右)水晶体等価線量の関係  
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・透視合計時間と実効線量・水晶体等価線量 
 

 

図 17 透視合計時間と(左)実効線量、(右)水晶体等価線量の関係 
 
・撮影合計時間と実効線量・水晶体等価線量 
 

 

図 18 撮影合計時間と(左)実効線量、(右)水晶体等価線量の関係 
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・撮影合計枚数と実効線量・水晶体等価線量 
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Ｄ．考察 
 （１）研究倫理デザイン 
 本研究倫理デザインにおいて本調査は法令に基づいて測定・記録されている放射線業

務従事者の被ばく線量の値（報告値）と職種・放射線業務内容等、すなわち既存情報の

みを用いる観察研究であるため、「人を対象とする研究に関する倫理指針」（以降、倫理

指針）によれば「第 5 章.第 12. 1. (4)」に該当し、必ずしもインフォームド・コンセン

トを受けることを要しないこととしたが、調査依頼医療機関の研究倫理の方針によって

は、本調査への研究力において調査依頼医療機関自身の研究倫理審査を要する場合があ

る。研究データ提供においてインフォームド・コンセントを必要とする判断があった場

合、施設内のデータ提供対象者に対してインフォームド・コンセントを受ける必要があ

り、データ収集には多大な労力が必要となり、データ提供までに時間を要することとな

る。本調査のデータ収集では上記のような施設への対応を考慮してデータ取集の計画を

立てることが必要である。 
 
 （２）1 施設の線量データの解析結果 
 対象施設の線量データの職種は医師・看護師・診療放射線技師の 3 職種であり、薬剤

師・医学物理士の 2 職種はなく、職種による線量の把握は限定的である。医師・診療放

射線技師の平均実効線量はおよそ 0.1 mSv であり、似た分布の傾向がみられる。看護

師の平均実効線量は 0.03 mSv と医師・診療放射線技師と比べ低く、最大実行線量も低

かった。しかし、水晶体等価線量は医師の方がやや高く、平均約 0.3 mSv であり、看護

師・診療放射線技師は平均約 0.2 mSv であった。 
 医師の職種細目では「循環器内科」・「消化器内科」・「その他」が多く、「放射線科(IVR)」
は 2 件、「放射線科(核医学)」は 4 件と少なく、職種細目ごとの傾向を見出すことは困

難であった。医師の「循環器内科」と「消化器科」を比較すると「循環器科」のほうが

実行線量および水晶体等価線量が高い傾向があった。 
 看護師の職種細目は「内視鏡」と「その他」のみであり、「内視鏡」の実効線量は計

測限界以下のデータのみであった。看護師の水晶体等価線量の平均値は「内視鏡」より

「その他」の方が若干高いが「その他」の詳細が不明なため高い理由を推測することは

難しい。 
 診療放射線技師の職種細目はほとんどが「診断部」であった。「治療部」の実効線量

は「診断部」・「核医学」とやや低い傾向がある。診療放射線技師の「診断部」の分布を

みるとごく少数のデータの線量が高いことがわかる。 
 X 線透視下手技における手技回数・手技合計時間・透視合計時間・撮影合計時間・撮

影合計枚数のデータ提出のあった 11 人分のデータの解析ではこれらの項目と実効線量

および水晶体等価線量に相関は非常に小さく、本データだけでは有意な解釈は困難であ

った。 
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 上記のとおり 1 施設のみのデータはでは職種・職種細目および X 線透視下手技の手

技回数等と実効線量・水晶体等価線量に有意な傾向を見出すことは困難であるが、次年

度以降、多くの施設のデータを統合して解析することにより有意な傾向を得ることがで

きると期待する。また、合わせて実施している「放射線業務従事者の放射線管理に関す

る調査」の結果と施設ごとの線量値の統計量を統合して解析することにより、施設ごと

の放射線管理の意識や取り組みと医療分野の放射線業務従事者の被ばく線量の傾向を

見出しだすことを目指す。 
 
Ｅ．結論 
 本研究では労災疾病臨床研究の主課題「医療分野の放射線業務における被ばくの実態と

被ばく低減に関する調査」の研究実施のための研究倫理デザインの作成および、研究倫理審

査のための研究計画立案を行った。また、上記の研究計画に基づき調査・集計されたデータ

にのうち、本年度中に収集された 1施設の線量データについて試験的な解析を行い、次年度

から広く収集されるデータについての解析方法の検討を行った。次年度以降、多くの施設の

線量データと放射線管理に関する調査結果を統合して解析し、施設ごとの放射線管理の意

識や取り組みと医療分野の放射線業務従事者の被ばく線量の傾向を見出しだすことを

目指す。 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
  なし 

2.  学会発表 
  なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 
 1. 特許取得 
  なし 

2. 実用新案登録 
  なし 

3.その他 
  なし 
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1．研究の概要 

研究課題名 医療分野の放射線業務における被ばくの実態と被ばく低減に関
する調査研究 

⽬的 本調査は、医療における放射線業務従事者の被ばく線量が労働
安全衛⽣法電離放射線障害防⽌規則（以下、電離則）に基づいて
測定・記録されていることに基づいて、その線量値を調査・集計
して、被ばくの低減⽅策を⽰す資料とすることを⽬的とし、全国
の研究協⼒施設の X 線透視下⼿技、⼩線源治療、核医学等に従事
する医師、看護師、診療放射線技師等を対象として被ばく線量値
の調査を⾏う。線量調査の対象期間は 1 ないし 3 ヶ⽉間とし、後
ろ向き調査とする。 

デザイン 本調査は後⽅視的観察研究であり、対象者への介⼊はしない。 
研究対象 厚⽣労働省所管の労災病院をはじめ全国の研究協⼒施設におけ

る以下の対象となる者の放射線業務従事者として測定を⾏って
いる被ばく線量の値 
１）X 線透視下⼿技に従事する医師、診療放射線技師、看護師、
医学物理⼠、その他の放射線診療に従事する者 
２）⼩線源治療に従事する医師、診療放射線技師、看護師、医学
物理⼠、その他の放射線診療に従事する者 
３）核医学に従事する医師、診療放射線技師、看護師、医学物理
⼠、その他の放射線診療に従事する者 

⽬標症例数 本調査は実態調査研究であるため⽬標とする施設数・放射線
業務者数を定めず、応諾してくださる施設・放射線業務者に
広く協⼒していただく。 

研究⽅法 ・研究データの収集⽅法 
エクセルシートで作成した線量調査票を対象施設の調査協

⼒者に配布し、対象者および対象期間の数値を記⼊の上、提出
を依頼する。収集されたデータは近畿⼤学医学部放射線医学教
室（放射線腫瘍学部⾨）が管理、解析を⾏う。 

・解析⽅法 
収集した診療記録および被ばく線量値を元に⼿技の実施状

況・職種と被ばく線量についての相関等の実態を解析する。そ
の成果を基に、科学的根拠に基づく、実⾏可能な被ばく低減⽅
策を提案する。 

・解析結果の共有 
連結不可匿名化された解析結果は、研究分担者および各医療

機関で共有される。ただし、解析に⽤いたデータは共有しない。 
評価指標 医療機関で⾏われている放射線業務における従事者の被ばくの
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(エンドポイント) 実態を集計解析し、結果を共有する。 
研究期間 2019 年承認⽇〜2022 年 3 ⽉ 31 ⽇ 
研究実施施設 近畿⼤学医学部 

横浜労災病院運動器センター 
群⾺パース⼤学保健科学部 
量⼦科学技術研究開発機構放射線医学総合研究所放射線防護情
報統合センター 

共同研究機関 横浜労災病院運動器センター 
群⾺パース⼤学保健科学部 
量⼦科学技術研究開発機構放射線医学総合研究所放射線防護情
報統合センター 
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2．背景 
 医療においてさまざまの放射線⼿法が⽤いられて患者の診断・治療に⼤きな寄与をし
ているが、同時に医療は職業被ばくの⼤きい分野のひとつであり、医師、看護師、診療
放射線技師等の放射線業務従事者の放射線防護、特に X 線透視下⼿技に携わる放射線業
務従事者の放射線防護は取り組むべき重要な課題である。さて職業被ばくについて従来
から実効線量及び⽪膚と眼の⽔晶体の等価線量を⽤いて管理がなされてきたが、眼の⽔
晶体の被ばくについて、国際放射線防護委員会（International Commission on Radiological 
Protection, ICRP）は 2011 年 4 ⽉に「組織反応に関する声明」において、計画被ばく状
況における職業被ばくに関する⽔晶体の等価線量限度について、定められた 5 年間の平
均で 20 mSv/年、かついずれの 1 年においても 50 mSv を超えないことを勧告した。こ
れは⽩内障の閾値が従来考えられていたよりも低いとの知⾒が蓄積されてきたことが
背景である。これを受けて、国際原⼦⼒機関（International Atomic Energy Agency, IAEA）
の国基本安全基準（Basic Safety Standards, BSS）にこの勧告の内容が取り⼊れられ、ま
た、欧州の Council Directive 2013/59/EURATOM は、2018 年 2 ⽉までに EURATOM 加
盟各国の国内法令に新たな⽔晶体の等価線量限度を取り⼊れるよう求め、各国で取り⼊
れが進んでいるところである。このような国際動向を受けて、国内では平成 30 年（2018 
年）3 ⽉の放射線審議会の意⾒具申で、眼の⽔晶体の等価線量限度を 5 年間の平均で
20mSv/年かついずれの 1 年においても 50mSv を超えないことが適当であるとされ、今
後これに沿った、労働安全衛⽣法電離放射線障害防⽌規則（以下、電離則）の改正がな
されると⾒込まれる。このような流れの中で、医療における放射線業務従事者の防護を
進めるため、国内の医療機関において被ばく線量（実効線量・⽪膚と眼の⽔晶体の等価
線量）と被ばく低減の取り組みを調査することが喫緊の課題と考えられる。  
 本研究者らは厚⽣労働省の労災疾病臨床研究事業費補助⾦（2019-2021 年度の 3 年間）
を獲得しており、国内の医療機関において放射線業務従事者の被ばく線量の調査を⾏い、
被ばくの防護策を検討することとした。とりわけ放射線科領域、消化器科領域、整形外
科領域、循環器科領域などさまざまな領域で⾼度化した⼿技が⾏なわれている現在、放
射線業務従事者の詳細な被ばく線量を明らかにして適切な防護策を⽴てることはたい
へん意義が⼤きいと考えられる。 

3．スタディデザイン 
本調査は、厚⽣労働省所管の労災病院をはじめ協⼒を応諾してくださる全国の医療機

関の放射線業務従事者を対象とし、労働安全衛⽣法電離則に基づいて測定・記録されて
いる実効線量および⽪膚と眼の⽔晶体の等価線量を調査・集計する、介⼊を伴わない後
⽅視的調査である。 

4．⽬的と評価指標（エンドポイント） 
4-1 研究の⽬的 

本調査は、全国の医療機関における放射線業務従事者の被ばくの実態について、労働
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安全衛⽣法電離則に基づいて測定・記録されている実効線量および⽪膚と眼の⽔晶体の
等価線量の値（報告値）を調査し、被ばくの低減⽅策を⽰すうえでの資料を作成するこ
とを⽬標とする。 

4-2 評価指標（エンドポイント） 
 全国の医療機関で⾏われている放射線業務従事者の被ばく線量を集計・解析し、結果
を共有する。 

5．研究対象の選択 
5-1 選択基準 

厚⽣労働省所管の全国の労災病院をはじめ調査項⽬の情報提供に承諾を得られた各
医療機関において、研究実施期間は承認⽇以降から 2022 年 3 ⽉ 31 ⽇までのうち、対象
とする施設の 1〜3 ヶ⽉の調査項⽬のデータを後⽅視的に収集する。 
5-2 不適格条件 

① 上記選択基準に該当しないもの
② 研究担当者が不適当と判断したもの

6．インフォームド・コンセント 
6-1 同意の取得 
 本調査は、法令に基づいて測定・記録されている放射線業務従事者の被ばく線量の値
（報告値）と職種・放射線業務内容等、すなわち既存情報のみを⽤いる観察研究である
ため、「⼈を対象とする研究に関する倫理指針」（以降、倫理指針）によれば「第 5 章. 
第 12. 1. (4)」に該当し、必ずしもインフォームド・コンセントを受けることを要しない。
そこで調査依頼医療機関において、研究名、研究の⽬的と概要、責任者の名前と連絡先、
資料提供の拒否に関する記述を載せた情報公開⽂書を提⽰し、研究が実施または継続さ
れることについて、研究対象者から資料提供の拒否の申し出があった場合は、資料提供
を⾏わないこととする。 

6-2 情報公開 
 解析結果、共有データは、対象者を特定する情報を含まない匿名化（特定の個⼈を識
別することができない）されたデータであり、倫理指針より同意のための⼿続きは要し
ないとしている。本研究では、計画の概要および個⼈情報に関しての問い合わせ、苦情
等の窓⼝の連絡先を直接施設担当部所へ貼付する。 

7．登録 
 本調査の条件を満たし、調査参加辞退の申し出のなかった者は、本調査の対象者とし
て登録（本調査の記録保管管理の対象）する。 
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8．⽬標数と実施期間 
8-1 ⽬標数
本調査は実態調査であるため⽬標とする施設数・放射線業務従事者数を予め定めること
はなく、厚⽣労働省所管の労災病院をはじめ協⼒を応諾する施設・放射線業務従事者を
対象とする。 

8-2 実施期間 
研究実施期間は承認⽇以降から 2022 年 3 ⽉ 31 ⽇までのうち、対象とする施設の 1 年ご
とに 1〜3 ヶ⽉の調査項⽬のデータを後⽅視的に収集する。 

9．研究⽅法 
9-1 収集項⽬ 
① 職種（医師、診療放射線技師、看護師、医学物理⼠、その他の放射線診療に従事する
者） 
② 診療科
③ 記録する算定値（1 ヶ⽉あたりの数値）
 個⼈被ばく線量計の報告値（実効線量、⽔晶体・⽪膚・⼥⼦腹部線量などの等価線量） 
不均等被ばくの可能性があり、頭頸部⽤、リングバッジ等の不均等被ばくのための線量
計を⽤いている場合はそれらの値も対象とする。 
④ 放射線診療業務別の項⽬

④−１）X 線透視下⼿技
・⼿技回数
・⼿技合計時間
・透視合計時間
・撮影合計時間
・撮影合計枚数

④−２）⼩線源治療
・回数

④−３）核医学
・放射性医薬品投与回数

9-2 研究データの収集⽅法 
【対象】  
 研究協⼒施設における以下の対象となる者の放射線業務従事者として測定を⾏って
いる被ばく線量値 
１）X 線透視下⼿技に従事する医師、診療放射線技師、看護師、医学物理⼠、その他の
放射線診療に従事する者 
２）⼩線源治療に従事する医師、診療放射線技師、看護師、医学物理⼠、その他の放射
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線診療に従事する者 
３）核医学に従事する医師、診療放射線技師、看護師、医学物理⼠、その他の放射線診
療に従事する者 
ここで「放射線業務従事者として測定を⾏っている被ばく線量値」とはガラスバッジ（株
式会社千代⽥テクノル）、ルミナスバッジ（⻑瀬ランダウア株式会社）などを⽤いた個⼈
被ばく線量計の報告値である。 
【収集⽅法】 
 エクセルシートで作成した線量調査票を対象施設の調査協⼒者に配布し、対象者およ
び対象期間の数値を記⼊の上、提出を依頼する。収集されたデータは近畿⼤学医学部放
射線医学教室（放射線腫瘍学部⾨）において管理、解析を⾏う。 
【収集期間】 

承認⽇以降から 2022 年 3 ⽉ 31 ⽇までのうち、1 年ごとに 1〜3 ヶ⽉ 

9-3 研究データの解析⽅法 
 収集した診療記録および被ばく線量値を元に⼿技の実施状況・職種と被ばく線量につ
いての相関等の実態を解析する。連結不可匿名化された解析結果は、研究分担者および
各医療機関で共有される。ただし、解析に⽤いたデータは共有しない。 

10．予期される臨床上の利益及び危険性⼜は不便 
10-1 予期される臨床上の利益 
 調査対象者が個別に直接、利益を得ることは考えにくいが、本研究によって得られた
解析結果から防護⽅法、測定⽅法を含む作業管理、作業環境管理、労働衛⽣教育等の事
項を検討し、その成果を基に、科学的根拠に基づく、実⾏可能な被ばく低減⽅策を提案
することにより、放射線診療業務に従事する者の被ばく低減が期待される。 

10-2 予期される危険性⼜は不便 
 本調査は侵襲性を有しない観察研究であること、および研究のために新たに⼈体から
採取された試料を⽤いず、法令に基づいて測定・記録されている放射線業務従事者の被
ばく線量値（報告値）を収集・解析し、統計解析の結果のみを公表する研究であるため、
本研究の実施により調査対象者に直接の⾝体的･精神的危険を与える可能性は極めて低
いと考える。 

11．中⽌基準 
以下の場合には、調査対象者のデータを使⽤しない。 
① 本調査対象者の多くから調査参加の辞退の申し出があった場合。
② その他の理由により、研究者が調査を中⽌することが適当と判断した場合。
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12．研究計画書からの逸脱 
研究責任者または研究者は、臨床研究審査委員会の審査に基づく近畿⼤学医学部学

部⻑（以下、学部⻑）の承認を得る前に研究計画書からの逸脱あるいは変更を⾏わな
い。 

ただし、研究責任者または研究者は、緊急回避等のやむを得ない理由により、臨床
研究審査委員会の審査に基づく学部⻑の承認を得る前に研究計画書からの逸脱あるい
は変更を⾏うことができる。 

13．研究計画書等の変更 
研究計画書やオプトアウト⽂書等を変更する必要が⽣じた場合、臨床研究審査委員会

の審査に基づく学部⻑の承認が得られた後、変更または改訂をする。 

14．研究実施状況の報告 
研究責任者は、研究期間の終了時に研究実施状況を学部⻑に報告をする。また求めが

あるときは、随時、学部⻑に報告をし、臨床研究審査委員会で必要な審査を受ける。 

15．研究の終了、中⽌、中断 
15-1 研究の終了 

調査終了時には、研究終了報告書を学部⻑に提出する。 

15-2 研究の中⽌、中断 
以下の事項に該当する場合、研究責任者は、調査の継続の可否を検討する。 
① 予定期間に達する前に研究の⽬的が達成された場合
③ 調査により期待される利益よりも起こりうる危険が⾼いと判断される場合
④ 臨床研究審査委員会からの計画等の変更指⽰を受け⼊れられない場合
⑤ その他、調査の継続が困難と判断された場合
また、臨床研究審査委員会から中⽌の指⽰があった場合は、調査を中⽌しなければな

らない。調査を中⽌、中断した場合は、速やかに学部⻑に⽂書で報告する。 

16．倫理的事項  
(1) 研究に関する倫理指針の遵守 

本調査は、「⼈を対象とする医学系研究に関する倫理指針」（⽂部科学省・厚⽣労働省、
2017 年⼀部改正）、「ヘルシンキ宣⾔」（世界医師会、2013 年⼀部改正）および本研究計
画書遵守して実施する。 

(2) 近畿⼤学医学部倫理委員会 
本調査の実施に際しては、近畿⼤学医学部に設置された近畿⼤学医学部倫理委員会

（以下、倫理委員会）における承認を必要とする。 
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研究責任者は、研究終了または中⽌・中断後「研究終了（中⽌・中断）報告書」を、
倫理委員会に提出する。研究責任者は、以下の場合、倫理委員会に報告し、以降の継続
の可否について倫理委員会の意⾒に従う。 

① 研究計画書や説明⽂書・同意書等について変更が⾏われる場合
② 審査の対象となる資料が改訂された場合
③ 重篤な有害事象が発⽣した場合
④ その他、学部⻑が審査の必要を認めた場合

17．被験者の個⼈情報等の保護に関する措置 
①研究責任者は、学内の個⼈情報保護規定に従い、資料の保管管理及び利⽤等に関す

る措置を⾏う。
②本調査で得られたデータは、原則として本調査の⽬的以外には利⽤しない。保管し

たデータは将来別の調査で使う場合はあらためて研究計画書を倫理委員会で審査し
承認を受ける。

③本調査結果の公表においては、集団として匿名化（特定の個⼈を識別することがで
きない）された解析結果のみを公表する。

18．研究データの管理の⽅法 
① 調査データは、臨床現場で収集・匿名化（⽒名や施設で独⾃に⽤いている ID 番号

など、個⼈が特定される可能性のある情報の削除）され、本調査⽤に新たに番号
を付加する（データ整理のため）。対象者を特定する対応表は、該当医療機関外に
持ち出されることはない。

② 学会発表等で使⽤する場合には、個⼈情報が削除された匿名化数値データを⽤い
る。

③ 匿名化のための対応表の作成は、施設の特定の者のみが⾏い、安全管理された状
態の中で取り扱い、施設外に持ち出すことはしない。

④ 本調査で得たデータ・資料は、研究計画に従って収集した後も、学内の個⼈情報
保護規定に従い、資料の保管・管理及び利⽤等に関する措置を⾏う。施設間の資
料の授受に関しては双⽅の施設にて記録を作成し、確実に保管する。調査に関す
るすべての記録・資料は、調査結果を再現できるよう、確実に保管する。

⑤ 各記録を保存する期間は本調査期間終了後 5 年間とする。

19．資料等の保存 
対象者が調査参加への同意撤回と同時に資料の廃棄を希望する場合には、以下の⽅法

で廃棄する。ただし、統計処理されたデータは、すでに個⼈情報が除去されており、「個
⼈情報」に該当しない。このため、統計処理後のデータは廃棄の対象ではない。 

・画像などのデータに関しては、記録メディア上から消去する。 
・匿名化したコード番号などについてもすべて削除し破棄する。 
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20．研究計画の登録および研究結果の公表 
本調査で得られた重要な知⾒は、学会報告や学術雑誌等を通じて公に発表し、広く社

会に還元する。調査結果の公表においては結果の正確性を保持する。 

21. 研究組織体制
･ 研究責任者 

⽒名： 細野 眞 所属：近畿⼤学医学部 職名：教授 
･ 研究分担者および研究協⼒者 

⽒名：三上 容司 所属：横浜労災病院運動器センター 職名：副院⻑/センター 
⽒名：渡邉 浩 所属：群⾺パース⼤学保健科学部 職名：教授 
⽒名：古場 裕介 所属：量⼦科学技術研究開発機構放射線医学総合研究所放射線防
護情報統合センター 職名：主任研究員 

･ 研究実施機関 
近畿⼤学医学部 
横浜労災病院運動器センター 
群⾺パース⼤学保健科学部 
量⼦科学技術研究開発機構放射線医学総合研究所放射線防護情報統合センター 

･ 業務委託機関 
株式会社千代⽥テクノル（社⻑ 細⽥ 敏和）：被ばく線量の測定を業務とする会社
であり、線量データ集計のノウハウを持っていることから、匿名化後の線量データ
の集計を委託する。 

22. 研究に係る資⾦源、および起こりうる利益の衝突
本調査に要する費⽤は、厚⽣労働省疾病臨床研究事業費をもって充てる。本調査の計

画・実施・報告において、研究の結果および結果の解釈に影響をおよぼすような「起こ
りえる利益相反」は存在しないこと、および 調査の実施が被験者の権利・利益をそこ
ねることがないことを確認する。本研究に関わる研究者等の利益相反の管理については、
近畿⼤学医学部利益相反マネジメント委員会の規程に従い、本研究は、同委員会での審
査および承認を得た上で実施する。 

23. 参考資料
欅⽥尚樹（研究代表者）. 不均等被ばくを伴う放射線業務における被ばく線量の実態調
査と線量低減に向けた課題評価に関する研究. 平成 30 年度労災疾病臨床研究事業費補
助⾦ 総括・分担報告書. https://www.niph.go.jp/soshiki/09seikatsu/EMA/radiation/ 
pdf/occupational_radiation_kunugita_fy2018.pdf 
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― 研究計画書 変更履歴 ― 

【初版】   2019年10⽉28⽇ 提出 
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International
Journal of
Radiation
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2019

令和元年度 労災疾病臨床研究事業費補助金研究

医療分野の放射線業務における被ばくの実態と被ばく低減に関する調査研究（190701-02）

（研究代表者：細野　眞）

研究成果の刊行に関する一覧表



発表者氏名 論文タイトル名 発表誌名 巻号 ページ 出版年

Ooe K, Watabe T,
Kamiya T, Yoshimura T,
Hosono M, Shinohara A,
Hatazawa J

Quantitative measurement of
219Rn radioactivity in exhaled
breath from patients with bone
metastasis of castration-
resistant prostate cancer
treated with 223RaCl2

EJNMMI
Physics

6(13) 1-11 2019

Hosono M, Ikebuchi H,
Kinuya S, Yanagida S,
Nakamura Y, Yamada T,
Sakaguchi K, Sugano H,
Kojima K, Hatazawa J

Manual on the proper use of
yttrium-90-labeled anti-P-
cadherin antibody injection for
radionuclide therapy in clinical
trials (Second Edition)

Ann Nucl
Med

33(11) 787-805 2019

Hosono M Perspectives for concepts of
individualized radionuclide
therapy, molecular
radiotherapy, and theranostic
approaches

Nuclear

Medicine and

Molecular

Imaging

53(3) 167-171 2019


	4-5.分担研究報告書.pdfから挿入したしおり
	労災疾病臨床研究事業2019報告書_古場_v2
	労災疾病臨床研究事業2019報告書_古場_資料1
	労災疾病臨床研究事業2019報告書_古場_参考資料1
	労災疾病臨床研究事業2019報告書_古場_参考資料2


